


は し が き

財団法人 資産評価システム研究センターは、適切な地域政策の樹立に資するため、

地域の資産の状況及びその評価の方法に関する調査研究等の事業を実施することを目的

として設立されました。

当評価センターにおける調査研究は、資産評価の基礎理論及び地方公共団体等におけ

る資産評価技法の両面にわたって、毎年度、学識経験者及び地方公共団体等の関係者を

もって構成する資産評価システム、土地、家屋、償却資産及び固定資産評価の基本問題

の各部門ごとの研究委員会において行われ、その成果は、会員である地方公共団体及び

関係団体等に調査研究報告書として配布し、活用されているところであります。

本年度の資産評価システム研究委員会の調査研究テーマは、 「固定資産評価事務にお

ける電算処理 システム導入の推進に関する調査研究」といたしました。

本報告書は、固定資産評価事務の簡素化及び評価の適正化を図るため、個々の市町村

の実情に即 した電算処理システム導入の推進に関する調査研究と、同システム導入推進

のうえで、多 くの市町村の参考となるよう、路線価の付設、比準表の作成等、平成9年

度の路線価等の公開の実態 の把握と標準仕様のあり方、登記所の登記と市町村への通知

の改善の方法等について調査研究を行った成果であります。

このたび、その調査研究の成果をとりまとめ、ここに、公表する運びとなりましたが、

この機会に、熱心にご研究、ご審議をいただきました委員並びにアンケー ト調査に当た

り、ご協力を賜りました地方公共団体関係者各位に対し、心から感謝申し上げます。

なお、当評価センターは、今後とも、所期の目的にそって、事業内容の充実及び地方

公共団体等に役立つ調査研究に努力をいたす所存でありますので、地方公共団体をはじ

め関係団体の皆様のなお一層のご指導、ご援助をお願い申し上げます。

最後に、この調査研究事業は、財団法人日本船舶振興会(日 本財団)の 補助金の交付

を受けて実施 した ものであり、改めて深 く感謝の意を表するものであります。

平成10年3月

財団法人 資産評価 システム研究センター

理 事 長 湊 和 夫



研 究 組 織

資 産 評 価 シ ス テ ム 研 究 委 員 会

委員長

委 員

吉 住 俊 彦

千 歳 壽 一

林 克 己

石 塚 輝 夫

宮 本 治

角 田 雪 夫

須 崎 安 通

(財)地 方債協会 理事長

お茶の水女子大学文教育学部教授

(財)地 方 自治情報セ ンター 情報処理部長

(財)日 本不動産研究所

システム評価部 システム評価第三課長

神戸市理財局主税部長

神奈川県茅 ヶ崎市資産税課長

東京都西多摩郡 日の出町税務課長



目 次

I調 査研究の 目的等

1目 的

2調 査研究項 目

II 路線価の付設、比準表の作成等に関する調査研究

1市 街地宅地評価法の しくみ

2調 査団体の特徴

(1)集 計 サ ンプル数

(2)人 口規模、標準宅地数、路線本数別の比準表の採用状況

(3)人 口 と路線本数の関係

(4)用 途地区別標準宅地数及 び路線本数等の集計結果

(5)人 口と価格差割合の関係

3比 準表の個数

(1)用 途地区区分数 と比準表個数の関係

(2)比 準表区分 と用途地区区分の集計結果

(3)比 準表区分 と適用する用途地区区分の関係

(4)比 準表個数 と人口規模のクロス集計結果

(5)比 準表個数 と価格差割合のクロス集計結果

(6)用 途地区別採用比準表個数

4比 準表 に採用 している価格形成要因の集計結果

(1)集 計 サ ンプル数

(2)人 口規模別価格形成要因の採用状況

(3)比 準項 目数集計結果

(4)標 準的な比準項 目

(5)価 格形成要因の追加項 目集計結果

5商 業地区道路幅員の集計結果

(1)最 小道路幅員、最大道路幅員集計結果

(2)最 小道路幅員 と最大道路幅員のクロス集計結果

6達 観やその他の方式による比準方法についての回答等

7比 準表作成時、適用時の工夫点等についての意見等

8ま とめ

参考資料

1

1

1

3

5

6

6

6

7

9

13

13

14

15

16

18

25

26

26

27

43

59

60

61

62

63

65

66

68

71

11



III 路線価等の公開の実態把握と標準仕様のあり方等に関する調査研究

1路 線価等の公開

(1)概 要

(2)調 査 の 目的等

(3)調 査方法

2調 査結果

(1)路 線価等の公開の方法

(2)公 開用図面の作成方法

(3)公 開用 図面 の基 図

(4)公 開用 図面 の規格

(5)公 開用 図面 の縮尺

(6)公 開用 図面 の作成費 用'

(7)路 線 価 等 の表示形態

(8)図 面作 成 に当た っての工 夫点、留 意点等

(9)公 開用図面の写しの提供

3ま とめ

参考資料

83

85

85

86

86

87

87

89

91

93

97

100

102

104

105

109

111

IV

1

登記所の登記と市町村への通知の改善に関する調査研究

登記所の登記と市町村への通知

(1)概 要

(2)調 査 の 目的等

(3)調 査方法

2調 査結果

(1)登 記所 か らの通知 の内容

(2)通 知 の収受 等

(3)通 知漏 れ

(4)登 記所が進めている電算化及びその終了後の通知

(5)全 ての登記所で電算化が終了 した後の通知

(6)登 記所か らの通知に関す る要望 ・問題点

3ま とめ

123

125

125

126

127

128

128

131

136

138

151

155

164



調 査 研 究 の 目 的 等

1目 的

固定資産評価事務の簡素化及び評価の適正化を図るため、個々の市町村の実情に即し

た電算処理システム導入の推進に関する調査研究と、同システム導入推進のうえで、多

くの市町村の参考となるよう、路線価の付設、比準表の作成等、平成9年 度の路線価等

の公開の実態の把握 と標準仕様のあり方、登記所の登記と市町村への通知の改善の方法

等について調査研究を行う。

2調 査研究項 目

(1)路 線価の付設、比準表の作成等 に関する調査研究

固定資産評価事務の簡素化及び評価の適正化を図るため、個々の市町村の実情に即

した電算処理システムの推進について、特に路線価の付設、比準表の作成等に関する

調査研究を行う。

(2)路 線価等の公開の実態把握 と標準仕様のあり方等に関する調査研究

平成9年 度 に係 る市町村の路線価等公開の実態の把握とその整理 ・分析を行う。

(3)登 記所の登記 と市町村への通知の改善に関する調査研究

登記所の登記簿の電算化に伴い、登記所から市町村への通知(地 方税法第382条)

のあ り方 について調査研究 を行う。
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II路 線価 の付 設、比準表 の作成 等 に関す る調査研究
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1市 街地宅地評価法の しくみ

主 として市街地的形態 を形成す る地域にお ける宅地の評価に当たって適用 される 「市街

地宅地評価法」は、いわ ゆる路線価方式 と呼ばれてお り、路線価 に基づいて画地計 算法を

適用 し、各画地について評点数 を付設 し、当該評点数に評点1点 当た りの価額を乗 じて、

各筆の宅地の評価額 を求 める方法である。

「市街地宅地評価法」による宅地の評点数 の付設は次の順序によって行 う。

(1)用 途地 区を区分す る。

(2)各 用途地 区について、その状況が相 当に相違する地域 ごとにその主要な街路に沿接

す る宅地の うちか ら標 準宅地を選定す る。

(3)標 準宅地 について不動産鑑 定士等によ り鑑 定評価価格を求め(地 価公示価格、地価

調査価格 があればそれ による)、 これに基づいて当該標準宅地の沿接す る街路、つま

り 「主要な街路」について路線価 を付設 し、更にこれ に比準 して 「その他の街路」の

路線価 を付設す る。

(4)路 線価 を基礎 とし 「画地計算法」を適用 して各筆 の宅地の評点数 を付設す る。

市街地宅地評価法のしくみ

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

用途地区の区分

街路の状況等による地域の区分

主要な街路の選定

標準宅地の選定

標準宅地の適正な時価の評定

主要な街路の路線価の付設

その他の街路の路線価の付設

各筆の評点数の付設

各筆の評価額の算出

←鑑定評価価格等の活用

画地計算法

今回は上記 フロー図の 「⑦その他 の街路の路線価の付設」について、 どのよ うに路線価

を付設 してい るのかを調査 した。
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2調 査団体の特徴

(1)集 計サンプル数

今回アンケー ト調査の対象 とした500団 体の うち、市街地宅地評価法 を採用 してい

ない2団 体を集計対象外 とした498団 体の 中で、比準表を採用 している団体は422団

体あ り、8割 以上の団体が比準表 を採用 している。

比準表の採用状況

比準表あり 達観その他の方式 集計対象外 合計

422団 体

(84.4%)

76団 体

(15.2%)

2団 体

(0.4%)

500団 体

(100.0%)

(2)人 口規模、標準宅地数、路線本数別の比準表の採用状況

比準表 の採用状況を人 口規模 、標準宅地数、路線本数の別で見ると、次のよ うな傾向

が認 められ る。

○ 集計対象全体の84.7%が 比準表 を採用 してお り、相対的 に規模の大きい団体ほ ど、

比準表 を採用 している割合が高い。

○ 達観 その他 の方式 を採用 している団体の割合が比較的高いのは、人 口規模では5万

人未満 、標準宅地数 では100個 未満、路線本数では1,000本 未満 と相対的に規模の小

さい団体である。

① 人口規模

1万人

未満

5万人

未満

10万 人

未満

15万 人

未満

20万 人

未満

30万 人

未満

50万 人

未満

50万 人

以上 団体数
比準表
を採用(横)

(縦)

53

(12.7%)

(82.8%)

151

(34.7%)

(76.6%)

67

(15.6%)

(85.9%)

30

(7.2%)
(88.2%)

23

(5.7%)
(100.0%)

34

(8.4%)
(91.9%)

45
(11.2%)
(100.0%)

19

(4.5%)
(95.0%)

422

(100.0%)
(84.7%)

達観や
その他(横)
の方式(縦)

11

(14.7%)
(17.2%)

46

(60.0%)
(24.3%)

11

(14.7%)
(14.9%)

4

(5.3%)

(12.1%)

(0.0%)
(0.0%)

3

(4.0%)

(8.1%)

(0.0%)
(0.0%)

1

(1.3%)
(5.3%)

76

(100.0%)
(15.3%)

総計
(横)

(縦)

64

(13.0%)

(100.0%)

197
(38.7%)

(100.0%)

78

(15.5%)

(100.0%)

34

(6.9%)
(100.0%)

23

(4.8%)
(100.0%)

37

(7.7%)
(100.0%)

45

(9.4%)
(100.0%)

20

(4.0%)
(100.0%)

498

(100.0%)
(100.0%)

※網掛けは最高値
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② 標準宅地数

10個

未満

50個

未満

100個

未 満

300個

未 満

500個

未 満

1000個

未 満

1000個

以 上 空 白 団体数
比準表
を採用(横)

(縦)

9

(2.1%)
(81.8%)

82

(19.4%)
(77.4%)

77

(18.2%)
(78.6%)

128

(30.3%)
(85.9%)

51
(12.1%)
(91.1%)

50

(11.8%)
(96.2%)

21

(5.0%)

(95.5%)

4

(0.9%)

(100.0%)

422

(100.0%)
(84.7%)

達観や
その他(横)
の方式(縦)

2

(2.6%)
(18.2%)

24

(31.6%)
(22.6%)

21

(27.6%)

(21.4%)

21
(27.6%)

(14.1%)

5

(6.6%)
(8.9%)

2

(2.6%)
(3.8%)

1

(1.3%)

(4.5%)

0

(0.0%)

(0.0%)

76

(100.0%)
(15.3%)

総計
(横)

(縦)

11

(2.2%)
(100.0%)

106

(21.3%)

(100.0%)

98

(19.7%)
(100.0%)

149

(29.9%)
(100.0%)

56

(11.2%)
(100.0%)

52

(10.4%)
(100.0%)

22

(4.4%)
(100.0%)

4

(0.8%)
(100.0%)

498

(100.0%)
(100.0%)

※網掛けは最高値

③ 路線本数

100本

未 満

500本

未 満

1000本

未 満

3000本

未 満

5000本

未 満

10000本

未 満

10000本

以上 空白 団体数
比準表

を採用(横)
(縦)

10

(2.4%)
(55.6%)

61

(14.5%)

(65.6%)

67

(15.9%)
(79.8%)

120
(28.4%)

(90.2%)

53

(12.6%)

(96.4%)

52

(12.3%)

(94.5%)

55

(13.0%)

(98.2%)

4

(0.9%)
(100.0%)

422

(100.0%)
(84.7%)

達観や
その他(横)
の方式(縦)

8

(10.5%)
(44.4%)

32

(42.1%)
(34.4%)

17

(22.4%)
(20.2%)

13

(17.1%)
(9.8%)

2

(2.6%)
(3.6%)

3

(3.9%)
(5.5%)

1

(1.3%)
(1.8%)

0

(0.0%)
(0.0%)

76

(100.0%)
(15.3%)

総計
(横)

(縦)

18

(3.6%)

(100.0%)

93

(18.7%)
(100.0%)

84

(16.9%)
(100.0%)

133

(26.7%)
(100.0%)

55

(11.0%)

(100.0%)

55

(11.0%)
(100.0%)

56

(11.2%)
(100.0%)

4

(0.8%)

(100.0%)

498

(100.0%)

(100.0%)

※網掛けは最高値

(3)人 口と路線本数の関係

人 口と路線本数の関係 を散布図 を作成することによ り探ってみた。全データ及び政令

指定都市等特異なデータを除いた、路線本数3万 本未満、人 口10万 人未満の3通 りの

散布図を作成 した。

散布図それぞれ の相関係数の値は異なるが、人口が大 きければ路線本数 も多い とい う

正の相関関係が読み とれ る。

また、人 口10万 人未満のケースにお ける関係式(路 線本数(y)=0 .0337人 口(x)+

87.899)に よれ ば、人 口5万 人程度の団体の路線本数は1 ,800本 程度 であることがわか

る。

ただ し、この本数はあくまで も平均的 な数値であ り、市街 地宅地評価法の適用 区域面

積 の広狭によ り異なることに留意す る必要がある。
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人 口 と路線 本 数の 散布 図(全 デ ー タ)
y=0.0338x-121.39

R2= 0.9449

団体数:494

路
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人口 と路線本数の散布 図(路 線本数3万 本未満)
y=0.0293x+ 271.67

R2=0.7961

団体数:484
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人 口と路線 本数の散布 図(人 口10万 人未満)

y=0.0337x +87.899

R2=0.5165

団体数:339
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(4)用 途地区別標準宅地数及び路線本数等の集計結果

未回答団体を除 く494団 体 における用途地区の設定状況 を見ると、商業地区では普通

商業地区が集計対象全団体の90.9%に 存在 し、住宅地 区では併用住宅地 区が集計対象

全団体の85.0%、 普通住宅地区が集計対象全団体の98.8%、 工業地区では中小工場地

区が集計対象全団体の71.5%に 存在す る。

① 標準宅地数 、路線本数

住宅地区の標準宅地数 、路線本数の平均は、他の用途地区にくらべ て大きい。 なかで

も普通住宅地区の標準宅地数の平均は、172.6、 路線本数の平均 は4,171.7と 他の用途地

区 と比べて大 きく、普通住宅地区面積 が各団体 の市街地宅地評価法適用 区域面積 に 占め

る割合が大きい ことが窺える。

用途地区 団体数

標準宅地数 路線本数

平均 最小値 最大値 団体数 平均 最小値 最大値

繁華街地区 87

(17.6%)

11.1 1 48 86 52.9 2 514

高度商業地区1 7

(1.4%)

23.7 1 51 7 142.4 4 345

高度商業地 区Ⅱ 123

(24.9%)

18.2 1 264 122 75.4 1 1,393

普通商業地区 449

(90.9%)

45.0 1 1,980 449 245.0 1 18,552

併用住宅地区 420

(85.0%)

68.4 1 3,400 419 446.0 1 30,025

高級住宅地区 37

(7.5%)

19.6 1 258 36 400.0 7 3,547

普通住宅地区 488

(98.8%)

172.6 1 3,911 488 4,171.7 6 198,521

家内工業地区 29

(5.9%)

22.9 1 91 31 380.6 1 3,469

中小工業地区 353

(71.5%)

14.9 1 249 350 193.0 1 5,187

大工場地区 207

(41.9%)

6.9 1 57 207 48.4 1 493

観光地区 43

(8.7%)

6.1 1 43 44 45.8 1 298

団体数 平均 最小値 最大値 団体数 平均 最小値 最大値

全域 494 293.3 1 9,954 494 4,966.1 23 256,771

※網掛けは、商業地区、住宅地 区、工業地 区用途地区それぞれ の最大の比率
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② 最低路線価、最高路線価

用途地区 ごとの最低路線価、最高路線価の平均、最小値、最大値を表示 した。最低路

線価、最高路線価 ともに大きな開きがあることがわか る。

用途地区 団体数

最低路線価( ● ) 最高路線価(●)

平均 最小値 最大値 団体数 平均 最小値 最大値

繁華街地区 87 313,438 27,300 1,322,000 87 1,137,884 98,700 7,710,000

高度商業地区1 8 1,078,213 74,000 1,803,000 8 4,300,000 519,000 9,450,000

高度商業地区Ⅱ 123 422,216 23,000 1,359,000 123 1,553,557 63,000 10,500,000

普通商業地区 448 80,208 2,660 714,000 449 440,214 5,000 6,800,000

併用住宅地区 418 58,089 1,940 320,600 419 234,703 5,600 2,890,000

高級住宅地区 37 130,599 4,800 504,000 37 262,886 23,100 1,190,000

普通住宅地区 487 30,622 670 168,000 488 149,019 4,130 1,700,000

家内工業地区 31 50,406 7,100 138,000 31 140,909 24,500 813,000

中小工場地区 351 42,151 1,040 280,000 352 109,899 4,469 986,000

大工場地区 207 47,377 1,300 195,000 208 90,844 5,000 455,000

観光地区 44 53,978 1,800 212,400 44 247,016 9,500 2,849,000

③1状 況類似地域 内の平均的 な路線本数 、最高路線価/最低路線価

路線本数/標 準宅地数 の平均 は、1状 況類似地域 内の路線本数 の平均 を表 している。

下表 より、高級住宅地区、普通住宅地区は、他の用途地区 と比較 して1状 況類似地域内

の路線本数が平均的に多い とい える。

最高路線価/最 低路線価は各団体の同一用途地区内の最高路線価 と最低路線価 の価格

差(以 下、 「価格差割合」 とい う。)を 表 してお り、必ず しも同一状 況類似地域内の価

格差でない点に注意を要する。

用途地区 団体数

路線本数/標準宅地数 最高路線価/最低路線価

平均 最小値 最大値 団体数 平均 最小値 最大値

繁華街地区 86 4.6 1.00 26.50 87 4.6 1.00 30.16

高度商業地区1 7 6.5 4.00 8.63 8 4.8 1.31 9.48

高度商業地区Ⅱ 122 4.0 1.00 13.80 123 4.6 1.00 34.27

普通商業地区 448 4.9 1.00 34.00 448 6.0 1.00 54.97

併用住宅地区 418 5.7 1.00 60.00 418 5.1 1.00 61.03

高級住宅地区 36 23.6 6.40 145.00 37 3.0 1.02 23.54

普通住宅地区 487 20.8 1.00 188.00 487 7.1 1.16 50.91

家内工業地区 29 16.9 1.00 54.00 31 3.1 1.00 11.38

中小工場地区 348 10.6 1.00 74.00 351 3.4 1.00 50.89

大工場地区 203 7.8 1.00 58.00 207 2.8 1.00 67.06

観光地区 43 8.7 1.00 52.00 44 6.7 1.00 52.76
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(5)人 口と価格差割合の関係

人 口と 価格差割合の散布図を普通商業地区、普通住宅地区、中小 工場地区のデ ータ

をも とに作成 した。 どの用途地 区において も、人 口規模 が大き くなれ ば、価格差割合 も

大きくなることがわかる。特に普通商業地 区においては、人 口規模 と価格差割合 の相関

関係が高い傾向が認め られ る。 また、中小 工場地区は普通商業地区、普通住宅地区 と異

な り、最高路線価 と最低路線価の価格差割合 も小 さい。

散布 図のデータは、特異な値 を除 くため、人 口100万 人未満、価格差割合40倍 未満

のデ ータを使用 した。

人 口と価 格差割 合(普 通 商業 地区) y=2E-05x+ 2.5455

R2=0.4053

価

格

差
割

合

40

35

30

25

20

15

10

5

0

0 100000 200000 300000 400000 500000 600000 700000 800000 900000 1000000

人 口

人 口 と価 格差割 合(普 通 住宅地 区) y=2E-05x+ 4.4887

R2=0.1785
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人 口と価格差割合(中 小工場地区) y=7E-06x+2. 1794

R2=0.168
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3比 準表の個数

(1)用 途地区区分数 と比準表個数の関係

各団体の用途地 区区分数及び比準表個数を人 口規模別に比較 した。

比準表個数が用途地区区分数以下の団体数は、町村では約85%(146団 体)、 人 口10

万人未満の市では約87%(89団 体)、10万 人以上の団体では約64%(93団 体)、 集計

対象全団体では78%(328団 体)で ある。

以上よ り全団体の8割 弱が、用途地区区分数 に応 じた数の比準表 を用いるか、異なる

用途地区に同一 の比準表 を適用 してい る傾 向が認 められ る。

10万 人未満 10万 人以上 団体数
町村 市 総計

比準表個数>用 途地区区分数 26

(15.1%)

13
(12.7%)

39
(14.2%)

53

(36.3%)

92

(21.9%)

比準表個数=用 途地区区分数 75
(43.6%)

31
(30.4%)

106

(38.7%)

20

(13.7%)

126
(30.0%)

比準表個数<用 途地区区分数 71
(41.3%)

58
(56.9%)

129
(47.1%)

73
(50.0%)

202
(48.1%)

団体数 172
(100.0%)

102
(100.0%)

274

(100.0%)

146

(100.0%)

420

(100.0%)

※網掛けは比準表個数が用途地区区分数以下の団体
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(2) 比準表区分と用途地区区分の集計結果

未回答2団 体 を除 く420団 体における用途地 区(大 区分)別 比準表の設定状況をみ る

と、商業地 区の比準表 を1個 設定 してい る団体は69.3%、 住宅地 区の比準表 を1個 設

定 している団体 は40.9%、2個 設定 している団体は43.4%、 工業地 区の比準表 を1個

設 定 してい る団体は79.8%で ある。

住宅地 区の比準表は、他の用途地区 と異な り2個 の比準表 を採用 している団体 が多い

ことが特徴的である。

全体の比準表個数を3個 としてい る団体は26.7%、5個 以上 としてい る団体は27.1

%で ある。

全て同 じ比準表で対応 してい る団体は37団 体である。

用途地区(大 区分)別 比準表個数の状況

用途地区 団体数

比準表個数

1 2 3 4 5以 上

商業地区

(比準表個数/団 体数)

(団体数/全 体)

342

(100.0%)

(81.4%)

239

(69.3%)

45

(13.0%)

31

(9.0%)

10

(2.9%)

17

(4.9%)

住宅地区

(比準表個数/団 体数)

(団体数/全 体)

360

(100.0%)

(85.7%)

146

(40.9%)

155

(43.4%)

27

(7.6%)

11

(3.1%)

21

(5.9%)

工業地区

(比準表個数/団 体数)

(団体数/全 体)

248

(100.0%)

(59.0%)

198

(79.8%)

36

(14.5%)

8

(3.2%)

5

(2.0%)

1

(0.4%)

観光その他

(比準表個数/団 体数)

(団体数/全 体)

15

(100.0%)

(3.6%)

13

(86.7%)

2

(13.3%)

0

(0.0%)

0

(0.0%)

0

(0.0%)

適用する大用途区分不明

(比準表個数/団 体数)

(団体数/全 体)

27

(100.0%)

(6.4%)

25

(92.6%)

1

(3.7%)

1

(3.7%)

0

(0.0%)

0

(0.0%)

全て同 じ比準表

(比準表個数/団 体数)

(団体数/全 体)

37

(100.0%)

(8.8%)

37

(100.0%)

0

(0.0%)

0

(0.0%)

0

(0.0%)

0

(0.0%)

全体

(比 準 表個 数/団 体数)

(団 体数/全 体)

420

(100.0%)

(100.0%)

48

(11.4%)

64

(15.2%)

112

(26.7%)

82

(19.5%)

114

(27.1%)
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(3)比 準表区分 と適用す る用途地区区分の関係(全 て同 じ比準表の場合を除 く。)

それぞれ の用途地区の比準表 を単独 で作っているのか、他の用途地区の比準表 と組み

合わせて作ってい るのかについて集計 した。

数字は各団体の作成 してい る比準表 の数、割合は比準表総数に対す る割合 である。

割合か ら、それ ぞれの用途地区の比準表 を単独で使用 しているのか、他の用途地区と

組 み合わせ て使用 してい るのかがわかる。

商業地区では高度商業地区1、 普通商業地区は、単独で比準表 を使用 してい る割合が

高 く、繁華街地区、高度商業地区 Ⅱは他の商業地区比準表 と組み合わせて使用 してい る

割 合が高い。

住宅地区では、併用住宅地区、普通住宅地区は、単独で比準表 を使用 してい る割合が

高 く、高級住宅地区は他 の住宅地 区比準表 と組み合わせて使用 している割合 が高い。

なお、普通商業地区 と併用住宅地区を組み合 わせ て使用 している割合が高い と推測 さ

れ るが、 これは併用住宅地区のなかに商業的な要因が含まれているためであると考 えら

れ る。

工業地区では、中小工場地区は、単独で比準表を使用 している割合 が高 く、家内工業

地区、大工場地 区は、他の工業地 区比準表 と組み合 わせて使用 している割合 が高い。

用途地区 単独
他の商業地区

比準表 との組

み合わせ

他の住宅地区

比準表 との組

み合わせ

他 の工業地区
比準表 との組

み合 わせ

比準表

総数

商業
地区

繁華街地区 24

(31.2%)

45

(58.4%)
7

(9.1%)

1

(1.3%)

77

(100.0%)
高度 商業地 区1 5

(62.5%)

2

(25.0%)

1

(12.5%) (0.0%)

8

(100.0%)
高度 商業地 区Ⅱ 31

(27.7%)

63
(56.3%)

18

(16.1%) (0.0%)

112

(100.0%)
普通商業地区 253

(53.7%)

68

(14.4%)
150

(31.8%) (0.0%)

471

(100.0%)

住宅
地区

併用住宅地区 221

(47.8%)

150

(32.5%)

77

(16.7%)

14

(3.0%)

462

(100.0%)
高級住宅地区 10

(32.3%) (0.0%)

20

(64.5%)
1

(3.2%)

31

(100.0%)
普通住宅地区 369

(71.4%)
13

(2.5%)

96

(18.6%)

39

(7.5%)

517

(100.0%)

工業

地区

家内工業地区 6

(31.6%) (0.0%)

5

(26.3%)

8
(42.1%)

19

(100.0%)
中小工場地 区 153

(53.3%) (0.0%)

37

(12.9%)

97

(33.8%)

287

(100.0%)
大工場地区 59

(35.1%) (0.0%)

17

(10.1%)

92

(54.8%)
168

(100.0%)
観光地区 12

(54.5%)
5

(22.7%)

4

(18.2%)

1

(4.5%)

22

(100.0%)

※網掛 けは、最大割合
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(4)比 準表個数 と人口規模の クロス集計結果

各用途地区の比準表個数 と人 口規模 との関係を表 にま とめた。人 口規模が大きければ

比準表の個数 も増 える傾 向が認 められ るが、比準表の個数が変わ らない用途地区もある。

① 商業地区比準表個数 と人 口規模 のクロス集計

各団体の商業地区の比準表個数 を人 口規模別に調べてみ ると、人口10万 人未満では1

個の比準表 で対応 してい る団体が多く、10万 人以上では複数の比準表 を採用 している

団体が増 えて くる。

人 口規模

商業地区比準表個数 5万人未満 10万 人未満 30万 人未満 30万 人以上 団体数
1個 131

(93.6%)

53
(84.1%)

38
(48.1%)

17
(28.3%)

239

(69.9%)
2個 8

(5.7%)

7

(11.1%)

18
(22.8%)

12
(20.0%)

45

(13.2%)
3個 1

(0.7%)

3
(4.8%)

13
(16.5%)

14
(23.3%)

31
(9.1%)

4個 0

(0.0%) (0.0%)

5

(6.3%)

5

(8.3%)

10

(2.9%)
5個 以上 0

(0.0%) (0.0%)

5

(6.3%)

12
(20.0%)

17

(5.0%)

団体数 140

(100.0%)

63

(100.0%)

79
(100.0%)

60

(100.0%)

342

(100.0%)

※ 網掛けは15%以 上

② 住宅地区比準表個数 と人 口規模の クロス集計

各団体の住宅地区の比準表個数を人 口規模別に調べてみ ると、人 口10万 人未満では1

～2個 の比準表で対応 してい る団体が多 く、10万 人以上では2個 以上の比準表 を採用

している団体が増 えて くる。

人 口規模

住宅地区比準表個数 5万人未満 10万 人未満 30万 人未満 30万 人 以 上 団体数

1個 72

(44.2%)

26

(41.9%)

27

(36.0%)

21

(35.0%)

146

(40.6%)

2個 83

(50.9%)

28
(45.2%)

31
(41.3%)

13
(21.7%)

155

(43.1%)
3個 5

(3.1%)

4

(6.5%)

10

(13.3%)

8

(13.3%)

27

(7.5%)
4個 3

(1.8%)

1

(1.6%)

4

(5.3%)

3

(5.0%)

11

(3.1%)

5個 以上 0

(0.0%)

3
(4.8%)

3

(4.0%)

15

(25.0%)

21

(5.8%)

団体数 163

(100.0%)

62

(100.0%)

75

(100.0%)

60

(100.0%)

360

(100.0%)

※ 網掛けは15%以 上
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③ 工業地区比準表個数 と人 口規模の クロス集計

各団体の工業地 区の比準表個数を人 口規模別 に調べてみ ると、人 口10万 人未満 では1

個 の比準表で対応 してい る団体が多 く、10万 人以上では1～2個 の比準表を採用 して

い る団体が増 えて くる。

人 口規模

工業地区比準表個数 5万人未満 10万 人未満 30万 人未満 30万 人以上 団体数

1個 82

(92.1%)

33
(84.6%)

48

(72.7%)

34

(63.0%)
197
(79.4%)

2個 7

(7.9%)

5

(12.8%)

12

(18.2%)
12
(22.2%)

36

(14.5%)
3個 0

(0.0%) (0.0%)

3

(4.5%)

5

(9.3%)

8

(3.2%)
4個 0

(0.0%)

1

(2.6%)

3
(4.5%)

2

(3.7%)

6

(2.4%)
5個 以上 0

(0.0%) (0.0%)

0

(0.0%)

2

(1.9%)

1

(0.4%)

団体数 89

(100.0%)

39
(100.0%)

66

(100.0%)

54

(100.0%)

248

(100.0%)

商業地区、住宅地区、工業地区それぞれ人 口規模別に比準表の個数 を調べてい くと、

人 口10万 人未満 か10万 人以上かで各団体の採用 してい る比準表個数 に変化 がみ られ る

こ とがわか る。

なお、人 口10万 人未満 の団体 の比準表個数 が商業地区、工業地 区では1個 であるの

に対 して、住宅地 区で1～2個 と複数になる理 由としては、以下のことが考え られる。

a)居 住用家屋が連続する地区(普 通住宅地区、高級住宅地 区)と 、住宅 ・小売店

舗 ・事務所等が混在す る地 区(併 用住宅地区)で 比準表 を分けてい る。

b)人 口10万 人未満 の団体にあっては、商業地区、工業地区の範囲が比較的狭い。

以後の分析は、人 口規模 が10万 人未満 と10万 人以上でデ ータを2分 して行 うこ とと

す る。
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(5)比 準表個数 と価格差割合のクロス集計結果

商業地区、住宅地区、工業地区それ ぞれ についての、比準表個数 と価格差割合の関係

を人 口規模別に集計 した。

① 商業地 区比準表個数 と価格差割合

各団体の商業地 区の比準表個数を価格差割合別に調べてみた。人 口10万 人未満、10

万人以上 ともに価格差割合 による比準表個数への影響はあま り認め られない。

a)10万 人未 満

10万 人未満

商業地区比準表個数 2倍 未満 5倍 未満 10倍 未満 10倍 以 上 団体数
1個 75

(94.9%)
86

(91.5%)

14

(66.7%)

5

(100.0%)

180

(90.5%)

2個 3

(3.8%)

6

(6.4%)

6

(28.6%)

0

(0.0%)

15

(7.5%)
3個 1

(1.3%)

2

(2.1%)

1

(4.8%)

0

(0.0%)

4

(2.0%)
4個 0

(0.0%)

0

(0.0%)
0

(0.0%)

0

(0.0%)

0

(0.0%)
5個 以上 0

(0.0%)

0

(0.0%)

0

(0.0%)

0

(0.0%)

0

(0.0%)

団体数 79

(100.0%)

94

(100.0%)

21
(100.0%)

5

(100.0%)
199

(100.0%)

※網掛けは15%以 上

b)10万 人以 上

10万 人以上

商業地区比準表個数 2倍 未満 5倍 未満 10倍 未満 10倍 以 上 団体数
1個 0

(0.0%)

22

(61.1%)

17

(35.4.%)

16

(30.8%)

55

(39.6%)
2個 2

(66.7%)
8
(22.2%)

11
(22.9%)

9
(17.3%)

30
(21.6%)

3個 1
(33.3%)

4

(11.1%)

10

(20.8%)
12
(23.1%)

27

(19.4%)
4個 0

(0.0%)

0

(0.0%)

5

(10.4%)

5

(9.6%)

10

(7.2%)
5個 以上 0

(0.0%)

2

(5.6%)

5

(10.4%)

10
(19.2%)

17

(12.2%)
団体数 3

(100.0%)

36

(100.0%)

48

(100.0%)

52

(100.0%)

139

(100.0%)

※網掛けは15%以 上
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② 住宅地区比準表個数と価格差割合

各団体の住宅地区の比準表個数を価格差割合別に調べてみた。人口10万 人未満、10

万人以上ともに価格差割合による比準表個数への影響はあまり認められない。

a)10万 人 未満

10万 人未満

住宅地区比準表個数 2倍 未満 5倍 未満 10倍 未満 10倍 以上 団体数
1個 7

(33.3%)
63
(50.0%)

20

(34.5%)
7
(38.9%)

97

(43.5%)
2個 12

(57.1%)
55

(43.7%)

33

(56.9%)
10
(55.6%)

110

(49.3%)
3個 1

(4.8%)

3

(2.4%)
4

(6.9%)

1

(5.6%)

9

(4.0%)
4個 1

(4.8%)
2
(1.6%)

1

(1.7%)

0

(0.0%)

4

(1.8%)
5個 以上 0

(0.0%)

3

(2.4%)

0

(0.0%)
0

(0.0%)

3

(1.3%)
団体数 21

(100.0%)

126

(100.0%)
58
(100.0%)

18

(100.0%)

223

(100.0%)

※網掛 けは15%以 上

b)10万 人 以 上

10万 人 以 上

住宅地区比準表個数 2倍 未満 5倍 未満 10倍 未満 10倍 以上 団体数
1個 0

(0.0%)

16

(40.0%)

19

(38.8%)
13

(28.9%)
48
(35.6%)

2個 1

(100.0%)

14

(35.0%)
15

(30.6%)
14

(31.1%)

44
(32.6%)

3個 0

(0.0%)

4

(10.0%)
6

(12.2%)

8

(17.8%)
18

(13.3%)
4個 0

(0.0%)

3

(7.5%)

3

(6.1%)
1

(2.2%)

7

(5.2%)
5個 以上 0

(0.0%)

3

(7.5%)
6

(12.2%)

9

(20.0%)
18

(13.3%)
団体数 1

(100.0%)
40

(100.0%)

49

(100.0%)
45

(100.0%)

135

(100.0%)

※網掛 けは15%以 上
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③ 工業地区比準表個数と価格差割合

各団体の工業地区の比準表個数 を価格差割合別に調べてみた。人 口10万 人未満は価

格差割合に よる比準表個数への影響はあま り認 められない。ただ し、人 口10万 人以上

では、価格差割合 が10倍 以上になると比準表個数のば らつ きが見受 け られ る。

a)人 口10万 人 未満

10万 人未満

工業地区比準表個数 2倍 未満 5倍 未満 10倍 未満 10倍 以 上 団体数
1個 55

(87.3%)

43

(95.6%)

4

(66.7%)
0

(0.0%)

102

(89.5%)
2個 8

(12.7%)

1

(2.2%)

2

(33.3%)

0

(0.0%)

11

(9.6%)
3個 0

(0.0%)

0
(0.0%)

0

(0.0%)

0
(0.0%)

0
(0.0%)

4個 0

(0.0%)

1

(2.2%)

0

(0.0%)

0

(0.0%)

1

(0.9%)
5個 以上 0

(0.0%)

0

(0.0%)

0

(0.0%)

0

(0.0%)

0

(0.0%)

団体数 63

(100.0%)

45

(100.0%)

6

(100.0%)

0

(0.0%)

114

(100.0%)

※網掛 けは15%以 上

b)人 口10万 人 以 上

10万 人 以 上

工業地 区比準表個数 2倍 未満 5倍 未満 10倍 未 満 10倍 以 上 団体数
1個 22

(81.5%)
35

(66.0%)

14
(60.9%)

7
(53.8%)

78

(67.2%)

2個 4

(14.8%)

13
(24.5%)

5
(21.7%)

2
(15.4%)

24
(20.7%)

3個 0

(0.0%)

3

(5.7%)

3

(13.0%)

2
(15.4%)

8

(6.9%)

4個 1

(3.7%)

2

(3.8%)

0

(0.0%)

2
(15.4%)

5

(4.3%)

5個 以上 0

(0.0%)

0

(0.0%)

1

(4.3%)

0

(0.0%)

1

(0.9%)

団体数 27

(100.0%)

53

(100.0%)

23

(100.0%)

13

(100.0%)

116

(100.0%)

※網掛けは15%以 上
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次に人 口10万 人未満のデータを町村 と市 に細区分 し再度比準表個数 と価格差割合の

関係 を集計す る。

また、人 口10万 人以上のデータについては比準表個数 と用途地区別路線本数の関係

を集計す る。

① 商業地区比準表個数

各団体の商業地 区の比準表個数を市町村別 に調べてみた。

町村 では、原則 として1個 の比準表 を使用 してい るが、10万 人未満の市では、価格

差割合によって、1～2個 の比準表を使用 している。

人 口10万 人以上では、商業地 区路線本数 が100本 未満では1～2個 、100本 以上1,000

本未満では1～3個 、1,000本 以上では3個 以上の比準表 を多 く使用 している。

a)10万 人未満:町 村(価 格差割合)

10万 人 未満 町村(価 格差割合)

商業地区比準表個数 2倍 未満 5倍 未満 10倍 未 満 10倍 以 上 団体数

1個 60

(93.8%)

40

(97.6%)

2

(66.7%)

3
(100.0%)

105

(94.6%)

2個 3

(4.7%)

1

(2.4%)

1
(33.3%)

0

(0.0%)

5

(4.5%)
3個 1

(1.6%)

0

(0.0%)

0

(0.0%)

0

(0.0%)

1

(0.9%)

団体数 64

(100.0%)

41

(100.0%)

3

(100.0%)

3

(100.0%)

111

(100.0%)

※網掛 けは15%以 上

b)10万 人未満:市(価 格差割合)

10万 人 未満 市(価 格差割 合)

商業地区比準表個数 2倍 未満 5倍 未満 10倍 未 満 10倍 以 上 団体数
1個 15

(100.0%)
46

(86.8%)

12

(66.7%)

2
(100.0%)

75
(85.2%)

2個 0

(0.0%)

5

(9.4%)

5

(27.8%)

0

(0.0%)

10

(11.4%)
3個 0

(0.0%)

2

(3.8%)

1

(5.6%)

0

(0.0%)

3

(3.4%)

団体数 15

(100.0%)

53

(100.0%)

18

(37.5%)

2

(100.0%)

88

(100.0%)

※網掛けは15%以 上
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c)10万 人以上:商 業地区路線本数

10万 人以上 商業地区路線本数

商業地区比準表 100本 未満 500本 未満 1000本 未 満 1000本 以 上 団体数
1個 10

(71.4%)

37

(43.0%)

7

(29.2%)
0

(0.0%)
54
(39.1%)

2個 3

(21.4%)
22
(25.6%)

4
(16.7%)

1

(7.1%)

30
(21.7%)

3個 1

(7.1%)

16

(18.6%)
7
(29.2%)

3
(21.4%)

27
(19.6%)

4個 0

(0.0%)

4

(4.7%)

3

(12.5%)

3
(21.4%)

10

(7.2%)
5個 以上 0

(0.0%)

7

(8.1%)

3

(12.5%)

7
(50.0%)

17

(12.3%)
団体数 14

(100.0%)

86

(100.0%)

24

(100.0%)

14

(100.0%)

138

(100.0%)

※網掛けは15%以 上

② 住宅地区比準表個数

各団体の住宅地区の比準表個数 を市町村別 に調べてみ た。

町村、10万 人未満の市 ともに、原則 として1～2個 の比準表 を使用 している。

人 口10万 人以上では、商業地区路線本数が1万 本未満では1～3個 、1万 本以上で

は、5個 以上の比準表 を使用 してい る団体の割合が高 くなってい る。

a)人 口10万 人未満:町 村(価 格差割合)

10万 人未満 町村(価 格差割合)

住宅地区比準表個数 2倍未満 5倍未満 10倍 未満 10倍 以上 団体数
1個 6

(35.3%)

46

(56.8%)
6
(20.0%)

6
(60.0%)

64

(46.4%)
2個 10

(58.8%)

33

(40.7%)

21

(70.0%)

4
(40.0%)

68
(49.3%)

3個 1
(5.9%)

1
(1.2%)

2
(6.7%)

0

(0.0%)

4

(2.9%)
4個

(0.0%)

1

(1.2%)

1

(3.3%)

0

(0.0%)

2

(1.4%)

団体数 17

(100.0%)

81

(100.0%)

30

(100.0%)

10

(100.0%)

138

(100.0%)

※網掛けは15%以 上
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b)人 口10万 人未満:市(価 格差割合)

10万 人未満 市(価 格差割 合)

住宅地区比準表個数 2倍 未満 5倍 未満 10倍 未満 10倍 以上 団体数
1個 1

(25.0%)

17

(37.8%)
14

(50.0%)

1
(12.5%)

33
(38.8%)

2個 2

(50.0%)

22

(48.9%)
12
(42.9%)

6

(75.0%)

42

(49.4%)
3個 0

(0.0%)

2

(4.4%)

2

(7.1%)

1

(12.5%)

5

(5.9%)
4個 1

(25.0%)
1

(2.2%)

0

(0.0%)

0

(0.0%)

2

(2.4%)
5個 以上 0

(0.0%)

3

(6.7%)
0

(0.0%)

0

(0.0%)

3

(3.5%)
団体数 4

(100.0%)
45

(100.0%)

28

(100.0%)

8

(100.0%)
85

(100.0%)

※網掛けは15%以 上

c)人 口10万 人以上:住 宅地区路線本数

10万 人 以上 住宅地区路線本数
住宅地区比準表 3千 本 未満 5千 本未満 1万本 未満 1万本以上 団体数
1個 3

(21.4%)

10

(40.0%)
21

(43.8%)

13
(27.7%)

47

(35.1%)
2個 5

(35.7%)
9
(36.0%)

17
(35.4%)

13

(27.7%)
44

(32.8%)
3個 4

(28.6%)

3

(12.0%)

5

(10.4%)
6

(12.8%)

18

(13.4%)
4個 1

(7.1%)

2

(8.0%)
2

(4.2%)

2

(4.3%)

7

(5.2%)
5個 以上 1

(7.1%)

1

(4.0%)

3

(6.3%)

13

(27.7%)
18

(13.4%)
団体数 14

(100.0%)

25

(100.0%)

48

(100.0%)
47

(100.0%)

134

(100.0%)

※網掛けは15%以 上

③ 工業地区路線本数と価格差割合

各団体の工業地 区の比準表個数 を市町村別 に調べてみた。

町村、10万 人未満 の市 ともに、原則 として1個 の比準表を使用 している。

人 口10万 人以上では、工業地区路線本数が100本 未満では1個 、100本 以上1 ,000本

未満では1～2個 、1,000本 以上1～3個 の比準表を使用 してい る。
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a)人 口10万 人未 満:町 村(価 格 差割 合)

10万 人 未満 町村(価 格差割合)

工業地区比準表個数 2倍 未満 5倍 未満 10倍 未 満 10倍 以 上 団体数
1個 37

(88.1%)

19

(100.0%)

0

(0.0%)

0

(0.0%)

56

(91.8%)

2個 5

(11.9%)

0

(0.0%)

0

(0.0%)

0

(0.0%)

5

(8.2%)

団体数 42

(100.0%)

19

(100.0%)

0

(0.0%)

0

(0.0%)

61

(100.0%)

※網掛 けは15%以 上

b)人 口10万 人未 満:市(価 格 差 割合)

10万 人 未満 市(価 格差割合)

工業地区比準表個数 2倍 未満 5倍 未満 10倍 未満 10倍 以 上 団体数

1個 18

(85.7%)

24

(92.3%)

4

(66.7%)

0

(0.0%)

46

(86.8%)

2個 3

(14.3%)

1

(3.8%)

2

(33.3%)

0

(0.0%)

6

(11.3%)

3個 0

(0.0%)

0

(0.0%)

0

(0.0%)

0

(0.0%)

0

(0.0%)

4個 0

(0.0%)

1

(3.8%)

0

(0.0%)

0

(0.0%)

1

(1.9%)

団体数 21

(100.0%)

26

(100.0%)

6

(100.0%)

0

(0.0%)

53

(100.0%)

※網掛 けは15%以 上

c)人 口10万 人 以 上:工 業 地 区路 線本 数

10万 人 以 上 工業地区路線本数

工業地区比準表 100本 未満 500本 未満 1000本 未 満 1000本 以上 団体数

1個 25

(92.6%)

43

(65.2%)

7

(50.0%)

6

(50.0%)

81

(68.1%)

2個 2

(7.4%)

17

(25.8%)

3

(21.4%)

2

(16.7%)

24

(20.2%)

3個 0

(0.0%)

4

(6.1%)

2

(14.3%)

2

(16.7%)

8

(6.7%)

4個 0

(0.0%)

2

(3.0%)

2

(14.3%)

1

(8.3%)

5

(4.2%)

5個 以上 0

(0.0%)

0

(0.0%)

0

(0.0%)

1

(8.3%)

1

(0.8%)

団体数 27

(100.0%)

66

(100.0%)

14

(100.0%)

12

(100.0%)

119

(100.0%)

※網掛 けは15%以 上
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(6)用 途地区別採用比準表個数

以上の検討結果 よ り、比準表個数は価格差割合に よって異 なる傾 向はあま り見受け ら

れ なかったが人 口規模10万 人 を境 に異なる傾向が認 め られた。

また、人 口10万 人以上の団体では路線本数の大小による傾 向が認 め られ た。

そこで、人 口10万 人未満にあっては市町村別、人 口10万 人以上にあっては用途地区

別 の路線本数 に応 じて、標準的な比準表 の個数を以下の表の とお り整理 した。

商業地区、住宅地区、工業地区 ともに、人 口が増えるほど、路線本数 が多 くなるほ ど、

採 用す る比準表の個数 も多 くな る傾向がある。

用途 人 口 分類 比準表個数

商業地区 10万 人未満 町村 1個

市 1～2個

10万 人以上 100本 未 満 1～2個

100本 以 上1000本 未満 1～3個

1000本 以 上 3個 以上

住宅地区 10万 人未満 町村 1～2個

市 1～2個

10万 人 以上 10000本 未 満 1～3個

10000本 以 上 1～5個 以 上

工業地区 10万 人 未満 町村 1個

市 1個

10万 人 以上 100本 未 満 1個

100本 以 上1000本 未満 1～2個

1000本 以 上 1～3個

観光地区 1個
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4 比準表に採用している価格形成要因の集計結果

(1)集 計サ ンプル数

未回答団体2団 体を除 く418団 体の価格形成要因(街 路条件、交通 ・接近条件 、環

境条件、行政的条件)の 採用状況を表示 した。

街路条件は総計で99.8%、 交通 ・接近条件は97.4%、 環境条件は90.4%、 行政的

条件は80.1%の 団体で採用 されている。

各条件 ごとに採用団体数が異なる理 由 としては以下のことが考え られる。

① 街路条件及び交通 ・接近条件は客観的データ としての把握が比較的容易である

ため、比準項 目として採用 しやすい。

② 環境条件 は一律の基準で測定す ることが難 しかった り、通常広範囲に影響す る

ため、状況類似地域を区分す る際に環境条件 ができるだけ異な らないよ うに配慮

し、その結果、環境条件の差異は標準宅地の価格に反映 されてい る場合が多いた

め と考 えられ る。

③ 行政的条件に関 しては10万 人未満の町村の採用状況か らも読み とれる とお り、

人 口規模 の小 さな団体では行政的条件のちがいによる価格差があま り認め られな

い こと、また、環境条件同様、状況類似地域 を区分す る際の 目安 として都市計画

法上の用途地域 を考慮 している場合が多い ことが考えられ る。

価格形成要因

人 口 10万 人未満 10万 人

以上

総計

町村 市 小計

街路条件 170

(100.0%)

102

(100.0%)

272

(100.0%)

145

(99.3%)

417

(99.8%)

交通 ・接近 条件
162

(95.3%)

100

(98.0%)

262

(96.3%)

145

(99.3%)

407

(97.4%)

環境条件 150

(88.2%)

92

(90.2%)

242

(89.0%)

136

(93.2%)

378

(90.4%)

行政的条件 109

(64.1%)

85

(83.3%)

194

(71.3%)

141

(96.6%)

335

(80.1%)

団体数 170

(100.0%)

102

(100.0%)

272

(100.0%)

146

(100.0%)

418

(100.0%)
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(2)人 口規模別価格形成要因の採用状況

価格形成要因(街 路条件、交通 ・接近条件、環境条件、行政的条件)の 人 口規模別の

採用状況 を、商業地区、住宅地 区、工業地 区、全て同 じ比準表の順に、集計 した。

① 商業地区

a)街 路条件

商業地 区の街路条件は、人 口規模 を問わず、多 くの団体が複数の項 目を採用 している。

特 に、 「道路幅員」 は、総計でも89.4%と 採用 している割合が高く、「道路の連続性」、

「舗装 の有無」、 「歩道 の有無」 も全体の70%以 上の団体が採用 している点が特徴的で

ある。

街路条件 総計 10万 人 未満 10万 人

以上町村 市
道路幅員

(採用団体数/該 当団体数)

373
(89.4%)

132

(77.6%)

98

(96.1%)

143

(98.6%)
道 路種別

(採用 団体数/該 当団 体数)

258
(61.9%)

88
(51.8%)

79
(77.5%)

91
(62.8%)

舗装 の有無

(採用 団体数/該 当団 体数)

301

(72.2%)
114
(67.1%)

82
(80.4%)

105

(72.4%)
歩道 の有無

(採用 団体数/該 当団 体数)

293
(70.3%)

100
(58.8%)

82
(80.4%)

111
(76.6%)

道 路系統

(採用 団体数/該 当団 体数)

172

(41.2%)

63

(37.1%)

59
(57.8%)

50

(34.5%)

道 路の連続性
(採用 団体数/該 当団 体数)

324

(77.7%)

110

(64.7%)
84
(82.4%)

130
(89.7%)

カラー舗装の有無

(採用 団体数/該 当団 体数)

24

(5.8%)
5

(2.9%)

4

(3.9%)

15

(10.3%)
バ ス路線 か否か

(採用 団体数/該 当団 体数)

30
(7.2%)

11

(6.5%)

11

(10.8%)

8

(5.5%)
勾配

(採用 団体数/該 当団 体数)

62

(14.9%)

16

(9.4%)

23
(22.5%)

23

(15.9%)

※網掛 けは50%以 上

※ なお、該当団体数 とは、何 らかの街路条件 を比準項 目として採用 している団体数を指

し、4(1)集 計サ ンプル数に示す とお り人 口規模別に異なる。
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b)交 通 ・接 近 条件

商業地区の交通 ・接近条件は、「最寄 り駅への距離」を採用 してい る割合が最 も高い。

街 路条件 と比較す ると交通 ・接近条件は どこの団体 でも共通 して採用できる特定の施設

が少ない ことが原因 となって、採用割合が低 く、かつ拡散 してい ることがわかる。

しか しなが ら、 「中心地への距離」、 「大型店舗への距離」、 「商店街への距離」、 「役所

へ の距離」、 「主要 交差点への距離」等 はいずれ も市町村の 中心的 な場所を示す言葉で

あるため、「中心的な場所へ の距離」 とくくってみれ ば、採用割合も高 くなるものと考

え られ る。

交通 ・接 近条件 総計 10万 人 未満 10万 人

以上町村 市

○○ 駅へ の距離

(採用団体数/該 当団体数)

124

(30.5%)

41

(25.3%)

27

(27.0%)

56

(38.6%)

最寄 り駅への 距離
(採用団体数/該 当団体数)

231
(56.8%)

61

(37.7%)

72
(72.0%)

98
(67.6%)

中心駅への距離

(採用 団体数/該 当団 体数)

38

(9.3%)

8

(4.9%)

13

(13.0%)

17

(11.7%)

中心地への距離
(採用 団体数/該 当団 体数)

118

(29.0%)

32

(19.8%)

30

(30.0%)

56

(38.6%)

最 寄 りバス停への距離

(採用 団体数/該 当団体数)

164

(40.3%)

65

(40.1%)

54

(54.0%)

45

(31.0%)

大型店 舗へ の距離

(採用 団体数/該 当団体数)

138

(33.9%)

45

(27.8%)

45

(45.0%)

48

(33.1%)

商店街への距離

(採用 団体数/該 当団体数)

78

(19.2%)

26

(16.0%)

26

(26.0%)

26

(17.9%)

小学校へ の距離

(採用団体数/該 当団体数)

72

(17.7%)

35

(21.6%)

24

(24.0%)

13

(9.0%)

役所へ の距離

(採用 団体数/該 当団体数)

128

(31.4%)

65

(40.1%)

38

(38.0%)

25

(17.2%)

インターチェンジ へ の 距離

(採 用 団 体 数/該 当団 体 数)

18

(4.4%)

4

(2.5%)

8

(8.0%)

6

(4.1%)

主要交差点へ の距離

(採用団体数/該 当団体数)

20

(4.9%)

2

(1.2%)

4

(4.0%)

14

(9.7%)

幹線道路への距離

(採用団体数/該 当団体数)

76

(18.7%)

32

(19.8%)

19

(19.0%)

25

(17.2%)

公 園へ の距離

(採用団体数/該 当団体 数)

20

(4.9%)

8

(4.9%)

9

(9.0%)

3

(2.1%)

※網掛 けは50%以 上
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c)環 境 条件

商業地区の環境条件 は、「公共下水道の有無」を採用 してい る団体が最 も多い。以下、

人 口規模別 に見 る と若 干異なるが 「商業密度」、「都市ガ スの有無」、 「上水道の有無」等

の採用割合が高い。

人 口10万 人未満において特 に見 られ る特色であるが、商業地区の採用項 目として 「上

水道の有無」を採 用 していることは、商業地区の上水道 の普及率か ら考えてみると疑問

が ある。

環境条件 総計 10万 人 未満 10万 人

以上町村 市
上 水道 の有無

(採用 団体数/該 当団体数)

115

(30.4%)

54

(36.0%)

34

(37.0%)

27

(19.9%)

公共 下水道 の有無

(採用 団体 数/該 当団 体数)

207

(54.8%)
65

(43.3%)

64
(69.6%)

78
(57.4%)

都 市ガスの有無
(採用 団体数/該 当団体数)

130

(34.4%)

34

(22.7%)

42

(45.7%)

54

(39.7%)

商業 密度
(採用 団体数/該 当団体数)

147

(38.9%)

45

(30.0%)

40

(43.5%)

62

(45.6%)

建物 密度

(採用 団体数/該 当団体数)

57

(15.1%)

24

(16.0%)

14

(15.2%)

19

(14.0%)
アーケード の 有無

(採 用 団体 数/該 当団 体 数)

30

(7.9%)

3

(2.0%)

5

(5.4%)

22

(16.2%)

嫌 悪施 設 まで の距離

(採用 団体数/該 当団 体数)

58

(15.3%)

29

(19.3%)

13

(14.1%)

16

(11.8%)
騒音 ・振動

(採用 団体数/該 当団体数)

16

(4.2%)

6

(4.0%)

5

(5.4%)

5

(3.7%)

公 共岸壁 の整備 の状態

(採用 団体数/該 当団体数)

1
(0.3%)

0

(0.0%)

1

(1.1%)

0

(0.0%)

観光施設 の有無

(採用団体数/該 当団体数)

0

(0.0%)

0

(0.0%)

0

(0.0%)

0

(0.0%)
工 業用水の供給の状態

(採用団体数/該 当団体数)

0

(0.0%)

0

(0.0%)

0

(0.0%)

0

(0.0%)
工場排 水施設 の整備 の状態

(採用団体数/該 当団体数)

0

(0.0%)

0

(0.0%)

0

(0.0%)

0

(0.0%)

地盤

(採 用 団体数/該 当団体数)

31

(8.2%)

11

(7.3%)

11

(12.0%)

9

(6.6%)
地勢

(採用 団体数/該 当団体数)

57

(15.1%)

24

(16.0%)

17

(18.5%)

16

(11.8%)
土地 区画整理 事業 の 内外

(採用 団体数/該 当団体数)

40

(10.6%)

11

(7.3%)

15

(16.3%)

14

(10.3%)

※網掛 けは50%以 上
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d)行 政的条件

商業地区の行政的条件 は、都市計画法上の 「用途地域」を採用 してい る割合が最 も高

い。 また、容積率 も 「指定容積率」、「基準容積率」の2つ に分かれてい るため採用割合

は低 くなってい るが、容積率 としてま とめれば、総計で70%以 上 と採用割合は高くな

る。

行政的条件 総計 10万 人 未満 10万 人

以上町村 市

指 定建 ぺい率

(採用 団体数/該 当団体数)

93

(27.8%)

27

(24.8%)

27

(31.8%)

39

(27.7%)

指定容 積率

(採用 団体数/該 当団体数)

140

(41.8%)

34

(31.2%)

40

(47.1%)

66

(46.8%)
基準容 積率

(採用 団体数/該 当団体数)

95

(28.4%)

14

(12.8%)

21

(24.7%)

60

(42.6%)

用途地域

(採用 団体数/該 当団体数)

212

(63.3%)

59

(54.1%)
68

(80.0%)

85

(60.3%)

都 市計画 区域

(採用 団体数/該 当団体数)

93

(27.8%)

34

(31.2%)

23

(27.1%)

36

(25.5%)
風致地 区等

(採用 団体数/該 当団体数)

18

(5.4%)

1

(0.9%)

5

(5.9%)

12

(8.5%)

美観 地 区等

(採用 団体数/該 当団体数)

3

(0.9%)

0

(0.0%)

1

(1.2%)

2

(1.4%)

歴 史的風 土保存区域等

(採用団体数/該 当団 体数)

5

(1.5%)

0

(0.0%)

1

(1.2%)

4

(2.8%)

高度利 用地 区等

(採用団体数/該 当団 体数)

10

(3.0%)

0

(0.0%)

4

(4.7%)

6

(4.3%)

臨港地 区等

(採用 団体数/該 当団 体数)

4

(1.2%)

0

(0.0%)

2

(2.4%)

2

(1.4%)

防 音地区 ・騒音地 区等

(採用 団体数/該 当団 体数)

4

(1.2%)

2

(1.8%)

1

(1.2%)

1

(0.7%)

※網掛 けは50%以 上
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② 住宅地区

a)街 路条件

住宅地区の街路条件 は、商業地区 と同様 に、人 口規模を問わず多 くの団体が複数の項

目を採用 している。特に 「道路幅員」は総計 で99.5%と 、ほぼ全団体で採用 している。

また、「舗装の有無」、 「道路の連続性」 は85%以 上、 「道路種別」、 「歩道の有無」は70

%以 上の団体で採用 してい る。

街路条件 総計 10万 人 未満 10万 人

以 上町村 市
道 路幅員

(採用団体数/該 当団体 数)

415

(99.5%)

170

(100.0%)

100
(98.0%)

145

(100.0%)
道 路種別

(採用団体数/該 当団体 数)

306

(73.4%)

123

(72.4%)

81

(79.4%)

102

(70.3%)

舗装の有無

(採用団体数/該 当団体 数)

372

(89.2%)

159
(93.5%)

86

(84.3%)
127
(87.6%)

歩道の有無

(採用団体数/該 当団体 数)

302

(72.4%)

123

(72.4%)

78

(76.5%)

101

(69.7%)
道 路系統

(採用団体数/該 当団体 数)

213

(51.1%)

85

(50.0%)

61

(59.8%)

67

(46.2%)

道 路の連続性

(採用団体数/該 当団体 数)

366

(87.8%)

144
(84.7%)

86
(84.3%)

136

(93.8%)
カラー舗装 の有無

(採用団体数/該 当団体 数)

17
(4.1%)

5

(2.9%)

4

(3.9%)

8

(5.5%)
バス路線 か否か

(採用団体数/該 当団体数)

43
(10.3%)

16

(9.4%)

10

(9.8%)

17

(11.7%)
勾配

(採用団体数/該 当団体数)

59

(14.1%)

15

(8.8%)

22

(21.6%)

22

(15.2%)

※網掛けは50%以 上
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b)交 通 ・接近 条件

住宅地区の交通 ・接近条件 は、 「最寄 り駅への距離」 を採用 してい る団体が総計で65

%以 上、「最寄 りバス停への距離」を採用 している団体が総計で58%以 上 とい うように、

交通手段 のター ミナル地点への距離を採用 している割合が高い。

また、商業地区同様 、中心地への距離等表現方法は様 々であるが、市町村の中心的な

場所への距離を比準表 に採用 してい る団体が多いこ とが特徴的である。

交通 ・接近条件 総計 10万 人 未満 10万 人

以 上町村 市

○ ○駅へ の距離

(採用団体数/該 当団 体数)

144

(35.4%)

55

(34.0%)

31

(31.0%)

58

(40.0%)

最寄 り駅への距離

(採用団体数/該 当団 体数)

265

(65.1%)

78

(48.1%)

75

(75.0%)

112

(77.2%)

中心駅への距離
(採用団体数/該 当団体数)

34

(8.4%)

8

(4.9%)

9

(9.0%)

17

(11.7%)

中心地への距離

(採用 団体数/該 当団体数)

120

(29.5%)

43

(26.5%)

26

(26.0%)

51

(35.2%)

最寄 りバス停への距離
(採用団体数/該 当団体数)

238

(58.5%)

97

(59.9%)

66

(66.0%)

75

(51.7%)

大型 店舗への距離

(採用団体数/該 当団体数)

199

(48.9%)

80

(49.4%)

53

(53.0%)

66

(45.5%)

商店街へ の距離

(採用団体数/該 当団体数)

146

(35.9%)

54

(33.3%)

42

(42.0%)

50

(34.5%)

小 学校へ の距離

(採用団体数/該 当団体 数)

171

(42.0%)

85
(52.5%)

47

(47.0%)

39

(26.9%)

役 所へ の距離

(採用団体数/該 当団体数)

174

(42.8%)

96

(59.3%)

43

(43.0%)

35

(24.1%)

インターチェンジ へ の 距離

(採 用 団 体 数/該 当団 体 数)

27

(6.6%)

9

(5.6%)

9

(9.0%)

9

(6.2%)

主要交 差点への距離

(採用団体数/該 当団体数)

21

(5.2%)

7

(4.3%)

3

(3.0%)

11

(7.6%)

幹線道 路へ の距離

(採用 団体数/該 当団体数)

95

(23.3%)

41

(25.3%)

24

(24.0%)

30

(20.7%)

公 園へ の距離

(採用 団体数/該 当団体数)

42

(10.3%)

15

(9.3%)

15

(15.0%)

12

(8.3%)

※網掛けは50%以 上
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c)環 境条件

住宅地 区の環境条件 は、「公共下水道の有無」を採用 している団体が総計で77.0%と

高い。 また上水道 の整備 が未完成 であると思われ る町村では 「上水道 の有無」が、都市

ガ スの整備が され つつあ る市 にあたっては 「都市ガスの有無」が比準項 目とされ てい る

の が特徴的である。その他 「嫌悪施設までの距離」、「地勢」、 「建物密度」、「商業密度」

等 の採用割合が比較的高い。

環境条件 総計 10万 人 未満 10万 人

以 上町村 市
上水道 の有無

(採用団体数/該 当団体数)

159

(42.1%)

82

(54.7%)

39

(42.4%)

38

(27.9%)
公共下 水道 の有無

(採用団体数/該 当団体 数)

291

(77.0%)

100

(66.7%)

73

(79.3%)

118

(86.8%)

都 市ガスの有無

(採用 団体数/該 当団 体数)

188

(49.7%)

60

(40.0%)

51
(55.4%)

77

(56.6%)

商業密度
(採用 団体数/該 当団体数)

80

(21.2%)

32

(21.3%)

18

(19.6%)

30

(22.1%)
建物密度

(採用団体数/該 当団体数)

83

(22.0%)

40

(26.7%)

21

(22.8%)

22

(16.2%)

アーケード の有 無

(採 用 団 体 数/該 当団 体 数)

8

(2.1%)

1

(0.7%)

3

(3.3%)

4

(2.9%)

嫌 悪施 設 まで の距離

(採用団体数/該 当団体 数)

145

(38.4%)

51

(34.0%)

30

(32.6%)

64

(47.1%)

騒音 ・振動
(採用団体数/該 当団体 数)

57

(15.1%)

14

(9.3%)

15

(16.3%)

28

(20.6%)

公 共岸壁の整備 の状態

(採用 団体数/該 当団 体数)

2

(0.5%)

0

(0.0%)

1

(1.1%)

1

(0.7%)

観 光施設 の有無

(採用 団体数/該 当団体数)

1

(0.3%)

1

(0.7%)

0

(0.0%)

0

(0.0%)

工業用水 の供給の状態

(採用 団体数/該 当団体数)

0

(0.0%)

0

(0.0%)

0

(0.0%)

0

(0.0%)
工場排 水施設 の整備 の状態

(採用 団体数/該 当団体数)

1

(0.3%)

1

(0.7%)

0

(0.0%)

0

(0.0%)

地盤

(採用団体数/該 当団体数)

42

(11.1%)

16

(10.7%)

10

(10.9%)

16

(11.8%)
地勢

(採用団体数/該 当団体数)

88

(23.3%)

44

(29.3%)

21

(22.8%)

23

(16.9%)

土地区画整理 事業 の内外

(採用団体数/該 当団体数)

48

(12.7%)

15
(10.0%)

15

(16.3%)

18

(13.2%)

※網掛 けは50%以 上
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d)行 政的条件

住宅地区の行政的条件は、商業地区 と同様に、都市計画法上の 「用途地域」を採用 し

てい る割合 が高い。また、「基準容積率」 と 「指定容積率」 を容積率 とい う一つの項 目

にまとめれば、総計で60%程 度 と採用割合 も高 くなる。

行政的条件 総計 10万 人 未満 10万 人

以 上町村 市
指 定建ぺ い率

(採用 団体数/該 当団体 数)

89

(26.6%)
27

(24.8%)

25

(29.4%)

37

(26.2%)
指定容積率

(採用団体数/該 当団体数)

125

(37.3%)

34

(31.2%)

37

(43.5%)

54

(38.3%)

基準容積率

(採用団体数/該 当団体 数)

75

(22.4%)

13

(11.9%)

18

(21.2%)

44

(31.2%)
用途 地域

(採用団体数/該 当団 体数)

203

(60.6%)

57
(52.3%)

66

(77.6%)

80
(56.7%)

都 市計 画区域

(採用団体数/該 当団体数)

91

(27.2%)

34

(31.2%)

22

(25.9%)

35

(24.8%)
風致地 区等

(採用団体数/該 当団体数)

17

(5.1%)

1
(0.9%)

5

(5.9%)

11

(7.8%)

美観地 区等

(採用団体数/該 当団体数)

3

(0.9%)

0

(0.0%)

1

(1.2%)

2

(1.4%)

歴 史的風土保存 区域等

(採用団体数/該 当団体数)

5

(1.5%)

0

(0.0%)

1

(1.2%)

4

(2.8%)

高度利用地 区等

(採用団体数/該 当団体数)

6

(1.8%)

0

(0.0%)

4

(4.7%)

2

(1.4%)
臨港地 区等

(採用 団体数/該 当団体数)

4

(1.2%)

0

(0.0%)

2

(2.4%)

2

(1.4%)

防音地区 ・騒音地 区等

(採用 団体数/該 当団体数)

4

(1.2%)

2

(1.8%)

1

(1.2%)

1

(0.7%)

※網掛 けは50%以 上
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③ 工業地区

a)街 路条件

工業地 区の街路条件は商業地 区、住宅地区 と比較す ると採用割合は若干低 くなるが、

他の条件 に比較す ると比準項 目として採用 されてい る数 は多い。工業地区も 「道路幅員」

を採用 している団体が、他の条件 を含めて唯一総計 で70%以 上 と採用割合は高い。そ

の他、「道路の連続性」、 「舗装の有無」 も60%程 度の団体で採用 されてい る。

街路条件 総計 10万 人 未満 10万 人

以 上町村 市
道路幅員

(採用 団体数/該 当団体数)

295

(70.7%)

101

(59.4%)

65

(63.7%)

129
(89.0%)

道路種別

(採用 団体数/該 当団体数)

208
(49.9%)

70

(41.2%)

51
(50.0%)

87
(60.0%)

舗装 の有無

(採用 団体数/該 当団体数)

247

(59.2%)
92

(54.1%)

55
(53.9%)

100

(69.0%)
歩道 の有無

(採用 団体数/該 当団体数)

185

(44.4%)

64

(37.6%)

42

(41.2%)

79

(54.5%)
道路系統

(採用 団体数/該 当団 体数)

133

(31.9%)

48

(28.2%)

37

(36.3%)

48

(33.1%)
道路の連続性
(採用 団体数/該 当団 体数)

255
(61.2%)

85
(50.0%)

55
(53.9%)

115
(79.3%)

カラー舗装 の有無

(採用 団体数/該 当団 体数)

13

(3.1%)

3

(1.8%)

3

(2.9%)
7

(4.8%)
バ ス路線 か否か

(採用 団体数/該 当団 体数)

20

(4.8%)

6

(3.5%)

5

(4.9%)

9

(6.2%)
勾配

(採用 団体数/該 当団 体数)

43

(10.3%)

10

(5.9%)

16

(15.7%)

17
(11.7%)

※網掛 けは50%以 上
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b)交 通 ・接近条件

工業地 区の交通 ・接近条件は、総計で50%を 超える比準項 目がない。 これは、一般

的 に工業地区は駅か ら遠 い場所にあること、中心的な場所への距離 にあたっても商業地

区、住宅地区ほ ど重要視 されないこと等が理 由として考 えられ る。

一方
、採 用割合 自体はそれほ ど高くないが、 「イ ンターチェンジへの距離」、「幹線道

路への距離」が、商業地区、住宅地区に比べて比準項 目としてい る割合が高 くなってい

る ことが特徴的である。

交通 ・接 近条件 総計 10万 人 未満 10万 人

以上町村 市

○○駅への距離

(採用団体数/該 当団 体数)

89

(21.9%)

31

(19.1%)

16

(16.0%)

42

(29.0%)

最寄 り駅へ の距離

(採用団体数/該 当団体数)

182

(44.7%)

48

(29.6%)

42

(42.0%)

92

(63.4%)

中心駅への距離
(採用 団体数/該 当団体数)

27

(6.6%)

7

(4.3%)

7

(7.0%)

13

(9.0%)

中心地へ の距離

(採用団体数/該 当団体数)

70

(17.2%)

25

(15.4%)

14

(14.0%)

31

(21.4%)

最 寄 りバス停へ の距離
(採用団体数/該 当団体数)

135

(33.2%)

51

(31.5%)

36

(36.0%)

48

(33.1%)

大型 店舗への距離

(採用団体数/該 当団体数)

69

(17.0%)

26

(16.0%)

18

(18.0%)

25

(17.2%)

商店街へ の距離

(採用団体数/該 当団体数)

54

(13.3%)

18

(11.1%)

16

(16.0%)

20

(13.8%)

小学校へ の距離

(採用団体数/該 当団体 数)

63

(15.5%)

32

(19.8%)

15

(15.0%)

16

(11.0%)

役 所へ の距離

(採用団体数/該 当団体 数)

73

(17.9%)

36

(22.2%)

21

(21.0%)

16

(11.0%)

インターチェンジ へ の 距離

(採 用 団 体 数/該 当団 体 数)

54

(13.3%)

11

(6.8%)

13

(13.0%)

30

(20.7%)

主要交 差点へ の距離

(採用団体数/該 当団体数)

9

(2.2%)

2

(1.2%)

2

(2.0%)

5

(3.4%)

幹線道 路へ の距離
(採用団体数/該 当団体数)

111

(27.3%)

39

(24.1%)

24

(24.0%)

48

(33.1%)
公 園へ の距離

(採用団体数/該 当団体数)

12

(2.9%)

3

(1.9%)

6

(6.0%)

3

(2.1%)

※網掛 けは50%以 上
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c)環 境 条件

工業地 区の環境 条件 は、「公共 下水道 の有無」の採用割合 が、商業地 区、住宅地区 と

同様 に高 く、以下 「都市ガスの有無」、「上水道の有無」、「地勢」、「嫌悪施設 までの距離」

の順で採用割合が高 くなってい る。なお、工業地区で 「嫌悪施設までの距離」が採用 さ

れ 、採 用割合が高いことはやや違和感がある。

環境条件 総計 10万 人 未満 10万 人

以上町村 市
上 水道 の有無

(採用 団体数/該 当団 体数)

96
(25.4%)

45
(30.0%)

23
(25.0%)

28
(20.6%)

公共 下水道の有無

(採用団体数/該 当団体数)

197
(52.1%)

58
(38.7%)

42
(45.7%)

97
(71.3%)

都 市ガスの有無

(採用団体数/該 当団体数)

116
(30.7%)

34
(22.7%)

27
(29.3%)

55
(40.4%)

商業密度

(採用団体数/該 当団体数)

25
(6.6%)

9
(6.0%)

3
(3.3%)

13
(9.6%)

建物密度

(採用団体数/該 当団体数)

35
(9.3%)

16
(10.7%)

6
(6.5%)

13
(9.6%)

アーケードの 有 無

(採 用 団 体 数/該 当団 体 数)

3
(0.8%)

1
(0.7%)

1
(1.1%)

1
(0.7%)

嫌悪施設 までの距離

(採用団体数/該 当団体数)

49
(13.0%)

22
(14.7%)

7
(7.6%)

20
(14.7%)

騒音 ・振動

(採用団体数/該 当団体数)

17

(4.5%)
3
(2.0%)

4
(4.3%)

10
(7.4%)

公 共岸壁 の整備 の状態

(採用団体数/該 当団体数)
3
(0.8%)

1
(0.7%)

1
(1.1%)

1
(0.7%)

観 光施設 の有無

(採用団体数/該 当団体数)

1
(0.3%)

1
(0.7%)

0
(0.0%)

0
(0.0%)

工業用水 の供給 の状態

(採用 団体数/該 当団 体数)

14
(3.7%)

7
(4.7%)

2
(2.2%)

5
(3.7%)

工場排 水施設 の整備 の状態

(採用 団体数/該 当団 体数)

12
(3.2%)

8
(5.3%)

2
(2.2%)

2
(1.5%)

地盤

(採用団体数/該 当団 体数)

30

(7.9%)

8
(5.3%)

7
(7.6%)

15
(11.0%)

地勢

(採用団体数/該 当団体 数)

60
(15.9%)

26
(17.3%)

14
(15.2%)

20
(14.7%)

土地 区画整理 事業 の内外

(採用団体数/該 当団体数)

22
(5.8%)

6
(4.0%)

6
(6.5%)

10
(7.4%)

※網掛 けは50%以 上
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d)行 政的条件

工業地 区の行政的条件 は、総計で50%を 超 える比準項 目がない。商業地 区、住宅地

区 と同様、都市計画法上の 「用途地域」を採用 している割合が高いが、全体的に採用割

合 が低いことか ら、各 団体の採用項 目が少数かつ拡散 してい ることがわかる。

行政的条件 総計 10万 人 未満

町村 市

10万 人

以 上

指 定建ぺ い率

(採用団体数/該 当団体 数)

65

(19.4%)

16

(14.7%)

15

(17.6%)

34

(24.1%)

指定容積率

(採用団体数/該 当団 体数)

84

(25.1%)

21

(19.3%)

23

(27.1%)

40

(28.4%)

基準容積率
(採用団体数/該 当団 体数)

46

(13.7%)

8

(7.3%)

8

(9.4%)

30

(21.3%)

用途 地域

(採用団体数/該 当団体数)

142

(42.4%)

36

(33.0%)

32

(37.6%)
74
(52.5%)

都 市計 画区域

(採用 団体数/該 当団体数)

66

(19.7%)

20

(18.3%)

15

(17.6%)

31

(22.0%)

風致地 区等

(採用 団体数/該 当団体数)

10

(3.0%)

1

(0.9%)

1

(1.2%)

8

(5.7%)

美観 地区等

(採用 団体数/該 当団体 数)

1

(0.3%)

0

(0.0%)

0

(0.0%)

1

(0.7%)

歴 史的風 土保存区域等

(採用団体数/該 当団 体数)

2

(0.6%)

0

(0.0%)

0

(0.0%)

2

(1.4%)

高度利用地 区等

(採用団体数/該 当団 体数)

4

(1.2%)

0

(0.0%)

3

(3.5%)

1

(0.7%)

臨港地 区等

(採用団体数/該 当団体数)

2

(0.6%)

0

(0.0%)

0

(0.0%)

2

(1.4%)

防音地区 ・騒音地 区等

(採用団体数/該 当団体数)

2

(0.6%)

1

(0.9%)

0

(0.0%)

1

(0.7%)

※網掛 けは50%以 上
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④ 全ての用途地区で同じ比準表

特殊なケースであるが、全ての用途地区を同 じ比準表で比準 している団体 が37団 体

(全体の8.8%)見 受け られた。全て同 じ比準表を採用 してい る団体の規模 は10万 人

未満 が31団 体、10万 人以上が6団 体 と比較的小 さな市町村であるこ とがわかる。

この場合 において も商業地 区、住宅地 区、工業地区同様 に採用状況を集計 した。ただ

し、対象団体数 が37団 体 と少 ないので、人 口規模別 に区分せず総計のみの表示 とす る。

a)街 路条件

街 路 条件 は、 「道 路 幅 員」 が100%、 「舗 装 の有 無」、 「道路 の連 続性 」が94.6%、 「道

路 種別 」、 「歩道 の有無 」 が78.4%と それ ぞれ採 用 して い る割 合 が 高 い こ とが特 徴 であ

る。

街路条件

道路 幅員

(採用団体数/該 当団体数)

道路 種別

(採用団体数/該 当団体数)

舗装 の有無

(採用団体数/該 当団体数)

歩道 の有無

(採用団体 数/該 当団体数)

道路 系統

(採用団体 数/該 当団体数)

道路の連続性
(採用団体 数/該 当団体数)

カラー舗装の有無

(採用団体数/該 当団体数)
バス路線 か否か

(採用団体 数/該 当団体数)

勾配

(採用団体数/該 当団体数)

総計

37
(100.0%)
29

(78.4%)
35

(94.6%)
29
(78.4%)
16

(43.2%)
35

(94.6%)

1

(2.7%)
6

(16.2%)

9

(24.3%)

※網掛けは50%以 上
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b)交 通 ・接 近 条件

交通 ・接近条件は、「最寄 りバス停への距離」を採用 してい る団体が60%以 上 と高い。

これは、人 口の少ない市町村にあっての主要な交通手段がバスであることが理 由の一つ

であると考 えられ る。

その他、 「最寄 り駅への距離 」等 中心的 な場所への距離 も採用項 目とされている割合

は高い。

交通 ・接近 条件

○○駅へ の距離

(採用団体数/該 当団体数)

最 寄 り駅への距離

(採用団体数/該 当団体数)

中心駅への距離

(採用団体数/該 当団 体数)

中心 地へ の距離

(採用団体数/該 当団体数)

最 寄 りバス停へ の距離
(採用団体数/該 当団体数)

大型 店舗へ の距離

(採用団体数/該 当団体数)

商 店街へ の距離

(採用団体数/該 当団体数)

小学校への距離

(採用 団体数/該 当団体数)

役 所への距離

(採用団体数/該 当団体数)
インターチェンジ へ の 距離

(採 用 団体 数/該 当団 体 数)

主要 交差点への距離

(採用団体数/該 当団 体数)

幹線道 路へ の距離
(採用団体数/該 当団体数)

公 園への距離

(採用団体数/該 当団体数)

総計

18

(48.6%)
17

(45.9%)
5

(13.5%)
8

(21.6%)
23
(62.2%)
16

(43.2%)
10

(27.0%)
13

(35.1%)
17

(45.9%)
1

(2.7%)
1

(2.7%)
8

(21.6%)
2

(5.4%)

※網掛けは50%以 上
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c)環 境 条件

環境条件 は、 「公共下水道の有無」を採 用 してい る団体が50%以 上である。全体的な

採 用割合が低い ことか ら、各団体の採用項 目が少数 かつ拡散 していることがわかる。

環境条件 総計

上 水道 の有無

(採用団体数/該 当団体数)

12

(32.4%)
公 共下水道の有無

(採用団体数/該 当団体数)

19

(51.4%)

都 市ガスの有無
(採用 団体数/該 当団体数)

7

(18.9%)

商業密度

(採用団体数/該 当団体数)

6

(16.2%)
建物密度

(採用団体 数/該 当団体数)

7

(18.9%)
アーケード の 有 無

(採 用 団 体 数/該 当団 体数)

0

(0.0%)
嫌悪施設 までの距離

(採用団体数/該 当団 体数)

9

(24.3%)
騒音 ・振動

(採用団体数/該 当団体数)

1

(2.7%)
公 共岸壁 の整備 の状態

(採用団体数/該 当団体数)

0

(0.0%)

観 光施設の 有無

(採用 団体数/該 当団体数)

0

(0.0%)
工業用水 の供給の状態

(採用 団体数/該 当団体数)

0

(0.0%)
工場 排水施 設の整備 の状態

(採用 団体数/該 当団体数)

0

(0.0%)
地盤

(採用団体数/該 当団体数)

2

(5.4%)

地勢

(採 用団体 数/該 当団体数)

3

(8.1%)
土地 区画整 理事業 の内外

(採用団体 数/該 当団体数)

8

(21.6%)

※網掛 けは50%以 上
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d)行 政的条件

行政的条件 は、都市計画法上の 「用途地域」が50%以 上の団体で採用 されている。

採 用割合が低い ことか ら、各団体の採用項 目が少数かつ拡散 していることがわか る。

行政的条件 総計

指 定建ぺ い率

(採用団体数/該 当団体数)

6

(16.2%)
指定容積率

(採用団体数/該 当団体数)

9

(24.3%)
基準容積率

(採用団体数/該 当団体数)

4

(10.8%)
用途地域

(採用団体数/該 当団体数)

19
(51.4%)

都 市計画 区域
(採用団体数/該 当団体数)

14

(37.8%)
風致地 区等

(採用団体数/該 当団体数)

2

(5.4%)
美観地 区等

(採用団体数/該 当団体数)

1

(2.7%)

歴 史的風 土保存 区域等

(採用 団体数/該 当団 体数)

0

(0.0%)
高度利用地 区等

(採用 団体数/該 当団 体数)

1

(2.7%)

臨港 地区等

(採用 団体数/該 当団体数)

0

(0.0%)
防音地区 ・騒音 地区等

(採用 団体数/該 当団 体数)

0

(0.0%)

※網掛 けは50%以 上
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(3)比 準項 目数集計結果

各団体が価格形成要因(街 路条件、交通 ・接近条件、環境条件 、行政的条件)を どの

くらい比準項 目として採用 してい るかを、人 口規模別 に商業地 区、住宅地区、工業地区、

全 て同じ比準表の順に集計 した。

なお、人 口10万 人未満にあっては比準項 目数 ごとの採用団体の価格差割合別の内訳

を、人 口10万 人以上にあっては路線本数別の内訳を棒 グラフの 中に表示 した。

① 商業地 区

a)街 路条件

商業地 区の街路条件 の標準的な比準項 目数 は、下図か ら人 口10万 人未満では、4～6

項 目程度、人 口10万 人以上では3～6項 目程度である と考えられ る。

街 路 条件(価 格 差割 合:人 口10万 人 未満)

団

体

数

80

70

60

50

40

30

20

10

0
比 準項 目な し 2個 4個

比 準項 目数

6個

10倍 以上

10倍 未満

5倍 未満

2倍 未満

街 路 条件(路 線 本 数:人 口10万 人以 上)

団

体

数

45

40

35

30

25

20

15

10

5

0
比準項 目なし 2個 4個

比準 項 目数

6個

1000本 以 上

1000本 未 満

500本 未満

100本 未満
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b)交 通 ・接近条件

商業地区の交通 ・接近条件の標 準的な比準項 目数 は、下図か ら人口10万 人未満では、1

～6項 目程度、人 口10万 人以上では1～5項 目程度 であると考 えられ る。

交通 ・接 近条 件(価 格 差 割 合:人 口10万 人 未満)

団

体

数

45

40

35

30

25

20

15

10

5

0
比 準項 目な し 3個 6個 9個

比準項 目数

10倍 以 上

10倍 未 満

5倍 未 満

2倍 未満

交 通 ・接 近 条 件(路 線 本 数:人 口10万 人 以 上)

団

体

数

35

30

25

20

15

10

5

0
比準項 目な し 6個

比 準 項 目数

9個

1000本 以上

1000本 未満

500本 未 満

100本 未 満
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c)環 境条件

商業地 区の環境条件 の標準的な比準項 目数 は、下図か ら人 口10万 人未満 、人 口10万

人以上 ともに1～4項 目程度又 は比準項 目(比 準表)な しであると考 えられ る。

環境 条件(価 格差割合:人 口10万 人未満)

団

体

数

45

40

35

30

25

20

15

10

5

0
比準項 目な し 3個 6個 9個

比準項 目数

10倍 以 上

10倍 未 満

5倍 未 満

2倍 未 満

環 境 条 件(路 線本 数:人 口10万 人 以 上)

団

体

数

35

30

25

20

15

10

5

0
比 準項 目な し 2個 4個 6個 8個 10個

比準項 目数

1000本 以 上

1000本 未 満

500本 未 満

100本 未 満
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d)行 政的条件

商業地 区の行政的条件の標準的 な比準項 目数 は、下図から人 口10万 人未満では、1
～2項 目程度又 は比準項 目(比 準表)な し

、人 口10万 人以上では1～3項 目程度であ

ると考 えられ る。

行政的条件(価 格差割合:人 口10万 人未満)

団

体

数

60

50

40

30

20

10

0
比準項 目な し 2個 4個

比 準項 目数

6個

10倍 以上

10倍 未 満

5倍 未満

2倍 未満

行 政 的 条件(路 線 本 数:人 口10万 人 以 上)

団

体

数

50

45

40

35

30

25

20

15

10

5

0
2個 4個 6個

比準項 目数

1000本 以 上

1000本 未 満

500本 未 満

100本 未 満
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② 住宅地区

a)街 路条件

住宅地 区の街路条件 の標準的な比準項 目数は、下図か ら人 口10万 人未満 、人 口10万

人以上 ともに4～6項 目程度で あると考え られ る。

街 路条件(価 格差 割合:人 口10万 人未満)

団

体

数

90

80

70

60

50

40

30

20

10

0
比準項 目な し 3個 5個

比 準項 目数

7個

10倍 以 上

10倍 未 満

5倍 未満

2倍 未満

街 路条件(路 線 本数:人 口10万 人以 上)

団

体

数

50

45

40

35

30

25

20

15

10

5

0
比準項目な し 3個 5個

比 準項 目数

7個

10000本 以 上

10000本 未 満

5000本 未 満

3000本 未 満
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b)交 通 ・接近条件

住宅地区の交通 ・接近条件の標準的な比準項 目数は、下図か ら人 口10万 人未満では2

～7項 目程度、人 口10万 人以上では1～6項 目程度であると考え られ る。

交通 ・接 近 条 件(価 格 差 割 合:人 口10万 人 未 満)

団

体

数

50

45

40

35

25

20

15

10

5

0
比準項目なし 2個 4個6個

比 準 項 目数

8個 12個

10倍 以 上

10倍 未 満

5倍 未 満

2倍 未 満

交通 ・接 近 条 件(路 線 本 数:人 口10万 人 以 上)

団

体

数

25

20

15

10

0
比準 項 目な し 2個 4個 6個 8個

10000本 以 上

10000本 未 満

5000本 未 満

3000本 未満

比準 項 目数
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c)環 境条件

住宅地 区の環境条件の標準的な比準項 目数は、下図か ら人 口10万 人未満、人 口10万

人以上 ともに1～5項 目程度又は比準項 目(比 準表)な しであると考 えられ る。

環境条件(価 格差割合:人 口10万 人未満)

団

体
数

50

45

40

35

30

25

20

15

10

5

0
比準項 目な し 2個 6個4個 8個

10倍 以上

10倍 未満

5倍 未 満

2倍 未満

比準項 目数

環境 条件(路 線 本 数:人 口10万 人 以 上)

団

体

数

35

30

25

20

15

10

5

0
比準項 目なし 2個 4個 6個 8個

10000本 以 上

10000本 未 満

5000本 未 満

3000本 未 満

比準項 目数
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d)行 政的条件

住宅地区の行政的条件の標準的な比準項 目数 は、下図から人 口10万 人未満では、1

～2項 目程度又 は比準項 目(比 準表)な し、人 口10万 人以上では1～3項 目程度であ

ると考 えられ る。

行政 的 条件(価 格 差 割合:人 口10万 人未 満)

団

体

数

80

70

60

50

40

30

20

10

0
比準項 目な し 2個 4個 10個

10倍 以上

10倍 未 満

5倍 未満

2倍 未 満

比準項 目数

行 政的 条 件(路 線 本 数:人 口10万 人以 上)

団

体

数

45

40

35

30

25

20

15

10

5

0
比準項 目な し 2個 4個 6個

比準項 目数

10000本 以 上

10000本 未 満

5000本 未 満

3000本 未 満
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③ 工業地 区

a)街 路条件

工業地区の街路条件の標準的な比準項 目数は、下図か ら人 口10万 人未満 、人 口10万

人以上 ともに3～6項 目程度である と考え られ る。

街路条件(価 格差割合:人 口10万 人未満)

団

体

数

40

35

30

25

20

15

10

5

0
比 準項 目なし 2個 4個 6個

比準項 目数

10倍 未 満

5倍 未 満

2倍 未 満

街 路 条件(路 線 本 数:人 口10万 人以 上)

団

体

数

35

30

25

20

15

10

5

0
比準項 目な し 2個 4個

比準項 目数

6個

1000本 以 上

1000本 未 満

500本 未 満

100本 未 満
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b)交 通 ・接近条件

工業地区の交通 ・接近条件の標準的な比準項 目数は、下図から人 口10万 人未満、人

口10万 人以上 ともに1～4項 目程度であると考えられ る。

交 通 ・接 近 条 件(価 格 差 割 合:人 口10万 人 未 満)

団

体

数

30

25

20

15

10

5

0
比 準項 目な し 2個 4個 6個 8個

比準項 目数

10倍 未満

5倍未満

2倍未満

交 通 ・接 近 条件(路 線 本 数:人 口10万 人 未 満)

団

体

数

30

25

20

15

10

5

0
比 準項 目なし 2個 4個 6個 8個

比準項 目数

1000本 以 上

1000本 未 満

500本 未 満

100本 未 満
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c)環 境条件

工業地区の環境条件の標準的な比準項 目数は、下図 か ら人口10万 人未満、人 口10万

人以上 ともに1～3項 目程度又は比準項 目(比 準表)な しであると考えられ る。

環境条件(価 格差割合:人 口10万 人未満)

団

体

数

25

20

15

10

5

0
比 準項 目な し 2個 4個 6個 8個

比準項 目数

10倍 未満

5倍 未満

2倍 未満

環 境 条 件(路 線本 数:人 口10万 人 以上)

団

体

数

35

30

25

20

15

10

5

0
比 準 項 目な し 2個 4個 6個 8個

比準項 目数

1000本 以上

1000本 未 満

500本 未満

100本 未満
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d)行 政的条件

工業地 区の行政的条件の標準的な比準項 目数 は、下図か ら人 口10方 人未満 では1～2

項 目又は比準項 目(比 準表)な し、人 口10万 人以上では1～3項 目程度又は比準項 目

(比準表)な しであると考 えられ る。

行政的条件(価 格差割合:人 口10万 人未満)

団

体

数

45

40

35

30

25

20

15

10

5

0
比準項 目なし 2個 4個

比準項 目数

10倍 未満

5倍未満

2倍未満

行政 的条件(路 線本数:人 口10万 人以上)

団

体

数

40

35

30

25

20

15

10

5

0
比準 項 目なし 2個 4個 6個

比準項 目数

1000本 以 上

1000本 未満

500本 未 満

100本 未 満
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④ 全て同 じ比準表

a)街 路条件

全て同 じ比準表 の場合 の街路条件の標準的な比準項 目数は、下図か ら人 口10万 人未

満 では4～5項 目、人 口10万 人以上では5～6項 目程度であると考 えられ る。

街 路 条件(路 線 本 数:人 口10万 人 未満)

団

体

数

12

10

8

6

4

2

0
3個 4個 5個 6個 7個 8個

比準項 目数

3000本 以 上

3000本 未 満

1000本 未 満

500本 未満

街路条件(路 線本数:人 口10万 人以上)

団
体

数

4

3.5

3

2.5

2

1.5

1

0.5

0
3個 4個 5個 6個 7個 8個

比準項 目数

3000本 以 上
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b)交 通 ・接近条件

全て同 じ比準表 の場合 の交通 ・接近条件 の標準的な比準項 目数は、下図か ら人 口10

万人未満では2項 目又は比準項 目(比 準表)な し、人 口10万 人以上では4項 目程度で

あ ると考え られ る。

交 通 ・接 近 条件(路 線 本 数:人 口10万 人未 満)

団

体

数

9

8

7

6

5

4

3

2

1

0
比準項 目な し 2個 4個 6個 8個

比準項 目数

3000本 以 上

3000本 未 満

1000本 未 満

500本 未 満

交通 ・接 近 条 件(路 線 本 数:人 口10万 人 以 上)

団

体

数

2

1.8

1.6

1.4

1.2

1

0.8

0.6

0.4

0.2

0
2個 3個 4個 5個 6個

比準 項 目数

3,000本 以 上
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c)環 境条件

全て同 じ比準表の場合 の環境条件の標準的な比比準項 目数は、下図か ら人 口10万 人未

満 では1項 目又は比準項 目(比 準表)な し、人 口10万 人以上では比準項 目(比 準表)

な しであると考 え られ る。

環 境 条件(路 線 本 数:人 口10万 人未 満)

団

体

数

10

9

8

7

6

5

4

3

2

1

0
比 準項 目なし 2個 4個 6個

比準項 目数

3000本 以 上

3000本 未 満

1000本 未 満

500本 未 満

団

体

数

3

2.5

2

1.5

1

0.5

0

比準項 目な し 2個 4個 6個

比準項 目数

3000本 以上
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d)行 政的条件

全て同 じ比準表 の場合の行政的条件の標準的な比比準項 目数は、下図から人 口10万 人

未満、人 口10万 人以上 ともに比準項 目(比 準表)な しで ある と考えられ る。

行政的条件(最 高価格/最 低価格:人 口10万 人未満)

団

体

数

16

14

12

10

8

6

4

2

0
比 準 項 目な し 1個 2個 3個

比準項 目数

3000本 以上

3000本 未 満

1000本 未 満

500本 未 満

行 政 的 条 件(路 線 本 数:人 口10万 人以 上)

団

体

数

2

1.8

1.6

1.4

1.2

1

0.8

0.6

0.4

0.2

0
比準項 目な し 2個 4個

比準項 目数

3000本 以 上
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(4)標 準的な比準項 目

4(2)人 口規模 別価格形成要因の採用状況及 び4(3)比 準項 目数集 計結果のま とめ とし

て、人 口規模別の標準的な比準項 目一覧表 を作成 した。印は ウエイ トが高い順に◎、○、

□ 、 △ 、 × とな っ て い る。

商業地区 住宅地区 工業 地区

価格形成要因
10万人

未満

10万 人

未 満

10万 人

以上

10万人

未満

10万 人

未満

10万 人

以上

10万人

未満

10万人

未満

10万 人

以上

比準
表
一 つ町村 市 町村 市 町村 市

街

路

条

件

道路幅員 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎. ◎ □ ○ ◎ ◎

道路種別 □ ◎ ○ ◎ ◎ ◎ △ □ ○ ◎

舗装の有無 ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ □ □ ○ ◎

歩道の有無 □ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ × △ □ ◎

道路系統 × □ × □ □ △ × × △

道路の連続性 ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ □ □ ◎ ◎

○○駅への距離 × × × △ △

交

通

・

接

近

条

件

最寄駅への距離 × ◎ ○ △ ◎ ◎ △ ○ △

中心地への距離 × × ×

最寄バス停への距離 ○ □ × □ ○ □ × × × ○

大型店舗への距離 △ × △ □ △ △

商店街への距離 × △ ×

小学校への距離 □ △

役所への距離 △ × □ △ △

幹線道路への距離 ×

環

境

条

件

上水道の有無 × × □ △ ×

公共下水道の有無 △ ○ □ ○ ◎ ◎ × △ ◎ □

都市ガスの有無 △ × △ □ □ △

商業密度 × △ △

嫌悪施設までの距離 × × △

行

政

的

条

件

指定建ぺい率 ×

指定容積率 × △ △ × △ ×

基準容積率 △ ×

用途地域 □ ◎ ○ □ ◎ □ × × □ □

都市計画区域 × ×

◎
○
□
△
×

無印

70%以 上

60%以 上

50%以 上

40%以 上

30%以 上

30%未 満

(注)容 積 率 は指 定容積 率 と基 準容積率 にわ かれて い るた め、印 の ウエイ トは低 い が、両者 を

合 わせ て容積 率で ま とめ る と、 商業地 区の町 村は△ 、10万 人未満 の 市 と10万 人以上

は ◎、 住宅地 区の町 村は△ 、10万 人未 満の 市 と10万 人以 上 は○ 、 工業 地 区の10万

人未 満 の市 は ×、10万 人 以上 は△、比 準表1つ で は ×とな ってウエ イ トは 高くな る。
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(5)価 格形成要因の追加項 目集計結果

価格形成要因の項 目で、指定 した比準項 目以外では、街路条件である勾配 を採用 して

いる団体が最も多かった(勾 配は4(2)人 口規模別価格形成要因の採用状況に集計 して

記 載)。

しか し、その他の条件はすべて全体の10%程 度以下 と採用 してい る頻度は低い。

また、同 じ様 な意味 を持つであろ う項 目(例 えば、街路条件 では電力 ・電話線の地中

化 、街 区の新旧 ・美観、街路の整然性、交通 ・接近条件 では中心的な場所 とい う意味で

郵便局への距離、スーパー ・コン ビニへの距離、NTTへ の距離、環境条件では、繁華

性 の程度、商況、顧客の通行量等、行政的条件では、容積率 とい う意味か ら実効容積率

等)も 多数 あ り、各団体によって比準表項 目名称が自由につけ られてい ることがわか る。

その他では、地域独特の項 目(例 えば、街路条件 にある除雪の状況等)も 見受 けられ

た。

今回は、価格形成要因の追加項 目を参考資料 として報告の最後に一覧表の形 で掲載す

る こ と と した。
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5商 業地区道路幅員の集計結果

アンケー ト調査票の参考資料 として、添付 された普通商業地区の道路幅員 の比準表に

ついて集計 を試み た。

道路幅員 は連続量であるため、マ トリックス型の比準表 を適用す るには幅員をカテ ゴ

リ化す ることが必要 とな る。そ こで、以下の ように集計項 目を区分 した。

・最小道路幅員

・最大道路幅員

・ランク数

・最大格差率

下表の例 の様 な商業地区の比準表においては、最小道路幅員 は2m未 満、最大道路幅

員は12m以 上、 ランク数は7、 最大格差率 は12%と な る。

その他路線
2m

未満

4m

未満

6m

未満

8m

未満

10m

未 満

12m

未満

12m

以上

主要路線 1 2 3 4 5 6 7

2m未 満 1 0 +2 +4 +6 +8 +10

4m未 満 2 -1 0 +2 +4 +6 +8 +10

6m未 満 3 -3 0 +2 +4 +6 +8

8m未 満 4 -5 -3 -1 0 +2 +4 +6

10m未 満 5 -7 -5 -3 -1 0 +2 +4

12m未 満 6 -9 -7 -5 -3 -1 0 +2

12m以 上 7 -9 -7 -5 -3 0
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(1)最 小道路幅員、最大道路幅員集計結果

最 小道 路 幅 員 は 下表 で示 す とお り、0～2m未 満 と して い る団体 が最 も多 く全体 の

36.7%を 占めてい る。 つ い で、0～1m未 満 が21.5%、0～4m未 満 が10 .9%の 順 で多

く、全 体 の約70%の 団体 が上記3区 分 の うちの どれ か を採用 してい る。

ま た、最 大道 路 幅員 は12m以 上 としてい る団 体が 最 も多 く23.8%、 つい で 、20m以

上 と して い る団体 が14.5%で あ る。最 大道 路 幅 員 は、団 体 に よって バ ラツ キが 大 きい。

最小道路幅員 割合 団体数

0～0.2m未 満 0.4% 1

0～0.5m未 満 2.3% 6

0～0.8m未 満 1.2% 3

0～0.9m未 満 0.8% 2

0～1m未 満 21.5% 55

0～1.5m未 満 2.7% 7

0～1.8m未 満 5.9% 15

0～2m未 満 36.7% 94

0～2.4m未 満 0.8% 2

0～2.5m未 満 2.7% 7

0～2.6m未 満 0.4% 1

0～2.7m未 満 0.4% 1

0～3m未 満 8.2% 21

0～4m未 満 10.9% 28

0～5m未 満 0.8% 2

0～6m未 満 2.7% 7

0～6.5m未 満 0.4% 1

0～8m未 満 0.4% 1

0～9m未 満 0.4% 1

0～10m未 満 0.4% 1

総計 100.0% 256

最大道路幅員 割合 団体数

6m以 上 0.8% 2

8m以 上 5.1% 13

9m以 上 2.3% 6

9.5m以 上 1.2% 3

9.6m以 上 1.6% 4

10m以 上 9.0% 23

10.5m以 上 1.2% 3

12m以 上 23.8% 61

12.5m以 上 1.2% 3

12.6m以 上 0.4% 1

14m以 上 1.2% 3

14.8m以 上 0.8% 2

15m以 上 5.9% 15

15.3m以 上 0.4% 1

16m以 上 7.4% 19

17m以 上 0.4% 1

18m以 上 5.5% 14

19m以 上 0.4% 1

19.5m以 上 0.4% 1

14.5% 37

21m以 上 0.4% 1

22m以 上 0.8% 2

24m以 上 3.9% 10

25m以 上 3.1% 8

26m以 上 0.4% 1

30m以 上 4.7% 12

32m以 上 0.4% 1

33m以 上 0.4% 1

40m以 上 2.0% 5

50m以 上 0.8% 2

総計 100.0% 256

※網掛 けは10%以 上
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(2)最 小道路幅員と最大道路幅員のクロス集計結果

最小道路幅員、最大道路幅員 をカテ ゴ リ分 け して、クロス集計を行った。

最大道路幅員が大きければ大 きいほ ど、最小道路幅員 が小 さければ小 さいほど最大道

路幅員 と最小道路幅員 の幅が大きくなるので、 ランク数 、最大格差の値 も大きくなるこ

とがわかる。

最大道 路幅員

最小道路幅員

6m以 上

～

12m以 上

12.5m以 上

～

16m以 上

17m以 上

～

20m以 上

21m以 上

～

50m以 上

団体数

0～0.2未 満

～

0～1m未 満

団体数 36 15 10 6 67

平均:ラ ンク数

最大値:ラ ンク数
最小値:ラ ンク数

12.4

49

6

14.3

35

9

12.2

22

7

15.8

26

9

13.1

49

6

平均:最 大格 差率

最大値:最 大格差率
最小値:最 大格差率

30.8

63

10

34.8

54,3

25

35.6

92

18

30.1

49

20

32.4

92

10

0～1.5m未 満

～

0～2m未 満

44 18 31 23

平均:ラ ン ク数

最大値:ラ ンク数
最小値:ラ ンク数

8.2

12

5

9.4

12

6

10.2

22

6

12.7

20

9

9.8

22

5

平均:最 大格差率
最大値:最 大格差率
最小値:最 大格差率

18.1

47

4

25.0

42.5

13.4

27.9

126

7

38.1

88.3

14,9

25.8

126

4

0～2.4m未 満

～

0～4m未 満

団体数 27 9 12 12 60

平均:ラ ンク数
最大値:ラ ンク数

最小値:ラ ンク数

6.9

10

3

7.2

9

5

9.3

12

7

11.3

18

7

8.3

18

3

平均:最 大格差率
最大値:最 大格差率
最小値:最 大格差率

17.3

89

4.4

25.9

100

8.84

25.8

51

13

31.6

60

9

23.1

100

4.4

0～5m未 満

～

0～10m未 満

団体数 8 2 1 2 13

平均:ラ ンク数
最大値:ラ ンク数

最小値:ラ ン ク数

4.0

7

2

7.5

9

6

4.0

4

4

6.5

8

5

4.9

9

2

平均:最 大格 差率

最大値:最 大格差率
最小値:最 大格差率

5.0

8

1.94

11.0

11

11

18.0

18

18

19.3

29.5

9

9.1

29.5

1.94

団体数 44 54 43 256

全体の 平均

全体の 最大値
全体の 最小値

ランク数

ランク数
ランク数

8.9

49

2

10.5

35

5

10.3

22

4

12.5

26

5

10.1

49

2

全体の 平均
全体の 最大値

最大格差率
最大格差率

21.0

89

1.94

27.9

100

8.84

28.7

126

7

34.3

88.3

9

26.0

126

1.94
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最小道路幅員 と最大道路幅員 のクロス集計表の関係 を3次 元のグラフで表せば次の と

お りで あ る。

手前が最小道路幅員 の最大カテ ゴリ、最大道路幅員 の最小カテゴ リで ある。最小道路

幅員が小 さくなるほど、また、最大道路幅員が大きくなるほ どランク数、最大格差が大

き くな る こ とが わか る。

最 小道路幅 員 と最大道路幅員 とランク数

ラ

ン

ク

数

16.0

14.0

12.0

10.0

8.0

6.0

4.0

2.0

0.0
21m以 上 か ら50m以 上

17m以 上 か ら20m以 上

12.5m以 上 か ら16m以 上

6m以 上 か ら12m以 上

最大道路幅員

0～0.2m未 満 か ら0～1m未 満

0～1.5m未 満 か ら0～2m未 満

0～2.4m未 満 か ら0～4m未 満

0～5m未 満 か ら0～10m未 満

最小道路幅員

最小道路幅員 と最大道路幅員 と最大格差

最
大

格

差

率

40.0

35.0

30.0

25.0

20.0

15.0

10.0

5.0

0.0
21m以 上 か ら50m以 上

17m以 上 か ら20m以 上

12.5m以 上 か ら16m以 上

6m以 上か ら12m以 上

最大道路幅員

0～0.2m未 満 か ら0～1m未 満

0～1.5m未 満 か ら0～2m未 満

0～2.4m未 満 か ら0～4m未 満

0～5m未 満 か ら0～10m未 満

最小道路幅員
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6達 観やその他の方式による比準方法についての回答等

(1)比 比準表 を定 めず 、 達観 そ の他 に よ り評 価 してい る団 体 は、500調 査 団体 の うち7

団体(15.2%)で あっ たが 、 これ らの 団体 の主 な 比準 方法 と しては 、次 の4つ が あ

げ られ る。

① 鑑定評価の導入 により.標準地の上昇率等を計算す る。その上昇率を参考にその

他路線に乗 じて計算 し、地価公示、地価調査等 とのバランスを考慮 しなが ら算定

してい る。

② 主要な街路 に付設 され てい る路線価 を基礎 とし、不動産鑑定士の意 見を取 り入

れなが ら、総合的にその他 の街路の路線価を求 めてい る。

③ 精通者意 見等を参考に、主要な街路 とその他の街路のバ ランスを考慮 して付設

してい る。

④ 相続税路線価を意識 しつつ、達観 により近傍の主要な街路 とのバ ランスをとり

なが ら決めてい る。

(2)こ の ように、達観 やその他の方式 で路線価 を算定 してい る団体でも、アンケー ト

の回答欄 を見 る限 り、勘 と経験のみ、又はデ ータに基づ かないで路線価 を付設 して

いるわけではないことがわか る。

また、達観やその他 の方式に よる団体で も、比準表を採用 している団体 と同様、

業者に委託、又は業者 と共同で路線価 を付設 している団体が多かった。

なお、残念 なことに、達観やその他の方式による団体の中には、一部ではある が、

全 て業者 に任せて しまってい るため路線価の内容 をあま り理解 していない団体も見

受 けられ た。
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7比 準表作成時、適用時の工夫点等についての意見等

(1)作 成時の工夫点についての代表的な意見

① 積 雪地域 であるので、冬季間の利便性 を条件 に加 えた。

② 価格形成要因において、隣接市町村の要因(最 寄駅等)も 考慮 した。

③ 価格バランスに不均衡が生 じた箇所については、そのつ ど比準表 の見直 しを行

った。

④ 路線価算定に当た り、数量化で きない要因が考慮 され ないた め、バ ランスが崩

れる場合 に、環境条件に補正項 目を設 けた。

⑤ 価格形成要因の相違を状況類似地域 区分で考慮す るよ うに努 め、比準表 を簡素

化 した。

(2)作 成時の苦労点 についての代表的 な意見

① 地域特性による価格差のバ ランス調整 に苦労 した。

② 同一用途地区内におけるランク付けに苦労 した。

③ 価格形成要因の決 定に苦労 した。

④ 客観的なデ ータと価格 の整合に苦労 した。

⑤ バ ブル崩壊後、地価の高い ところと低い どころの価格差が縮まっているので、

格差率を求めるのに苦労 した。

⑥ 路線価算出後、バ ランスの とれない地域 については、比準率の調整及び比準表

の修正 を繰 り返 し行 った。

(3)適 用時の工夫点についての代表的な意見

① 数値化 し難い環境条件 については、達観 による調整要因 とした。

② 相続税路線価 との整合性が とれない場合 に、修正計算を行 った。

③ 相続税路線価 との整合性が とれない場合の手段 として、総合格差率項 目を設定

した。

④ 各比準表 区分エ リア ごとに地価傾斜分析 を行い、その結果 と最新の鑑定評価に

おけ る価格形成要因 に対す る所見 とを勘案 し、 さらに路線価計算シュ ミレーシ ョ

ンを行 った上で格差率の見直 しを行 った。

⑤ 比準表の形式を要因 ごとにマ トリックス、連続量 と区別 し、住環境等定量的な

測定が困難な要因については鑑定士の経験 を考慮 した。
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(4)適 用時の問題点についての代表的 な意見

① 比準項 目を細分化 した ことによ り、表 が多 くな り、作業を行 う段階で若干の混

乱を生 じた。

② 定量的な要因のみ では価格 を説 明で きない地域が生 じた。

③ 土地評価 は どうしても達観的な部分があ り、そ うした ファジーなところを比準

表に織 り込んでい くことが今後の課題 になる。
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8ま とめ

市街地宅地評価法の しくみ については前述 したとお りである。

その うち、「その他 の街 路の路線価の付設上をす る場合 の比準表の適用状況について調

査 した結果については特色 として次の点があげ られ る。

(1)調 査対象市町村の うち、比準表 を採用 してい る市町村 の割合 は約85%程 度であ り、

ほ とん どの市町村で比準表 を適用 してその他 の街路の路線価を求めてい る。

また、相対的に規模 の大 きい市町村 ほど、比準表を採用 している割合が高 く、逆に、

相対的に規模 の小 さい市町村ほ ど、達観や その他の方式 を採用 してい る割合が高い と

いえる。(2調 査団体 の特徴(1)、(2)参 照)

(2)比 準表の個数が用途地区区分数以下の市町村は、町村 では約85%、 人 口10万 人未

満の市では約87%、 人 口10万 人以上の市では約64%、 集計対象全団体 では78%で

あ り、約8割 以上の市町村で用途地区区分数以下の比準表 を作成、使用 してい る。(3

比準表の個数(1)参 照)

さらに、用途地 区別に比準表の個数 を調べてみ ると、人 口規模 、路線本数が増加す

るほど比準表の個数 も増加す る傾 向がみ られた。(3比 準表の個数(6)参 照)

(3)比 準表の採 用項 目を条件別 にみると、「街路条件」の採用割合が99.8%と 最も高 く、

以下 「交通 ・接近条件(97.4%)」 、「環境条件(90.4%)」 、 「行政的条件(80.1%)」 の順

となる。(4比 準表に採用 してい る価格形成要因の集計結果(1)参 照)

各条件 ごとに採用団体数が異な る理由 としては以下の ことが考えられ る。

○ 街路条件及び交通 ・接近条件 は客観的データ としての把握 が比較的容易 である

ため、比準項 目として採用 しやすい。

○ 環境条件は一律の基準で測定す るこ とが難 しか った り、通常広範囲に影響する

ため、状況類似地域 を区分す る際 に環境 条件ができるだけ異 な らない ように配慮

し、その結果、環境 条件の差異 は標準宅地の価格 に反映 され てい る場合 が多いた

めと考 えられ る。

○ 行政的条件に関 しては、10万 人未満の町村の採用状況か らも読み とれ るとお り、

人 口規模 の小 さな団体では行政的条件の違い による価格差があま り認 め られない

こと、また、環境 条件 同様、状況類似地域 を区分す る際の 目安 として都市計画法

上の用途地域 を考慮 してい る場合が多い ことが考えられ る。

(4)人 口規模別、用途地 区別に標準的な比準表の採用項 目を整理 した結果 をみ ると、人

口規模の差異に よる採 用項 目の大 きな違いは特に認 め られなかった。

○ 街路条件では、「道路幅員」、「道路種別」、「舗装 の有無」、 「歩道 の有無」、「道

路の連続性」を採 用 している市町村が多かった。

○ 交通 ・接近条件 では、 「最寄 り駅への距離」、「最寄 りバ ス停への距離」等、表

現方法は様 々であるが、「中心的 な場所への距離」を採用 してい る市町村が多か

-68-



った。

○ 環境 条件 では、 「公共下水道 の有無」、行政 的条件では、「用途地域 」の採用割

合 が高かった。(4比 準表 に採用 している価格形成要因の集計結果(4)参 照)

(5)参 考 として、商業地 区の道路幅員の具体的な比準表 について集計 した。具体的な比

準表 は各市町村に よって種々のランク分けや格差率が設定 されてお り標準 的なものを

整理す ることは困難であった。

これは比準表が、状況類似地域 の区分 と密接 に関連 してい ることを示 してお り、状

況類似地域が細分化 され ていれば格差率は小 さくな り、逆 に地域が広 くその他の街 路

が多 くなるとランク数 も増 え、格差率 も大きくなるためであると考 える。

このよ うに、比準表は状況類似地域 区分 と密接 に関連 してお り、また、具体の格差

率は標準宅地の価格 と関連 して求め られ るもの と思われ る。

以上で述べた とお り、今回の調査によって比準表の標準的な採用項 目までの整理はある

程度 できたもの と思われ る。

今後は各比準項 目の格差率について調査す るこ とが必要 とな るが、道路幅員のよ うに標

準的な格差率 を導き出す ことが難 しい項 目もあることか ら、比較的標準的な格差率 を求め

やすい と考 えられ る項 目を中心に、具体の格差率 について調査を進 める必要があろ う。
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商業地区 団体数 採用割合
道路の交通規制 38 9.1%

街路の性格 25 6.0%

街路樹 25 6.0%

道路配置 17 4.1%

排水機能(有 無) 17 4.1%

除雪の状況(有 無) 9 2.2%

街区の施設の状態 8 1.9%

街路灯 8 1.9%

幅員不均等 8 1.9%

側溝の有無 6 1.4%

街 建築基準法上の道路 5 1.2%

路 街路の状況 4 1.0%

条 歩道 の状況(歩 道 の形態 ・ガー ドレール 等の有無) 4 1.0%

件 幹線区分 3 0.7%

電力 ・電話線の地中化 3 0.7%

駅前広場 2 0.5%

歩道幅員(m) 2 0.5%

街区外部への系統性 1 0.2%

街 区の新 旧 ・美観 1 0.2%

街路の整然性 1 0.2%

道 路 ・通路 区別 1 0.2%

道路形態の路線価影響 1 0.2%

道路構造 1 0.2%

道路等級 1 0.2%

道路密度 1 0.2%

幅員2m未 満の補正 1 0.2%

最寄り銀行までの距離 47 11.5%

病院への距離 28 6.9%

交 郵便局への距離 20 4.9%

通 スーパ ー・コンビ ニへ の 距 離 10 2.5%
・ 公共施設への距離 6 1.5%

接 駅の性格 6 1.5%

近 警察 ・消 防署への距離 5 1.2%

条 接近性補正値 3 0.7%

件 工場距離 2 0.5%

NTTへ の距離 1 0.2%

主要な駐車場との距離(m) 1 0.2%

神社 、仏 閣 1 0.2%

都心への距離 1 0.2%

繁華性の程度 64 16.9%

商況 ・住環境等 51 13.5%

周辺の利用状況 45 11.9%

高度利用の 態 26 6.9%

文教施設等 25 6.6%

営業店舗の種類 24 6.3%

環 住宅系土地利用 18 4.8%

境 客足の流動性 17 4.5%

条 官公署敷地 14 3.7%

件 顧客の通行量 13 3.4%

店舗の形態 ・構造 13 3.4%

画地の整然性 12 3.2%

店舗の連たん性 12 3.2%

屋連たん 11 2.9%

大型店舗の有無 9 2.4%

将来の動向 9 2.4%

配置 9 2.4%
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環
境
条
件

商業地区 団体数 採用割合
未利用地の量 9 2.4%
商業地の性格 8 2.1%

駐車場整備状況 2.1%
商業集積の状況 7

8

1.9%
店舗の専門化の状態 7 1.9%
街 区の整備 状況(良 ・普 ・複雑) 6 1.6%
平均階層 6 1.6%
利便施設等 6 1.6%
工業系土地利用 5 1.3%
土地の利用度 4 1.1%

隣接不動産等周囲の状態 4 1.1%

沿道状況 3 0.8%

危険施設までの距離 3 0.8%

業務地区(店 舗等)要 素 3 0.8%

商業移行度 3 0.8%

商業機態の質 3 0.8%

商業形態 3 0.8%

浸水 ・災害の危険性 3 0.8%

水路介在(有 無) 3 0.8%

店舗の規模 3 0.8%

背後地の状態 3 0.8%
バスの運行本数 3 0.8%
バス路線への距離 3 0.8%

平均的な画地規模 3 0.8%

最寄 り駅の乗降客数 3 0.8%

画地の規模 2 0.5%

経済施設の配置 2 0.5%

工業系建物の割合 2 0.5%

娯楽施設の状態(有 無) 2 0.5%

事務所営業所の量 2 0.5%

商業系土地利用 2 0.5%

新興住宅の割合 2 0.5%

宅地密度(劣 ・普 ・優) 2 0.5%

地域の特性 2 0.5%

店舗協業化の程度 2 0.5%

標準地に対する接近性 2 0.5%

福祉施設 2 0.5%

分離帯の有無 2 0.5%

用途の多様性 2 0.5%

連たん性 2 0.5%

価格バ ラ ンス 1 0.3%

観客誘因施設の整備状況 1 0.3%

幹線道路の交通量 1 0.3%

官庁事務所等娯楽施設等の集積の度合 1 0.3%

教育施設 1 0.3%

既存住宅量 1 0.3%

公益施設の量 1 0.3%
工場倉庫 1 0.3%

交通量 ・沿道の状況 1 0.3%

市場性 1 0.3%

社会的環境 ・立地条件 1 0.3%

車両通行量 1 0.3%

周囲の状況 1 0.3%

商業系建物の割合 1 0.3%

商業複合施設、商業併用施設 1 0.3%

商業利便性 1 0.3%
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商業地区 団体数 採用割合
1 0.3%

商店街のタイプ 1 0.3%

商店街の品等 1 0.3%

商店の発展性 1 0.3%

新規立地動向 1 0.3%

成熟度 1 0.3%

建物立地形態 1 0.3%
地下街(有 無) 1 0.3%

通行の程度 1 0.3%

堤防道路(一 般道路 ・堤防道路) 1 0.3%

鉄軌道補正 1 0.3%

田畑未利用
一1

0.3%

店舗 ・以外 の比 1 0.3%

店舗意匠 1 0.3%

店舗の立地率 1 0.3%

店舗併用住宅の量 1 0.3%

環
境
条
件

取引相場 1 0.3%

日照 ・通 風 ・乾湿等 1 0.3%

1 0.3%

背後地の人口の状態 1 0.3%

背後地の範囲 1 0.3%
バス利用時間 1 0.3%

発展度 1 0.3%

非商業の混在度 1 0.3%

人通 り 1 0.3%

標高 1 0.3%

品等格差 1 0.3%

併用住宅量 1 0.3%

他の市場要因 1 0.3%

用途特質(商 店 ・事務所等混在) 1 0.3%

立地形態 1 0.3%

利便性 1 0.3%

利用状態 1 0.3%

利用連続性 1 0.3%

旅館 、ホテル 1 0.3%

防火 地区指定(指 定 ・準指 定 ・無指定) 48 14.3%

建築規制の有無 5 1.5%

急傾斜地崩壊危険区域 4 1.2%

その他公法上の規制 4 1.2%

行
政
的
条
件

建築不可道路 2 0.6%
実効容積率(%) 2 0.6%

駐車場整備地区 2 0.6%

家内工業 1 0.3%

空港機規制 1 0.3%

建築確認許可道路(許 可 ・不許可) 1 0.3%
災害指定 1 0.3%

砂防指定地 1 0.3%
地滑り防止区域 1

特定道路による容積率緩和 1

0.3%

0.3%
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住宅地区 団体数 採用割合

道路の交通規制 37 8.9%

街路樹 26 6.2%

排水機能の有無 21 5.0%

街路の性格 18 4.3%

除 雪(早 出 ・普 ・無) 11 2.6%

側溝の有無 9 2.2%

幅員不均等 9 2.2%

街路灯 6 1.4%

建築基準法上の道路 5 1.2%

街路の状態 4 1.0%

道路配置 4 1.0%

歩道 の状 況(歩 道 の形態 ・ガー ドレール等の有無) 4 1.0%

街路の区分 3 0.7%

街
路
条
件

歩道幅員(m) 3 0.7%

街路施設状態 2 0.5%

道路傾斜 2 0.5%

街区外部への系統性 1 0.2%

回転広場(有 無) 1 0.2%

自転車専用道か否か 1 0.2%

接面道路 ・位置(北 側 ・その他) 1 0.2%

堤防道路(一 般道 路 ・堤防道路) 1 0.2%

電線地中化 1一 0.2%

道路 ・通 路区別 1 0.2%

道路形態の路線価影響 1 0.2%

道路構造不良 1 0.2%

道路等級 1 0.2%

道 路の供用 ・未供用 1 0.2%

道路の高低差 1 0.2%

道路密度 1 0.2%

通 り 1 0.2%

幅員2m未 満の補正 1 0.2%

最寄 り銀行までの距離 48

病院への距離 45

郵便局への距離 25 6.1%

公共施設への距離 3.4%

交

通

・
接
近
条
件

14 3.4%

駅の性格 6 1.5%

バス路線への距離 5

警 察 ・消防署への距離 4 1.0%

接続性 2 0.5%

NTTへ の距離 1 0.2%

工場距離 1 0.2%

団地入口までの距離 1 0.2%

都心への距離 1 0.2%

最寄り店舗への距離 1 0.2%

商況 ・住環境等 66 17.5%

周辺の利用状況 49 13.0%

文教施設 32 8.5%

環
境
条
件

画地の配置状況 25 6.6%

配置状況(区 画街路等) 20 5.3%

繁華性 14 3.7%

官公署敷地 12 3.2%

利便施設等 12 3.2%

未利用地の割合 10 2.6%

浸水 ・災害の危険性 8 2.1%
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環
境
条
件

住宅地区 団体数 採用割合
日照 ・通 風 ・乾湿等 8 2.1%

標準的画地規模 8 2.1%

用途の多様性 7 1.9%

街並み整備状況 6 1.6%

営業店舗の種類 5 1.3%

顧客の通行量 5 1.3%

住宅系建物の割合 5 1.3%

店舗 ・事務所の連続性 ・集積性 5 1.3%

画地の規模 4 1.1%

旧住宅の割合 4 1.1%

新興住宅の割合 4 1.1%

水路(有 無) 4 1.1%

品等格差 4 1.1%

3 0.8%

既存住宅の量 3 0.8%

業務地区(店 舗等)要 素 3 0.8%

工業系土地利用 3 0.8%

高度利用の量 3 0.8%

将来性 3 0.8%

地域の特性 3 0.8%

駐車場整備状況 3 0.8%

店舗の連たん性 3 0.8%

3 0.8%

発展性(発 展状況 ・利便性) 3 0.8%

福祉施設 3 0.8%

利便性 3 0.8%

2 0.5%

工業系建物の割合 2 0.5%

市場性 2 0.5%

事務所 ・営業所の量 2 0.5%

商業形態 2 0.5%

商業系土地利用 2 0.5%

商業集積の状況 2 0.5%

疎密度 2 0.5%

宅地の利用密度 2 0.5%

団地 2 0.5%

店舗の規模 2 0.5%

土地利用度 2 0.5%

標準地に対する接近性 2 0.5%

用途特質(商 店 ・事務所等混在) 2 0.5%

立地条件 2 0.5%

利用状態 2 0.5%

沿道状況 1 0.3%

大型店等の数 1 0.3%

気象の状態 1 0.3%

客足の流動性 1 0.3%

旧市街地 1 0.3%

公益施設の量 1 0.3%

工場 ・倉庫 の量 1 0.3%

工場規模 1 0.3%

交通規制 1 0.3%

交通圏(徒 歩 圏 ・バス圏) 1 0.3%

コ ミュニ テ ィ(有 無) 1 0.3%

娯楽施設 1 0.3%

車両通行量 1 0.3%

周囲の状況 1 0.3%
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住宅地区

住宅系土地利用度
団体数
1

採用割合
0.3%

住宅地としての危険性 1 0.3%

住宅地の性格 1 0.3%

商業複合施設、商業併用施設 1 0.3%

商業利便性 1 0.3%

商店街の品等 1 0.3%

商店の性格 1 0.3%

その他住宅の割合 1 0.3%

その他接近 1 0.3%

その他土地利用 1 0.3%

建物立地形態 0.3%

知名度 1 0.3%

環
境
条
件

中高層住宅の量 1 0.3%

1 0.3%

通行の程度 0.3%

低層共同住宅の量 1 0.3%

鉄軌道補正 1 0.3%

店舗構造 1 0.3%

店舗併用住宅の量 1 0.3%

農家住宅量 1 0.3%
バス利用時間 1 0.3%

標高 1 0.3%

併用住宅量 1 0.3%

他の市場要因 1 0.3%

最寄商店の性格 1 0.3%

利用連続性 1 0.3%

旅館 、ホテル 1 0.3%

防火規制 39 11.6%

急傾斜地崩壊危険区域(内 ・外) 9 2.7%

建築規制の有無 5 1.5%

その他公法上の規制(河 川管理道路) 5 1.5%

建築不可道路 2 0.6%

行
政
的
条
件

家内工業 1 0.3%

建築確認許可道路(許 可 ・不許可) 1 0.3%

建築協定地区 1 0.3%

災害指定 1 0.3%

砂防指定地 1 0.3%

地滑り防止区域 1 0.3%

実効容積率(%) 1 0.3%

宅地規制 1 0.3%

宅地造成工事規制地区 1 0.3%

都市計画施設等予定地 1 0.3%

法的規制の程度及び容積率 1 0.3%

流通業務地区 1 0.3%
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工業地区 団体数 採用割合
道路の交通規制 23 5.5%

街路樹 19 4.6%

排水機能の有無 17 4.1%

配置状況(区 画街路等) 15 3.6%

街路の性格 14 3.4%

幅員不均等 9 2.2%

側溝の有無 7 1.7%

建築基準法上の道路 5 1.2%

街路の区分 3 0.7%

浸水 ・災害の危険性 3 0.7%

街
路
条
件

歩道 の状 況(歩 道の形態 ・ガー ドレール等の有無) 3 0.7%

除雪(早 出 ・普 ・無) 3 0.7%

街路灯 2 0.5%

水路(有 無) 2 0.5%

歩道幅員(m) 2 0.5%

街区外部への系統性 1 0.2%

自転車専用道か否か 1 0.2%

接続性 1 0.2%

接 面道路 ・位置(北 側 ・その他) 1 0.2%

造成の程度(優 劣) 1 0.2%

通行の程度 1 0.2%

堤 防道 路(一 般 道路 ・堤防道路) 1 0.2%

道 路 ・通路 区別 1 0.2%

道路形態の路線価影響 1 0.2%

道路の高低差 1 0.2%

道路配置 1 0.2%

通 り 1 0.2%

幅員2m未 満の補正 1 0.2%

分離帯の有無 1 0.2%

最寄り銀行までの距離 25 6.1%

病院 ・診療所への距離 20 4.9%

郵便局への距離 11 2.7%

交
通

・
接

近
条
件

公共施設への距離 8 2.0%

警察 ・消 防署への距離 3 0.7%

交通機関接近性(優 劣) 2 0.5%

スーパー ・コンビ ニへ の 距 離 2 0.5%

港への距離 2 0.5%

駅の性格 2 0.5%

工場距離 1 0.2%

神杜 、仏 閣 1 0.2%

その他接近 1 0.2%

都心への距離 1 0.2%

標準宅地への距離 1 0.2%

最寄 り商店街までの距離 1 0.2%

周辺の土地利用状況 43 11.4%

商況 ・住環境等 23 6.1%

文教施設 19 5.0%

画地の配置状況 17 4.5%

環
境
条
件

高低 差(地 形の急峻 ・緩 か ・平坦) 12 3.2%

街区の整備状況 8 2.1%

繁華性の程度 8 2.1%

平均的な工場規模 8 2.1%

官公署敷地 7 1.9%

用途の多様性 7 1.9%

利便施設等 6 1.6%
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環
境
条
件

工業地区

工場の形態(工 場周辺の利用形態)
団体数
5

採用割合
1.3%

住宅利用度 5 1.3%

未利用地の割合 5 1.3%
バスの運行本数 4 1.1%

発展性(発 展状況 ・利便性) 4 1.1%

家屋連たん 3 0.8%

業務地区(店 舗等)要 素 3 0.8%

市場性 3 0.8%

事務所 ・営業所の量 3 0.8%

住宅系建物の割合 3 0.8%

将来性 3 0.8%

品等格差 3 0.8%

街並み整備状況 3 0.8%

営業の種別 3 0.8%

危険施設等 2 0.5%

既存住宅量 2 0.5%

工業系建物の割合 2 0.5%

工業地の環境 2 0.5%

工場 ・倉庫 の量 2 0.5%

工場進出の動向 2 0.5%

工場土地利用状況 2 0.5%

工場立地の良否 2 0.5%

交通 条件(一 方通行 、行 き止ま り、階段等) 2 0.5%

新興住宅の割合 2 0.5%

地域内における関係位置 2 0.5%

日照 ・通 風 ・乾湿 等 2 0.5%

福祉施設 2 0.5%

併用住宅量 2 0.5%

立地条件 2 0.5%

利便性 2 0.5%

利用状態 2 0.5%

価格バランス 1 0.3%

画地規模補正 1 0.3%

幹線道路の交通量 1 0.3%

旧住宅の割合 1 0.3%

教育施設 1 0.3%

空港機規制 1 0.3%

空港への距離 1 0.3%

車の離合の可否 1 0.3%

公益施設の量 1 0.3%

交通 圏(徒 歩圏 ・バス圏) 1 0.3%

高度利用の状態 1 0.3%

小売店舗 1 0.3%

娯楽施設 0.3%

自然的条件 1 0.3%

社会的環境 ・立地条件 1 0.3%

住宅系土地利用度 1 0.3%

小規模住宅 1 0.3%

商業系建物の割合 1 0.3%

商業的要素 1 0.3%

商業複合施設、商業併用施設 1 0.3%

商業利便性 0.3%

成熟度 1 0.3%

製造業種 1 0.3%

その他住宅の割合 0.3%

疎密度 1 0.3%
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工業地区
宅地利用の密度

団体数
1

採用割合
0.3%

団地(内 外) 1 0.3%

地域の特性 1 0.3%

着岸施設の有無 1 0.3%

駐車場 1 0.3%

鉄道沿線 1 0.3%

鉄道専用引き込み線 1 0.3%

田畑未利用 1 0.3%

店舗の専門化の状態 1 0.3%

店舗の連たん性 1 0.3%

環
境
条
件

店舗併用住宅の量 1 0.3%

土地利用 1 0.3%

取引相場 1 0.3%

1 0.3%
バス利用時間 1 0.3%

標高 1 0.3%

文化施設 1 0.3%

平均的な画地規模 1 0.3%

他の市場要因 1 0.3%

輸送施設 との位置 1 0.3%

用途特質(商 店 ・事務所等混在) 1 0.3%

旅館 、ホテル 1 0.3%

沿道状況 1 0.3%

防火 地区指 定(指 定 ・準指定 ・無指 定) 24 7.2%

建築規制の有無 4 1.2%

その他公法上の規制 4 1.2%

行
政
的
条
件

急傾斜地崩壊危険区域(内 ・外) 2 0.6%

建築不可道路 2 0.6%

実効容積率(%) 2 0.6%

車両交通規制 2 0.6%

家内工業 1 0.3%

建築確認許可道路(許 可 ・不許可) 1 0.3%

建築制限道路 1 0.3%

災害指定 1 0.3%

地区計画 1 0.3%

流通業務地区 1 0.3%
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III路 線価等の公開の実態把握 と標準仕様のあり方等 に関する調査研究
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1路 線価等の公開

(1)概 要

固定資産税の路線価等の公開については、固定資産税の評価が適正に行われている

ことについて納税者の理解の促進と信頼を確保し、市町村の評価の均衡化 ・適正化に

資することを目的として実施 している。

路線価等の公開は、 「総合土地政策推進要綱」(平 成3年1月25日 閣議決定)の

「評価の適正の確保に資するため、平成3年 度の評価替えにおいて基準地等に係る路

線価の公開をできるだけ多くの地点について実施し、次回評価替え以降速やかに全路

線価を公開できるよう公開地点数の計画的拡大を図る。」(抜 粋)と いう趣旨を踏ま

え、平成3年 度 には基準宅地を含む主要で代表的な標準宅地に係る路線価(公 開地点

約4万 地点)、 平成6年 度には基準宅地を含む全標準宅地に係る路線価等(公 開地点

約37万 地点)が 公開されている。

平成9年 度評価替えに向けて、平成6年11月14日 に中央固定資産評価審議会 に

おいて 「平成9年 度評価替 えの基本方針」が了承され、それによると 「固定資産税の

路線価等の公開については、平成3年 度評価替えか ら実施 しているところであるが、

平成9年 度評価替えにおいては、可能な限り、市街地宅地評価法適用地域にあっては

全ての路線価を、その他の宅地評価法適用地域にあっては全ての標準宅地に係る単位

地積当たりの価格を公開する」とされた。各市町村においては、平成9年 度評価替え

の基本方針 に基づいて路線価等の公開に積極的に取り組んでいく必要があることから、

これが円滑に進められるよう、自治省税務局資産評価室長通知(各 道府県総務部長、

東京都総務 ・主税局長あて平成7年9月8日 付け 自治評第25号 。以下 「室長通知」

という。)の 発出が行われ、市町村は これを踏まえ、路線価等の公開を行ったところ

である。
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(2)調 査の 目的等

室 長通 知 は、 公 開の 目的、対象 範囲、 公開 の方法、 公開す る項 目、 公開 の時 期等 に

つ いて定 めて お り、 また、 そ の公 開用 図面 の参 考例 を例示 してい るが、公 開用図面 の

種類 、作成 方法 、規 格、縮 尺等 の技術 的な部 分等 につい ては市町村 の実情 に即 して対

応す る ことに してい る。

そ こで、本 委員会 で は、路 線価等 の公開 用図面 の種類や 作成方法 等 について、市 町

村 が どのよ うに行 った かそ の実態 を把 握す るた め、次 の各項 目につ いて調 査 を実 施 し、

そ の結果 を踏 まえ、路 線価公 開 にお け る標 準仕様 のあ り方等 について の調査研究 を行

うこ とと した。

① 路線価等の公開はどのような媒体で行っているか。

② 公開用図面はどのようにして作成 したのか。

③ 公開用図面のベースとなった図面はどのようなものか。

④ 公開用図面の規格はどの大きさであるか。

⑤ 公開用図面の縮尺はいくらか。

⑥ 公開用図面の作成費用はいくらか。

⑦ 路線価等の表示はどのように行ったか。

⑧ 公開用図面作成に当たっての工夫点 ・留意点等

⑨ 公開角図面の写しの提供を求められた場合どのように対応しているか。

(3)調 査 方法

アンケー ト調 査 は、全 国3,233団 体中(東 京都 を含む)、 人 口規模 別、 地域 別

に遍 在す るよ う、500団 体抽 出 して行 った。 こ こで は、調査結 果 に基づ いて、 宅地

の評 価 に市街 地宅地 評価 法 を適用 してい る市 町村(148団 体。 以下 「市街地宅 地評

価法 適 用市 町村 」 とい う。)と 市街 地宅地評 価 法 とその他 の宅 地評価 法 を併 用 して い

る市 町 村(352団 体 。以 下 「併用 方 式適用市 町村」 とい う。)別 に、 さ らに、 人口

規模 別 に分類 し、そ の傾 向 につ いて整理 ・分析 を行い、路線 価等 の公開 に関す る標 準

仕様 の あ り方 等 について ま とめ る もの とす る。
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2調 査結 果

(1)路 線 価 等 の公開 の方法

ア 路 線価 等 の公 開 は、 どの よ うな媒 体 に よって行 ってい るか につ いて調 査 した結果

は、次 の とお りであ った。

回答内容
1 公開用の図面
2 ディスプレイ画面
3 公開用の図面とディスプレイ画面との併用
4 その他

調査団体全体(500団 体)

1(図 面) 2(デ ィスプ レイ) 3(併 用) 4(そ の他) 計
1万人未満 64 0 0 0 64
1万 人以上 67 0 3 0 70
2万人以上 69 0 1 0 70
3万人以上 61 0 1 0 62

5万人以上 79 0 0 0 79

0 1 1 53
20万人以上 39 0 0 0 39
30万人以上 43 0 1 0
50万人以上 19 0 0 0

計 492 0 7 1 500

割合 98.4% 1.4% 0.2%

10万人以上 51

44

19

0.0% 100.0%

市街地宅地評価法適用市町村

1(図 面) 2(ディスプレイ) 3(併 用) 4(そ の他) 計
1万人未満 21 0 0 0 21

1万人以上 24 0 1 0 25

2万人以上 15 0 0 0 15

3万人以上 0 1 0 11

5万人以上 0 0 0 28
21 0 0 0 21

20万人以上 7 0 0 0 7

30万人以上 12 0 0 0 12

50万人以上 8 0 0 0

計 146 0 2 0

8

148

併用方式適用市町村

10

28

10万人以上

割合 98.6% 0.0% 1.4% 0.0% 100.0%

1(図 面) 2(デ ィスプ レイ) 3(併 用) 4(そ の他) 計
1万 人未満 43 0 0 0 43

1万 人以上 43 0 2 0 45
2万人以上 54 0 1 0 55
3万人以上 0 0 0 51

5万人以上 51 0 .0 0
10万人以上 30 0 1 1 32
20万人以上 0 0 0 32
30万人以上 31 0 1 0 32
50万人以上 0 0 0 11

計 346 0 5 1 352

割合 98.3% 0.0% 1.4% 0.3% 100.0%

51

51

32

11

は最高値

その他の内訳
○未回答

イ 以上 の結 果 か らみ ると、 すべ ての団体(未 回答の1団 体 を除 く)で 図面 によ り路

線 価等 を公 開 して お り、 デ ィスプ レイ画面 だけで公 開 して い る団体 はない。

市 街 地宅 地評価 法適 用市 町村 と併用方 式適用市 町村 の評価方 法の違 い によ る傾向

の差異 はな い。
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路線価等の公開の方法

調査団体全体(500団 体)

8(1.6%)

492(98.4%)

図面で公開している

その他

市街地宅地評価法適用市町村

(1.4%)

(98.6%)

図面で公開している

その他

併用方式適用市町村

(1.7%)

(98.3%)

図面で公 開 している

その他
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(2)公 開 用図面 の作成方 法

ア 公 開用 の 図面 はどの よ うに作 成 したか につ いて調査 した結果 は、 次の とお りで あ

った。

回答内容
1 民間業者に全面委託
2 すべて市町村内部で作成
3 市町村と民間業者が共同で作成
4 その他

調査団体全体(500団 体)

2(作 成) 4(そ の他) 計
1万 人未満 49 2 0 64
1万人以上 53 12 4 1 70
2万 人以上 51 11 8 0 70
3万 人以上 6 3 1 62
5万 人以上 5 2 0 79
10万人以上 46 4 2 1 53
20万人以上 37 1 1 0 39
30万人以上 38 1 5 0
50万人以上 18 1 0 0 19

計 416 54 27 3

83.2% 10.8% 0.6% 100.0%

1(委 託) 3(共 同)

13

52

72

44

500

割合 5.4%

市街地宅地評価法適用市町村

1(委 託) 2(作 成) 3(共 同) 4(そ の他) 計
1万人未満 20 1 0 0 21

1万人以上 21 2 1 1 25
2万 人以上 14 0 1 0 15
3万 人以上 10 1 0 0
5万 人以上 26 1 1 0 28
10万人以上 21 0 0 0 21
20万人以上 7 0 0 0 7

30万人以上 0 1 0 12
50万人以上 7 1 0 0 8
計 137 6 4 1

2.7% 0.7%

併用方式適用市町村

11

11

148

割合 92.6% 4.1% 100.0%

1(委 託) 2(作 成) 3(共 同) 4(そ の他) 計
1万 人未満 29 12 2 0 43

1万人以上 32 10 3 0

2万 人以上 37 7 0 55

3万 人以上 42 5 3 1 51

5万 人以上 46 4 1 0 51

10万人以上 25 4 2 1 32

20万人以上 30 1 1 0

30万人以上 27 1 4 0 32

50万人以上 0 0 0 11

計 23 2 352

割合 79.3% 13.6% 6.5% 0.6%

45

11

32

11

279 48

100.0%

その他の内訳

○未回答

○市販の住宅地図

イ 以上の結果からみると、民間業者に委託 して公開用の図面を作成した市町村の割

合が高 く、特に市街地宅地評価法適用市町村の方が特にその傾向がつよい。すべて

市町村内部で公開用図面を作成している団体(回 答2)の 割合をみると併用方式適

用市町村の方が高い。また、市町村内部で作成 した団体は、比較的人口規模の小さ

い市町村に見受けられる。
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公開用図面の作成方法

調査団体全体(500団 体)

30(6.0%)

54(10.8%)

416(83.2%)

全面委託して作成

市町村内部で作成

その他

市街地宅地評価法適用市町村

(3.4%)
(4.1%)

(92.6%)

全面委託して作成

市町村内部で作成

その他

併用方式適用市町村

(7.1%)

(13.6%)

(79.3%)

全面委託 して作成

市町村内部で作成

その他
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(3)公 開用 図面 の基 図

ア 図面 の ベ ース とな った地 図 は どの よ うな もの かにつ いて調査 した結果 は、次 の と

お りであ った。

回答内容
1 固定資産税担当課において独自に作成 した地図
2 都市計画担当課において独自に作成した地図
3 市町村の中で他の課が作成した地図
4 市販の地図
5 公図、地籍調査図等
6 固定資産税担当課において作成した地図と都市計画担当課において作成 した地図を併用
7 その他
8 未回答

調査団体全体(500団 体)

1(固 定) 2(都 市) 3(他 課) 4(市 販) 5(公 等) 6(併 用) 7(そ の他) 8(未 回答) 計
1万人未満 27 6 1 7 0 3 0

1万人以上 31 29 4 1 0 3 0 70

2万 人以上 26 34 1 2 0 2 4 1 70

3万 人以上 23 3 2 2 0 2 0 6

5万人以上 53 3 2 1 1 1 0 79

10万人以上 1 3 0 1 0 1 53

20万人以上 13 21 1 2 0 1 1 0

30万人以上 5 33 2 2 0 1 1 0 44

50万人以上 4 13 1 1 0 0 0 0

計 164 20 19 6 2

割合 32.8% 52.6% 3.8% 1.2% 3.0% 0.4% 100.0%

市街地宅地評価法適用市町村

20 64
9

30
18

17 30

39

19

263 11 15 500

4.0% 2.2%

1(固 定) 2(都 市) 3(他 課) 4(市 販) 5(公 等) 6(併 用) 7(そ の他) 8(未 回答) 計
1万人未満 9 8 1 0 2 0 1 0 21

1万人以上 1 1 1 0 1 0

2万人以上 5 0 0 0 0 0 0 15

3万人以上 3 7 0 0 1 0 0 0 11

5万人以上 6 19 1 2 0 0 0 0 28

8 1 1 0 0 0 0 21

20万人以上 6 0 0 0 0 0 0 7

30万人以上 1 0 0 0 0 0 0 12

50万人以上 3 5 0 0 0 0 0 8

計 47 87 4 4 4 0 2 0

割合 2.7% 2.7% 2.7% 0.0% 1.4% 0.0% 100.0%

併用方式適用市町村

11 10 25

10

10万人以上 11

1

11

0

148

318% 58.8%

1(固 定) 2(都 市) 3(他課) 4(市 販) 5(公 等) 6(併 用) 7(そ の他) 8(未 回答) 計
1万人未満 18 12 5 1 5 0 2 0 43

1万人以上 1 0 0 2 0 45

2万人以上 24 1 2 0 2 4 1 55

3万人以上 23 3 2 1 0 2 0 51
5万人以上 34 2 0 1 1 1 0 51
10万人以上 9 0 2 0 1 0 1 3

20万人以上 12 15 1 2 0 1 1 0
30万人以上 4 22 2 2 0 1 1 0

50万 以上 1 8 1 1 0 0 0 0

計 15 7 6 13 2 352

33.2% 50.0% 4.5% 2.0% 1.7% 3.7% 0.6% 100.0%

20 19 3

21

20

12

19

32

32

11
117 176 16

割合 4.3%

その他の内訳

○国土地理院発行の地形図
○相続税等路線価の図面

○数種類の地図をベースとしている

○具体的な記入無し

イ 以 上 の結果 か らみ る と、都市 計画 担 当課 で作成 した地 図 をベ ースに路線 価等 を公

開 して い る団体 が約半数 とな ってい る。比 較 的人 口規模 の大 きい団体 に都市計 画担

当課 で作 成 した地 図 をベ ース に して い る傾 向が見受 け られ る。

固定 資産税 担 当課 また は都市計 画担 当課 にお いて独 自に作 成 した地 図 をベー スに

して い る団体 が約85%と 圧倒 的 に多 く、 ど ち らかの地 図 を用 いてい る傾 向が みて

とれ る。
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公開用図面の基図

調査団体全体(500団 体)

73(14.6%)

164(32.8%)

263(52.6%)

固定資産税担当課作成

都市計画担当課作成

その他

市街地宅地評価法適用市町村

(9.5%)

(31.8%)

(58.8%)

固定資産税担当課作成

都市計画担当課作成

その他

併用方式適用市町村

(16.8%)

(33.2%)

(50.6%)

固定資産税担当課作成

都市計画担当課作成

その他
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(4)公 開用 図面 の規 格

公 開用 図面 の規 格 につ いて調査 した結果 、定 型サ イズでの 回答 は226、 定型 外

サ イ ズでの 回答 は64、 未 回答 は225団 体 であ った(複 数回 答を含 む)。

ア 定型 サ イズで回答 した団体 の内訳 につ いて は、次の とお りであ った。

定型サイズで回答した団体計

A0 A1 A2 A3 A4 B1 B2 B3 B4 その他 計
1万 人未満 2 5 2 3 0 3 0 0 0 0 15
1万 人以上 3 5 3 6 1 3 0 0 3 2 26
2万 人以上 8 7 6 0 4 2 0 2 0 34
3万 人以上 3 3 3 5 0 2 1 0 1 2

5万 人以上 5 8 6 7 0 4 0 0 0 1 31

10万人以上 6 5 4 12 0 4

4 2 3

30万人以上 8

20万人以上

3 6

50万 以上

6 1 1 0 2 1 1

2 3 1 1

6 1 2 1 2 0 1

1 1 3 2 2 0 0 0 2 0

計 40 39 36 52 5 23 6 7 8 226

割合 17.7% 10.2% 2.7%

*複 数回答有

市街地宅地評価法適用市町村

5

20

21

30

38

11

10

17.3% 15.9% 23.0% 2.2% 3.1% 4.4% 3.5% 100.0%

A0 A1 A2 A3 A4 B1 B2 B3 B4 その他 計
1万 人未満 1 3 0 1 0 0 0 0 0 0 5
1万 人以上 1 2 2 1 1 1 0 0 1 1

2万 人以上 1 4 1 1 0 2 0 0 0 0 9
3万 人以上 0 1 0 1 0 0 0 0 0 1 3

5万 人以上 0 4 2 5 0 0 0 0 0 0

10万人以上 2 1 1 6 0 1 1 1 0 0 13
20万人以上 1 0 1 1 1 0 0 0 0 1 5
30万人以上 2 1 2 4 0 0 0 1 0 0

50万人以上 0 0 2 0 1 0 0 0

計 8 16 20 3 4 1 2

1

2

0

3

4

70

割合 11.4% 22.9% 15.7% 28.6% 5.7% 1.4% 2.9% 2.9% 100.0%
*複 数回答有

併用方式適用市町村

10

11

10

11

4.3% 4.3%

A0 A1 A2 B1 B2 B3 B4 その他 計
1万 人未満 1 2 2 2 0 3 0 0 0 0

1万 人以上 2 3 1 5 0 2 0 0 2 1
2万 人以上 7 3 5 4 0 2 2 0 2 0 25
3万 人以上 3 2 3 4 0 2 1 0 1 1 17
5万 人以上 5 4 4 2 0 4 0 0 0 1
10万人以上 4 4 3 6 0 3 1 2 1 1 25

20万人以上 3 2 2 5 0 1 0 2 1 0
30万人以上 6 2 4 2 1 2 1 1 0 1

1 1 1 2 1 0 0 0 1 0 7

計 32 23 25 3 2 19 5 5 8 5 156
割合 14.7%

*複 数回答有

A3 A4

10

16

20

16

20
50万人以上

20.5% 16.0% 20.5% 1.3% 12.2% 3.2% 3.2% 5.1% 3.2% 100.0%

その他の内訳

○全紙版
○Aサ イズ

○都市計画図を基に独自に作成
○GISの 規格に準じたもの

○地形図を基に編纂
○国土地理院規格

イ 以 上 の結果 か らみ る と、A判 とB判 で は、A判 を採用 して い る団体が多 く、 その

中 で もA3判 で図面 を作成 して いる団体 の割 合が比 較 的高 い。

-93-



図面の規格(定 型サイズ)

定型サイズで回答した団体計

36(15.9%)
52(23.0%)

40(17.7%)

39(17.3%)

36(15.9%)

23(10.2%)

A3

A0

A1

A2

B1

その他

市街地宅地評価法適用市町村

(15.7%)

(28.6%)

(11.4%)

(22.9%)

(15.7%)

(5.7%)
A3

A0

A1

A2

B1

その他

併用方式適用市町村

(20.5%)

(20.5%)

(14.7%)

(12.2%)

A3

A0

A1

A2

B1

その他
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ウ 定型 サイ ズ以外 で回 答 した団体 の内訳 につ いて は、 次の とお りで あ った。

定形サイズ以外で回答した団体計

B0>X>A0 A0>X>B1 B1>X>A1 A1>X>B2 B2>X>A2 A2>X>B3 B3>X>A3 A3>X>B4 計
1万人未満 0 2 0 2 1 0 0 0 0 5

1万人以上 1 1 2 4 0 0 0 0 0 8

0 2 1 3 0 0 0 0 0 6

3万 人以上 0 5 0 2 1 0 3 1 0 12

5万 人以上 0 2 6 4 1 1 1 1 1 17

10万人以上 0 0 1 0 0 0 0 0 0 1

20万人以上 1 0 1 2 2 1 0 1 0 8

0 0 0 0 1 0 1 1 0 3

50万人以上 0 0 0 1 0 1 1 1 0 4

計 2 12 6 3 6 5 1 64

割合 4.7%

*複 数回答有

B4>X>A4

2万 人以上

30万人以上

11 18

3.1% 18.8% 17.2% 28.1% 9.4% 9.4% 7.8% 1.6% 100.0%

市街地宅地評価法適用市町村

B0>X>A0 A0>X>B1 B1>X>A1 A1>X>B2 B2>X>A2 A2>X>B3 B3>X>A3 A3>X>B4 B4>X>A4 計
1万人未満 0 2 0 1 1 0 0 0 0 4

1万人以上 0 1 0 1 0 0 0 0 0 2

2万 人以上 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

3万 人以上 0 1 0 2 0 0 0 0 0 3

0 1 1 1 0 0 0 1 1 5

10万人以上 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

20万人以上 0 0 0 0 0 0 0 1 0 1

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 1 0 1 1 1 0 4

計 0 5 1 6 1 1 1 3 1

割合
*複 数回答有

5万 人以上

30万人以上

50万人以上
19

0.0% 26.3% 5.3% 31.6% 5.3% 5.3% 5.3% 15.8% 5.3% 100.0%

併用方式適用市町村

A0>X>B1 B1>X>A1 A1>X>B2 B2>X>A2 A2>X>B3 B3>X>A3 A3>X>B4 B4>X>A4 計
1万 人未満 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1

1万 人以上 1 0 2 3 0 0 0 0 0 6

2万 人以上 0 2 1 3 0 0 0 0 0 6

3万 人以上 0 4 0 0 1 0 3 1 0 9

5万 人以上 0 1 5 3 1 1 1 0 0

10万人以上 0 0 1 0 0 0 0 0 0 1

20万人以上 1 0 1 2 2 1 0 0 0 7

30万人以上 0 0 0 0 1 0 1 1 0 3

50万人以上 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

計 2 7 12 5 2 5 2 0 45

割合
*複 数回答有

B0>X>A0

12

10

4.4% 15.6% 22.2% 26.7% 11.1% 4.4% 11.1% 4.4% 0.0% 100.0%

(注)定 形 サ イズ以外(X)で の回答 とは、 縦○○ ㎝ ・横○ ○㎝ とい った回 答で あ

り、表 に整 理す るに当 た り規格 サイ ズの大 きさ と比較 し、例 えば、A0よ り大

き くB0よ り小 さい図面 で公 開 して い る場合 は、 「B0>X>A0」 と して区

分 した。
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図面の規格(定 型サイズ以外)

定型サイズ以外で回答した団体計

18(28.1%)

12(18.8%)

11(17.2%)

6(9.4%)

6(9.4%)

11(17.2%)

A1>X>B2

A0>X>B1

B1>X>A1

B2>X>A2

B3>X>A3

その他

市街地宅地評価法適用市町村

(31.6%)

(26.3%)
(5.3%)

(5.3%)

(5.3%)

(26.3%)

A1>X>B2

A0>X>B1

B1>X>A1

B2>X>A2

B3>X>A3

その他

併用方式適用市町村

(26.7%)

(15.6%)

(22.2%)

(11.1%)

(11.1%)

(13.3%)

A1>X>B2

A0>X>B1

B1>X>A1

B2>X>A2

B3>X>A3

その他
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(5)公 開 用図面 の縮 尺

ア 図面 の縮 尺 につ いて調 査 した結果 は、次 の とお りで あ った。

調査団体全体(複 数回答を含む)

1/500 1/1000 1/1500 1/2000 1/2500 1/3000 1/5000 1/10000 1/25000 計
1万人未満 4 8 1 4 36 2 5 5 0 2 0 2 69
1万人以上 3 12 2 3 43 1 9 2 1 4 2 0 82
2万 人以上 0 4 1 6 52 1 2 9 1 4 2 1 83
3万 人以上 0 5 6 7 35 0 5 9 3 4 2 1 77
5万 人以上 0 4 3 6 53 3 3 7 1 3 8 1 92

0 0 3 4 35 1 4 8 0 1 8 0 64
20万人以上 1 3 3 3 23 1 4 6 0 2 2 0 48
30万人以上 1 1 4 1 34 2 0 6 0 1 4 0 54

0 2 3 2 9 0 3 2 0 0 3 0 24

計 9 39 26 36 320 35 54 6 21 31 5 593
割合

*複数回答有

1/20000 その他未回答

10万人以上

50万人以上

11

1.5% 6.6% 4.4% 6.1% 54.0% 1.9% 5.9% 9.1% 1.0% 3.5% 5.2% 0.8% 100.0%

市街地宅地評価法適用市町村

1/500 1/1000 1/1500 1/3000 1/10000 計
1万 人未満 2 3 0 13 2 1 0 0 0 0 0 22

1万 人以上 0 3 1 17 1 3 0 0 0 0 0 26
2万 人以上 0 0 2 0 1 0 0 0 0 0 16

3万 人以上 0 0 11 9 0 0 0 0 0 0 0 11
5万 人以上 0 2 2 1 17 3 0 0 0 0 3 0 28
10万人以上 0 0 3 2 12 1 1 1 0 1 2 0 23
20万人以上 0 1 1 0 4 0 2 0 0 0 0 0 8
30万人以上 0 0 1 1 10 0 0 0 0 0 0 0 12

50万人以上 0 0 1 1 5 0 1 1 0 0 1 0
計 2 9 10 100 7 9 2 0 1 6 0 156
割合 1.3% 6.4% 5.8% 0.0% 0.6% 0.0% 100.0%

*複 数回答有

1/2000 1/2500 1/5000 1/20000 1/25000 その他未回答
1

1

0 13

10
10

5.8% 6.4% 64.1% 4.5% 1.3% 3.8%

併用方式適用市町村

1/500 1/1000 1/1500 1/2000 1/2500 1/3000 1/5000 1/100001/20000 計
1万 人未満 2 5 1 3 23 0 4 5 0 2 0 2 47

1万人以上 3 9 1 2 26 0 6 2 1 4 2 0 56
2万 人以上 0 4 1 4 39 1 1 9 1 4 2 1 67
3万 人以上 0 5 5 6 26 0 5 9 3 4 2 1 66
5万 人以上 0 2 1 5 36 0 3 7 1 3 5 1 64
10万人以上 0 0 0 2 23 0 3 7 0 0 6 0 41
20万人以上 1 2 2 3 19 1 2 6 0 2 2 0 40
30万人以上 1 1 3 0 24 2 0 6 0 1 4 0 42
50万人以上 0 2 2 1 4 0 2 1 0 0 2 0 14

計 7 30 16 26 220 4 26 52 6 20 25 5 437
1.6% 6.9% 50.3% 0.9% 5.9% 11.9% 5.7% 1.1% 100.0%

*複数回答有

1/25000 その他未回答

割合 3.7% 5.9% 1.4% 4.6%

その他の内訳

○できるだけ一町一丁目としたため固定していない。
○その他の宅地評価法-1/500～ 1/4500

○路線価図 ・用途区分-不 明
○税務課独自で作ったため、縮尺等ははっきりわからない。

イ 以上 の結 果 か らみ る と、1/2500の 縮 尺 で図面 を作成 してい る団体 が多 く、 これ は、

都 市計 画担 当課で作成 した地 図をベ ー スに図面 を作成 してい る ことと関係 して いる

と思 われ る。 とりわ け市街 地 宅地評価 法適用 市町村 で は、 この傾 向が顕著 に表れ て

い る。 併用 方式 適用市 町村 で は1/2500の 縮尺 で 図面 を作成 して い る団体 も多 いが、

1/10000の 縮尺 で 図面 を作 成 して い る団体 が多 い こと も傾 向 と してあげ る ことが で

きる。
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公開用図面の縮尺

調査団体全体(500団 体)

320(54.0%)

54(9.1%)

39(6.6%)

36(6.1%)

35(5.9%)

109(18.4%)

1/2500

1/10000

1/1000

1/2000

1/5000

その他

市街地宅地評価法適用市町村

(16.7%)

(64.1%)

(1.3%)

(5.8%)

(6.4%)

(5.8%)

1/2500

1/10000

1/1000

1/2000

1/5000

その他

併用方式適用市町村

(19.0%)

(50.3%)

(11.9%)

(6.9%)

(5.9%)

(5.9%)

1/2500

1/10000

1/1000

1/2000

1/5000

その他

-98-



ウ 二 種類 以上 の縮 尺 で図面 を作成 し公 開 してい る団体 の内訳 につ いては、次 の とお

りで あ った。

市街地宅地評価法適用市町村

1万 人

未満

1万 人

以上

2万 人

以上

3万 人

以上

5万 人

以上

10万人

以上

20万人

以上

30万人

以上

50万人

以上
計 割合

1 5001000 1 1
2 10002500 1 1
3 125025005000 1 1

4 15003000 1 1
5 25005000 1 1 2
6 250010000 1 1

計 1 1 1 0 0 2 1 0 1 7

種類縮尺1 縮尺2 縮尺3

14.3%

14.3%
14.3%
14.3%

28.6%

14.3%

100.0%

併用方式適用市町村

1万 人

未満

1万 人

以上

2万 人

以上

3万 人

以上

5万 人

以上

10万人

以上

20万人

以上

30万人

以上

50万人

以上
計 割合

1 500100010000 1 1 1.2%
2 5002500 1 1 2 2.5%
3 50010000 1 1

4 10002000 1 1 2 2.5%

5 10002500 1 1 2 2.5%

6 10005000 1 1 2 2.5%
7 100010000 1 1 1.2%
8 15003000 1 1 1.2%
9 150025000 1 1 1.2%
10 20005000 2 2 2.5%
200010000 1 3 1 1 6 7.4%

12 200015000 1 1 1.2%
13 220010000 1 1 1.2%
14 25005000 1 2 1 2 6 7.4%

15 250010000 1 1 3 5 6 4 4 1 31
16 25001000025000 1 1 1.2%
17 250025000 1 2 3 1 2 1 10 12.3%
18 350010000 1 1 1.2%
19 350022000 1 1 1.2%
20 500010000 1 1 1.2%
21 500020000 1 2 3 3.7%
22 500025000 1 1 2 2.5%
23 1000020000 1 1 1.2%
24 2500050000 1 1 1.2%

計 4 9 15 13 9 8 9 3 81 100.0%

種類縮尺1 縮尺2 縮尺3

1.2%

11

6 38.3%

11

エ 以 上 の結果 か らみ ると、 併用方 式適用市 町村 において二種類 以上 の縮 尺で公 開 し

て い る団体 が多 くみ られ る。 この うち二 種類 の縮尺 につ いては、1/2500と1/10000

の縮 尺 を採 用 して い るケ ースが比 較的多 か った。 これは、市街 地宅地 評価法適 用地

域 で は1/2500、 その他 の宅地 評価 法適用地 域 で は1/10000の 縮 尺を用 いて図面 を作

成 して い る もの と考 え られ る。
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(6)公 開 用図面 の作成 費用

ア 公 開用 の図面 の作成費 用 につ いて調 査 した結果 は、次 の とお りであ った。

調査団体全体(500団 体)
(単位:円)

①
0(無料)

②

100万未満

④

200万 以 上

300万 未 満

⑤
300万以上

500万未満

⑥

500万 以上

1000万 未 満

⑦

1.000万以上

⑧
不明 計

1万 人未満 2 2 1 2 0 0 46 64

1万 人以上 1 15 2 1 1 1 1 48 70

2万 人以上 7 16 2 0 0 0 0 45 70

3万 人以上 1 3 3 2 0 0 42 62

5万 人以上 1 10 9 2 1 0 39 79

10万人以上 1 7 8 5 4 1 0 27 53

20万人以上 1 5 3 2 1 4 0 23 39

0 5 3 1 2 3 3 27 44

0 2 0 1 2 1 5 8 19

計 14 89 33 23 16 11 9 305 500

割合 2.8% 4.6% 2.2% 61.0% 100.0%

③

200万 未 満

11

11

17

30万人以上

50万人以上

17.8% 6.6% 3.2% 1.8%

100万以上

市街地宅地評価法適用市町村

①
0(無料)

②
100万未満

④

200万 以上

300万 未満

⑤
300万以上

500万未満

⑥

500万 以 上

1,000万 未満

⑦

1.000万以上

⑧
不明 計

1万 人未満 0 3 2 0 1 0 0 21

1万 人以上 1 9 2 0 0 1 0 12 25

2万 人以上 0 4 2 0 0 0 0 9 15

3万 人以上 0 1 1 0 0 0 0 9 11

0 5 6 4 1 1 0 11 28

0 2 5 2 2 0 0 21

20万人以上 0 0 1 1 0 0 0 5 7

0 2 1 0 1 0 0 8 12

0 1 0 0 1 1 2 3 8

計 1 27 20 7 6 3 2

割合 0.7% 4.7% 4.1% 55.4% 100.0%

③
100万以上

200万 未 満

15

5万 人以上
10万人以上 10

30万人以上

50万人以上
82 148

18.2% 13.5% 2.0% 1.4%

併用方式適用市町村
(単位:円)

①

0(無料)
② ③

200万 未 満

④

200万 以上

300万 未満

⑤
300万以上

500万未満

⑥
500万以上

1,000万未満

⑦

1,000万以上

⑧
不明 計

1万 人未満 2 8 0 1 1 0 0 31 43

1万 人以上 0 6 0 1 1 0 1 36 45

2万 人以上 7 12 0 0 0 0 0 36 55

1 10 2 3 2 0 0 33 51

1 12 4 5 1 0 0 28 51

1 5 3 3 2 1 0 17 32

1 5 2 1 1 4 0 18 32

0 3 2 1 1 3 3 19 32

0 1 0 1 1 0 3 5

計 13 62 13 8 7 223 352

割合 3.7%

100万未満 100万以上

3万 人以上
5万 人以上

10万人以上
20万人以上

30万人以上

50万人以上 11

16 10

3.7% 17.6% 4.5% 2.8% 2.3% 2.0% 63.4% 100.0%

イ 以上 の結果 か らみ ると、作成費 用が不 明の団体(約60%)が 多 く、有効 回答率

が低 か ったが、 その中で傾 向 を探 ると100万 円未満 の団 体 が約半数 を 占め る。 ま

た、比較 的人 口規模 の大 きい市 町村 ほど作 成費用 がかか る傾 向が み られ る。
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公開用図面の作成費用

調査団体全体(500団 体)

89(17.8%)

33(6.6%)

23(4.6%)

16(3.2%)

14(2.8%)

20(4.0%)

305(61.0%)

②100万 未満

③100万 以上

④200万 以上

⑤300万 以上

①無料

その他

⑧不明

市街地宅地評価法適用市町村

(18.2%)

(13.5%)

(4.7%)

(4.1%)
(0.7%)

(3.4%)

(55.4%)

②100万 未満

③100万 以上

④200万 以上

⑤300万 以上

①無料

その他

⑧不明

併用方式適用市町村

(17.6%)

(3.7%)

(4.5%)

(2.8%)

(3.7%)

(4.3%)

(63.4%)

②100万 未満

③100万 以上

④200万 以上

⑤300万 以上

①無料

その他

⑧不明
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(7)路 線価等 の表 示形態

ア 路 線価 等 の表 示の形 態 は どのよ うな ものか につ いて調 査 した結果 は、次 の とお り

で あ った。

回答内容
1 図面中に路線価等を記入
2 表示台帳と図面を併用
3 表示台帳と路線価等を記入した図面を併用
4 その他

調査団体全体(500団 体)

1(図 面に記入) 2(台 帳と図面) 3(1・2の 併 用) 4(そ の他) 計
1万人未満 27 34 1 2 64

1万人以上 31 4 3 70

2万人以上 16 52 1 1 70

3万人以上 23 37 2 0 62

5万人以上 34 43 1 1 79

10万人以上 29 24 0 0 53

20万人以上 16 21 2 0 39

30万人以上 19 24 1 0

14 5 0 0 19

計 209 12 7 500

割合 41.8%

32

44

50万人以上

272

54.4% 2.4% 1.4% 100.0%

市街地宅地評価法適用市町村

1(図 面に記入) 2(台 帳と図面) 3(1・2の 併 用) 4(そ の池) 計
1万人未満 8 0 0 21

1万人以上 10 12 2 1 25

2万人以上 2 13 0 0 15

3方人以上 4 7 0 0

5万 人以上 13 0 0 28

10万人以上 14 7 0 0 21

5 2 0 0 7

30万人以上 7 5 0 0 12

6 2 0 0 8

計 71 2 1

割合 48.0% 0.7% 100.0%

13

11

15

20万人以上

50万人以上

74 148

50.0% 1.4%

併用方式適用市町村

1(図 面 に記入) 2(台 帳と図面) 3(1・2の併用) 4(そ の他) 計
1万人未満 19 21 1 2 43

1万 人以上 21 20 2 2 45

2万人以上 14 39 1 1 55

3万 人以上 19 30 2 0 51

5万人以上 19 30 1 1 51

10万人以上 15 0 0 32

20万人以上 11 19 2 0 32

30万人以上 12 19 1 0 32

8 3 0 0 11

計 138 198 6 352

割合 1.7%

17

50万人以上

10

39.2% 56.3% 2.8% 100.0%

その他の内訳
○未回答 ○表示台帳と図面を併用し、ディスプレイ上でも見れる。
○図面中に路線価等を記入したものとパソコン地図情報に路線価を表示
○路線番号、状況類似番号、状況類似界、路線形状

イ 以上 の結果 か らみ る と、市街地 宅地評 価法適 用市町村 で は、 図面中 に路線 価等 を

記 入 して い る市町村 と表 示台 帳 と図面 を併用 して いる市 町村 の割 合が多 い傾 向が み

て とれ る。 また、市 街地 宅地 評価法適 用市町 村の うち人 口規模 の大 きい市 町村 は、

図面 中 に路 線価等 を記 入 して公開を して い る割 合が高 くな ってい る。
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路線価等の表示形態

調 査団体全体(500団 体)

19(3.8%)

209(41.8%)

272(54.4%)

図面に記入

台帳 と図面

その他

市街地宅地評価法適用市町村

(2.0%)

(48.0%)

(50.0%)

図面に記入

台帳 と図面

その他

併用方式適用市町村

(4.5%)

(39.2%)

(56.3%)

図面に記入

台帳と図面

その他
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(8)図 面作 成 に当 た って の工 夫 点、留意 点等

図面 作成 に当た って工 夫 した点、留 意点 につ いて意見 を求 め た ところ、次 の よ う

な意 見 が よせ られた。

○公開用図面を製本 して見やすくした。

○公開用と内部事務用の二種類の図面を作成 した(一 部の団体は、内容の異なる図

面 を作 成 して い る)。

○税務署の財産評価基準書の路線価図と様式を同じにした。

○公開用図面の索引図、索引簿を作成 した。

○公 開用 図面 に表示 す る路 線価 、用途地 区 区分の数字 の大 きさ、字体 、路線価 線の

太 さを変 え た り数 字、線 、 文字 の配色 を変 え るな ど工夫 し見やす く した。

○公開用図面の路線番号に表示内容が判断できるような意味を持たせるなどした。

○ 目標 物(公 共施設 等)を で きるだけ多 く掲 載 した。

○ 公 開用図 面 に隣接 す るペ ー ジのペ ー ジ番 号を記載 した。

○公開用図面の図切りを住宅地図と同様にした。

○ 公 開用 図面間 の接合部 分 につ いて路線 デー タを双 方2～3㎝ 程度 ラ ップ して表示

した。

○全区役所に全市の公開用図面を配備 した。

○公 開 には、 おのず と公 開に適 した縮 尺 の図面 が必 要 とな るの で、結果 的に見 た 目

にわか りや すい縮尺 の 図面 を作成 した。

○公 開用 図面 の毀 損等 を 防 ぐため、1面 づ つ ビニール に入 れ フ ァイ リング した。

○時点 修正 や平成10年 度 に も使 え るよ うに図面 をマ イラー化 した。

○図面境で路線が分断される場合、手作業により路線番号を表示 した。
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(9)公 開用図 面 の写 しの提供

ア 公 開用 の 図面の コ ピーの提供 を求 め られた場合 の対 応 につ いて調 査 した結 果 は、

次の とお りであ った。

回答内容
1 固定資産税担当課においてコピーを提供 している
2 他の課(情 報公開 ・広報関係など)に おいてコピーを提供している。
3 コ ピーの提供は行 っていない。

4 その他

調査団体全体(500団 体)

1(固 定) 2(他 課) 4(そ の他) 計
23 0 40 1 64

24 0 46 0 70

21 1 0 70

16 1 44 1 62

20 7 52 0 79

32 1 53

2 7 30 0 39

5 28 0 44

2 9 6 2 19

計 123 46 326 5 500

24.6% 9.2% 65.2% 1.0% 100.0%

3(提 供 しない)

1万人未満
1万 人以上

2万 人以上

3万 人以上

5万 人以上

10万人以上 10 10

20万人以上

30万人以上 11

50万人以上

割合

48

市街地宅地評価法適用市町村

1(固 定) 2(他 課) 4(そ の他) 計
1万 人未満 9 0 0 21

1万人以上 9 0 16 0 25

2万 人以上 5 0 10 0 15

3 0 8 0 11

7 5 16 0 28

4 6 0 21

0 1 6 0 7

1 3 8 0 12

0 4 2 2 8

計 38 19 2

1.4% 100.0%

3(提 供 しな い)

12

3万 人以上

5万 人以上

10万人以上 11

20万人以上

30万人以上

50万人以上

89 148

割合 25.7% 12.8% 60.1%

併用方式適用市町村

1(固 定) 2(他 課) 3(提 供 しな い) 4(そ の他) 計
1万 人未満 14 0 28 1 43

15 0 30 0 45

16 1 38 0 55

13 1 36 1 51

13 2 0 51

6 4 21 1 32

2 6 0 32

4 8 20 0 32

2 5 4 0

計 85 27 3 352

1万 人以上

2万 人以上
3万 人以上

5万 人以上 36

10万人以上

20万人以上 24

30万人以上

50万人以上 11

237

割合 24.1% 7.7% 67.3% 0.9% 100.0%

その他の内訳

○未回答 ○閲覧者本人にコピーをお願いしている。

○納税者への評価説明資料としては固定資産説担当課で提供し、納税者以外へのコピー対応について

は情報公開担当課で対応している。

イ 以上 の結 果 か らみ る と、公開 用の図面 の コピーの提供 を して いない団体が326

団 体(約65%)と 多数 を 占めて い る。 コ ピーの提供 を してい る団体 の うち人 口規

模 の小 さい市 町 村 は、固定 資産 税担 当課 におい て コピーを提供 してい る割 合が高 く、

一 方
、 人 口規模 の大 きい市 町村 ほど、情 報 公開担 当課等 で コ ピーを提供 して いる割

合 が高 くな ってい る。
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公開用図面の写 しの提供

調査団体全体(500団 体)

5(1.0%)

123(24.6%)

46(9.2%)

326(65.2%)

固定資産税担当課で提供

他の課で提供

提供 しない

その他

市街地宅地評価法適用市町村

(1.4%)

(25.7%)

(12.8%)(60.1%)

固定資産税担当課で提供

他の課で提供

提供 しない

その他

併用方式適用市町村

(0.9%)

(24.1%)

(7.7%)

(67.3%)

固定資産税担当課で提供

他の課で提供

提供 しない

その他
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ウ コ ピーの提供 を して い る場合 の料金 の徴収 の有無 につ いて調査 した結果 は、次 の

とお りで あ った。

回答内容
1 有料で提供している。
9 無料で提供している
3 その他(固定資産税担当課で提供するときは無料、情報公開担当課で提供するときは有料。)
4 未回答

コピーの提供をしている団体(172団 体)

1(有 料) 2(無 料) 3(そ の他) 4(未 回 答) 計
1万 人未満 17 6 0 0 23

1万 人以上 19 4 0 1 24

2万 人以上 18 4 0 0 22

3万 人以上 12 5 0 0

5万 人以上 24 3 0 0 27

10万人以上 16 5 0 0 21

20万人以上 9 0 0 0 9

30万人以上 1 0 0 16

50万人以上 0 2 0 13
計 141 28 2 1 172

割合

17

15

11

82.0% 16.3% 1.2% 0.6% 100.0%

市街地宅地評価法適用市町村

1(有 料) 2(無 料) 3(そ の他) 4(未 回 答) 計
1万 人未満 7 2 0 0 9

1万 人以上 6 3 0 0 9

2万 人以上 4 1 0 0 5

3万 人以上 2 1 0 0 3

12 0 0 0 12

10万人以上 7 3 0 0

20万人以上 1 0 0 0 1

30万人以上 4 0 0 0 4

50万人以上 4 0 2 0 6

計 47 10 2 0 59

割合 79.7% 16.9% 0.0% 100.0%

5万 人以上

10

3.4%

併用方式適用市町村

1(有 料) 2(無 料) 3(そ の 他) 4(未 回 答) 計
1万 人未満 10 4 0 0 14

1万 人以上 13 1 0 1 15

2万 人以上 14 3 0 0 17

3万 人以上 4 0 0 14
5万 人以上 12 3 0 0 15

10万人以上 9 2 0 0

20万人以上 8 0 0 0 8
30万人以上 1 0 0 12

50万人以上 7 0 0 0 7

計 94 18 0 1 113

割合 15.9% 0.0% 0.9% 100.0%

10

11

11

83.2%

エ 以 上 の 結果 か らみ る と、 公 開用 図面 の コ ピーを提供 して い る172団 体 の うち

141団 体(82%)が 料 金 を徴収 して い る。

また、人 口規 模別 でみ る と、 人 口規模 の小 さい市 町村 ほ ど、料 金を徴収 して いな

い割合 が高 い。
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料金の徴収の有無

コピーの提供をしている団体計

1(0.6%)

141(82.0%)

28(16.3%)

2(1.2%)

有料

無料

その他

未回答

市街地宅地評価法適用市町村

(3.4%)

(79.7%)

(16.9%)

有料

無料
その他

併用方式適用市町村

(0.9%)

(83.2%)

(15.9%)

有料

無料

未回答
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3ま と め

本年 度 にお いて は、 アンケー ト調査 によ り、 路線 価 等の公 開用 図面の作 成方法 、規格 、

縮 尺 等に 関す る 実態を把握 し、 その傾 向について 整理 ・分析 を行っ たとこ ろであ るが 、

そ の結 果をま と める と 次表の よう にな る。

調 査 項 目 多数の団体が採用している方法

①路線価等の公開方法 図面による公開

②公開用図面の作成 民間業者に委託して作成。ただし、人口規模の小さい

市町村では、市町村内部で作成する割合が若干高くな

る。

③公開用図面の基図 都市計画担当課又は固定資産税担当課が作成した図面

④公開用図面の規格 定型 サイ ズで はA判 で 作成。 主にA0判 ～A3判 。

定形 サイ ズ 以外で はA0～B2の 大 きさで 作成。

⑤公開用図面の縮尺 1/2500の 縮 尺で 作成

併用 方式適用 市 町村で は、

市街 地宅地 評価 方法適 用地域 …1/2500

そ の他 の宅地評価 法適 用地域 …1/10000

と評価 方法 によって2種 類の縮 尺を使 用して いる。

⑥公開用図面の作成費用 作成 費用が判 明して いる 団体 のうち 、半数 は100万

円以 下。 ただ し、 作成費用 は人 口規模 の大き さに比例

して 高額 となる 。

⑦路線価等の表示形態 市街地宅地評価法適用市町村では、台帳と図面を併用

している市町村と図面に記入している市町村とは、ほ

ぼ同数であるが、併用方式適用市町村では、台帳と図

面を併用している市町村の割合が高い。

⑧図面作成に当たっての工

夫点、留意点等

公開用 図面の公 開 に 当たり 、納税者 が 見やすい 又は分

かりやす いとい う観 点か ら、工夫 、留意 等行っ ている

市町村 が多い。

⑨公開用図面の写しの提供 2/3の 市町村 では対応 して いな い。

提 供して いる 団体は 、

人 口規模 の小 さい 団体 …固定資産 税担 当課

人 口規模 の大き い 団体 …情 報公 開 ・広報 担 当課

で対応 して いる。

また 、提 供してい る 団体の8割 以 上は、料 金を徴 収し

ている 。
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路線価 等の公 開につい ては、85ペ ージ の概 要で 述べた とお りであり 、公 開が 円滑 に

行 われる よう室長 通知で 具体的 な取り扱 い が示され たとこ ろである 。今 回、こ の通知 に

おい て市 町村の 実情に 即して対応 する こと とされて いる項 目(例 え ば、 図面 の種 類や 作

成 方津等)に つい て調 査した結 果は前 述の とおりであ る。各 市 町村 にお いて は、路線価

等 の公 開の趣 旨、 目的 等を踏ま え、納税 者 の固定資 産税 に対す る理 解 の促 進を 図るとい

う点 を念頭 におい て、今 後とも 路線価 等の公 開 につ いて より一層 の 工夫が望 まれ る。
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自治 評 第25号

平 成7年9月8日

各 道 府 県 総 務 部 長

東京都総務 ・主税局長
殿

自治省税務局資産評価室長

平成9年 度 にお け る路線 価 等 の公 開 について

路線 価等の公開について は、平成3年1月25日 閣 議 決定 され た 「総合土地政

策推 進 要綱 」の趣 旨を踏 まえ、 国定資産税 の信頼を一層確保するた めに、平成3

年度 の評 価替 え以 降 、 計 画 的拡 大が図 られていますが、 平成9年 度 の評 価替え に

お い て は、 可 能 な限 り全路線価等の公開を行 うことと しています。

つ きま しては 、下記の事項に留意の うえ、路線価等 の公開が円滑 に行われるよ

う、管下市町村の御指導方よろしくお願 いいた します.

記

1.公 開 の 目的

固定 資 産 税 の評 価 につ い て、路線価等 を公開す ることによ り、納税者の評価に

対す る理解 と認識 を深め、 信頼確保 に努め るとともに、市町村間の評価の均衡化
・適正化 に資す る。

2.公 開 の対 象 範 囲

(1)公 開 の対 象 地 目 宅地

(2)公 開 の対 象 範 囲

可 能 な限 り、「 市 街 地宅地評価法」の地 区にあ っては全ての路線価を、

「その他の宅地評 価法」の地区 にあっては全ての標準宅地 に係る単位地積当

た りの価格を公 開す る。

(3)公 開 の対 象 者 納税 者以 外 も含 め広 く公開す る。

3.平 成9年 度 の 公 開 の 方 法等

(1)図 面 によ る公 開 を原 則 とす る。 なお、市町村 の実質上 の対応 を勘案 して、

平成5年11月25日 付 自治 評第41号 にお いて 指 示 した標 準 表 示方法例に

準 じた表示 台帳 と市町村内でのその路線価等を示す図面 によることもできる

もの とす る。

(2)使 用 す る図 面 は、 そ の所 在が わ か るよ うに町丁 名、主要施設等を明示する。

(3)路 線 価 等 の 公 開 資料(図 面 及 び表 示 台帳 等,)は 、 市 町村 に備 え付 け、 一般

に公 開 す る。
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(4)公 開 項 目は 次 の と お り と す る。

市街地宅地評価法

全路線価

用途区分

主要な街路

そ の他の宅地評価法

標準宅地の単位地積当た り価格

利用状況による地区区分

標準宅地

(注)・ 個 人 のプ ラ イバ シー の保 護 に配慮 しつつ、必要に 応 じてその他の

事項 につ いて も記載す ることが望 ましい。
・公開 に使用す る図面 の種類、縮尺等及び公開項 目の表示方法(路

線 価 又 は単 位地 積 当 たり 価 格 の表示単位、 用塗地区の 表示方法等)

につ いて は市 町村 の実 状に 即 して対応することとす る。
・標準宅地の表示 につ いては、具体的 な表 示は避けるもの とする 。

.4.公 開 の 時 期

・公 開は遅 くとも課税台 帳の縦覧 後の平成9年4、5月 中 に開始す るこ と

とす る。
・縦 覧時 において、納税者等関係者 に対す る説明資料 として も活用できるよ

うに公開資料 を準備する ことが望 ま しい。

5.そ の他

参 考 まで に路線 価等 の 公開 方法の一例 を示す と、 別紙 の とお りである。
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<参 考>

路線価等公開方法 の例

(1)市 街地 宅 地 評 価 法の 図 面 のみ によ る公開例

(2)市 街地 宅 地 評 価法 の 図面 及 び 表示 台帳 による公開例

(3)そ の他 の 宅地 評 価 法 の図 面 及 び表 示 台帳 による公開例
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(1)市 街 地 宅 地評 価 法 の 図 面 のみ に よ る公開例

地図番号□-□ ○○市△△1丁 目付近, (単位:円)

用途地区区分

A:普 通商業地区

B:併 用住宅地区

C:普 通住宅地区

主要な街路

その他の街路

D:

1,000,000A

↑ ↑

路 線 価 用 途 地 区 区 分
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(2)市 街地 宅 地 評 価法 の 図面 及 び 表示 台帳 によ る公開例

地図 番号1-1 ○○市□□3丁 目付近

路線価線

※(路 線価線の番号と台帳番号とを突き合わせて路線価を表示)

(例)① 一1

↑ ↑

主要な街路の番号 主要な街路から比準 したその他の街路の番号
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路線価表示台帳

路線価番号

①

①-1

①-2

①-3

①-4

②

②-1

②-2

②-3

②-4

③

③-1

③-2

③-3

③-4

③-5

③-6

④

④-1

④-2

④-3

④-4

④-5

⑤

⑤-1

⑤-2

⑤-3

⑤-4

⑤-5

主要な街路

○

○

○

○

○

路線価(円/㎡)

100,000円

110,000円

110,000円

98,000円

99,000円

90,000円

89,000円

90,000円

89,000円

88,000円

70,000円

72,000円

73,000円

65,000円

71,000円

68,000円

66,000円

50,000円

38,000円

52,000円

50,000円

53,000円

51,000円

45,000円

48,000円

46,000円

46,000円

47,000円

48,000円

用途区分

普通商業

普通商業

併用住宅

普通住宅

普通住宅

地図番号

1-1

1-1

1-1

1-1

1-1
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(3)そ の 他 の 宅地 評 価 法の 図 面及 び表 示 台帳 による公開例

※(図 面 又 は表 示 台帳 に利 用 状 況 による地区区分を表 示する。)
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表示台帳

連番

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

⑫

⑬

⑭

基準地

○

公 開 地 点 の 所 在

大字○○字△△□□ 役場付近

大字○○字△△□□ 消防署付近

大字○○字△△ 公民館付近

大字○○字△△ ○○付近

大字○○字△△ ○○

大字○○字△△ ○○通り

大字○○字△△ ○○

商業地区

〃

住宅地区

散在地区

散在地区

集落地区

散在地区

価格(円/㎡)

30,000

20,000

10,000

5,000

2,000

8,000

3,000
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Ⅳ 登記所の登記 と市町村への通知の改善 に関する調査研究
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1登 記所の登記と市町村への通知

(1)概 要

① 固定資産税は、いわゆる台帳課税主義によっており、市町村に備える固定資産課税

台帳に基づいて課税される。市町村は、固定資産の状況及び固定資産税の課税標準額

となる価格を明らかにするために固定資産課税台帳を備えなければならないとされて

おり、地方税法第381条 において固定資産課税台帳の登録事項が定められている。

同条によれば、土地課税台帳又は家屋課税台帳には、不動産登記法第78条 や 同法第

91条 の規定により土地登記簿又は建物登記簿に登記する事項や所有者等が登録事項

として規定されている。

地方税法第382条 第1項 において、「登記所は、土地又は建物の表示に関する登

記をしたときは、10日 以内に、その 旨を当該 土地又は家屋の所在地の市町村長に通

知しなければならない」とされており、第2項 において、「所有権、質 権もしくは百

年より永い存続期間の定めのある地上権の登記又はこれらの登記の抹消、これらの権

利の登記名義人の表示の変更登記若しくは百年より永い存続期間を百年より短い存続

期間に変更する地上権の変更の登記をした場合に準用する」とされている。また、第

3項 において、「市町村長は、第1項 、第2項 の規定によって登記所からの通知を受

けた場合においては、遅滞なく、固定資産税の土地課税台帳又は家屋課税台帳に記載

し、又はこれに記載された事項を訂正しなければならない。」と規定されている。

現在、この登記所からの通知については、書面によって行われているため、登記所

からの通知漏れや通知書の記入誤り等について、市町村から改善意見が聞かれるとこ

ろである。

② 登記所においては、登記事務の円滑化を図るため、登記事項を登記ファイルという

磁気ファイルで記録できるよう、昭和60年7月1目 から電子情報処理組織による登

記事務の円滑化のための措置等に関する法律が施行され、同法第5条 の規定を受けて

昭和63年7月1日 から不動産登記法及び商業登記法等の関係法令が改正された。

これにより、全国の登記所において、登記事務処理へのコンピュータ導入化(以

下 「電算 化」という。)が 進 められているところであり、現状においては、全国約

1,000の 登記所のうち、200を 越える登記所において電算化が完了している。
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こうした流れを背景として、市町村から通知後の土地課税台帳及び家屋課税台帳へ

の入力作業の省略による事務の軽減化及び入力ミスの防止等を図るため、土地及び家

屋の登記済情報及び変更情報について、磁気テープ等による市町村への提供が可能と

なるよう、改善することが要望されている。

1

(2)調 査の目的等

現在、登記所の電算化への移行作業が進んでおり、これに伴い登記所から市町村へ

の通知が、従来とは変化してきている。

登記所の電算化が終了している(以 下「電算化終了」という。)登 記所からの通知

は、全国一律の様式によって打ち出したものとなっている。しかし、登記所の電算化

が終了していない(以 下「電算化未 了」という。 登記所からの通知については、不

動産登記事務取扱手続準則に定める附録様式又はこれに準ずる様式により通知するこ

ととされているものの、その態様は各登記所において様々であると考えられることか

ら、登記所からの通知のあり方等について調査・研究を行う必要性が生じている。

そこで本委員会においては、登記所からの通知に関する市町村の事務処理の実態を

把握するため、次の各項目について調査を実施することとしたものである。

① 登記所からの通知の内容には、現在どのようなものが含まれているか。

② 登記所と市町村の通知の収受について、どのような方法で、また、どれくらいの

頻度で行われているか。

③登記 所からの通知漏れに際して、どのような対策を講じているか。

④ 登記所の電算化終了後において通知の内容にどのような変更があったか。

⑤ 将来、磁気媒体で通知を受けられるようになった場合 、どのような媒体による通

知を希望するのか。また、通知の内容としては、どのようなものを希望するのか。

⑥ 登記所からの通知に関する要 望 ・問題点は何か。
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(3)調 査 方法

今 回、登 記 所か らの通 知の 実態 を把握す るた め、全 国3,233団 体 中(東 京 都を含

む。 以下 同じ)、500団 体 を抽 出し、 上述の 各項 目について アンケ ート調 査を行 っ

た 。こ れ らの抽 出に 当た って は、人 口規模 別、 地域別 にある程 度ば らつき が出るよう

行 った 。

また 、本 調 査は、 電算 化終 了ある いは 電算化未 了の 市町村で 通知の 内容等 にどのよ

う な相 違 がある のか を把握 する た め、 両者 の 団体数が ほぼ 同数 になる よう抽 出してお

り 、こ の 両者 の調査 結果 を比 較 ・検 討する こと により 、今後 の登記所 からの 通知のあ

り方 等 について の研 究材 料 に資するも ので ある。

具 体的 な調 査団 体数 の 内訳 は、 次表 のとおりで ある。

人 口

1万 人未満

1万 人 以上

2万 人以上

3万 人以上

5万 人以上

10万 人 以上

20万 人 以上

30万 人 以上

50万 人 以上

合 計

電算化終了の市町村

31団 体

33

34

34

49

25

13

16

14

249団 体

電算化未了の市町村

33団 体

37

36

28

30

28

26

28

5

251団 体

合 計

64団 体

70

70

62

79

53

39

44

19

500団 体
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2調 査結果

(1)登 記 所か らの通 知の 内容

ア 通知される項 目

登記 所か ら の通知 の 内容 につい て は、不動 産登記事 務取扱 手続 準則に 附録 様式 が

定め られて おり 、登記 所は 同様 式又 はこ れ に準ずる様 式 によって通 知をす るも の と

されて いる が、 具体 的に通 知の 中に どのような 項 目が含 まれて いる かについ て調 査

を行っ た ところ 、以 下のよ うな結 果 とな った。

登記所からの通知の内容

(項目)

①登記権利者の住所氏名

②登記義務者の住所氏名

③受付の 日付

④登記原因とその 日付

⑤登記の 目付

⑥土地又は建物の所在地番

⑦地 目

⑧地積

⑨家屋番号

⑩家屋の種類

⑪家屋の構造

⑫床面積

⑬公図の写 し

⑭地積測量図

⑮建物図面(各 階平面図)

⑯その他

電算化終了の市町村

団体数(249団 体中の割合)

249(100.0%)

248(99.6%)

238(95.6%)

249(100.0%)

190(76.3%)

249(100.0%)

249(100.0%)

249(100.0%)

248(99.6%)

248(99.6%)

248(99.6%)

248(99.6%)

132(53.0%)

220(88.4%)

221(88.8%)

32(12.9%)

電算化未 了の市町村

団体数(251団 体中の割合)

合 計
団体数(500団 体中の割合)

251(100.0%) 500(100.O%)

245(97.6%) 493(98.6%)

227(90.4%) 465(93.0%)

251(100.0%) 500(100.0%)

222(88.4%) 412(82.4%)

251(100.0%) 500(100.0%)

251(100.0%) 500(100.0%)

251(100.0%) 500(100.0%)

249(99.2%) 497(99.4%)

249(99.2%〉

250(99.6%)

250(99。6%)

497(99.4%)

498(99.6%)

498(99.696)

141(56.2%) 273(54.6%)

218(86.9%) 438(87.6%)

226(90.0%) 447(89.4%)

20(8.0%) 52(10.4%)

(注)⑯ そ の他 は、① ～⑮ 以外 の項 目につ いて通知 を受 けてい る団体 数で あ り、

そ の主 な項 目につい て は、以 下 の とお りで ある。

その他の内訳

○登記申請書の写し(副 本)

○登記済通知作成 日付

○共有者持分割合

○登記申請の日付

○建物位置図

○地目の変更年月 目

○敷地権の表示

○登記済通知一覧表

○登記の目的

○受付番号

○代理人の住所 ・氏名

○土地又は建物の所在図

○実地調査書

○建物の新築 ・滅失年月日
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電算化終了の市町村(249団 体中の割合)

100.0%

80.0%

60.0%

40.0%

20.0%

0.0%

①権利者等 ③受付日付
②義務者等

⑤登記日付
④登記原因 ⑥所在地番

⑦地目
⑧地積
⑨家屋番号
⑩家屋種類
⑪家屋構造 ⑬公図写し

⑫床面積
⑮建物図面

⑭測量図 ⑯その他

電算化未了の市町村(251団 体中の割合)

100.0%

80.0%

60.0%

40.0%

20.0%

0.0%

①権利者等 ③受付日付
②義務者等

⑤登記日付
④登記原因 ⑥所在地番

⑦地目
⑧地積
⑨家屋番号
⑩家屋種類
⑪家屋構造 ⑬公図写し

⑫床面積
⑮建物図面

⑭測量図 ⑯その他

合 計

100.0%

80.0%

60.0%

40.0%

20.0%

0.0%

①権利者等 ③受付日付
②義務者等 ④登記原因 ⑥所在地番 ⑧地積

⑨家屋番号 ⑪家屋構造
⑩家屋種類

⑬公図写し
⑫床面積

⑮建物図面
⑭測量図 ⑯その他
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イ 標準的な通知内容

電算化終了・電算化未了の市町村に対する,通知内容を各項自ごとにみでみると、

通知を受けている団体の割合については、若干の 差異はあるが、両者はほぼ同じ割

合となっている。

例えば、電算化終了・電算化未了の市町村に共通して全ての団体が通知を受けて

いる項目は、①登記権利者の住所・氏名、②登記原因とその日付、⑥土地又は建物

の所在地番、⑦地 目、⑧地積であり、また、数団体を除いて、ほぼ共通して通知を

受けているものについては、②登記義務者の住所・氏名、⑨家 屋番号、⑩ 家屋の種

類、⑪家屋の構造、⑫床面積がある。これらの項目は、 固定資産税課税・評価事務

を行うに当たって、必要不可欠な内容であることから、電算化終了・電算化未了の

市町村に共通して通知を受けている割合が高くなっているのではないかと考えられ

る。

ただし、項目の中には電算化終了・電算化未了の市町村の如何に関わらず、通知

がなされていないものも多く見受けられる。例えば、⑬公図の写し、⑭地積測量図、

⑮建物図面(各 階平面図)と いった 図面類については、通知を受けている割合が低

く、電算化終了・電算化未了の市町村ともほぼ同じ割合となっている。これら図面

類は、市町村への通知には別途添付しなければならないものであると考える。
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(2)通 知 の収 受等

地方税 法 の規 定で は、 「登 記 所は、 土地又 は建物 の表示 に 関す る登記 をした とき は、

10日 以 内 に、そ の 旨を 当該 土 地又は 家屋の所 在 地の市 町村長 に通知しな けれ ばな ら

な い 」 とされ てい る。た だし 、 実際の 通知の収 受 について は、通知 の遅滞 や通知漏 れ

がある た め 、市町村 の 課税事 務 に支障 を来して いる場 合もあ る。

登 記所 と 市町村 との 通知 のやり とり 、通知 の収受 方法、通 知の頻 度につ いて調査 を

行 った とこ ろ 、以下 の ような 結果 となっ た。

ア 通知のや りとり

登記所 との通知のや りとり

①登記所と市町村が直接行う

②都道府県税事務所 ・税務署を経由して通知される

③管轄の市町村が代表して受け取る

合 計

電算化終了の市町村
242

6

1

249

(97.2%)

(2.4%)
(0.4%)

(100.0%)

電算化未了の市町村
248

2

1

251

(98.8%)

(0.8%)

(0.4%)

(100.0%)

合 計
490

8

2

500

(98.0%)

(1.6%)

(0.4%)

(100.0%)

イ 通知の収受方法

通知の収受の方法
①登記所に行き受け取る

②登記所から送付される

電算化終了の市町村
236

7

(94.8%)

(2.8%)

電算化未了の市町村
227

21

(90.4%)

(8.4%)

合 計
463

28

(92.6%)

(5.6%)
③都道府県税事務所 ・税務署を経由して受け取る

④登記所に行き、異動分を閲覧する

合 計

6

0

249

(2.4%)

(0.0%)

(100.0%)

2

1

251

(0.8%)
(0.4%)

(100.0%)

8

1

500

(1.6%)

(0.2%)

(100.0%)

ウ 通知の収受の頻度

収受の頻度
①1週 間以内に1度

②10日 に1度

③2～3週 問に1度

④1ヶ 月に1度

⑤2か 月に1度

⑥3か 月に1度

⑦その他

電算化終了の市町村
11

37

21

168

4

1

7

(4.4%)

(14.9%)

(8.4%)

(67.5%)

(1.6%)

(0.4%)

(2.8%)

電算化未了の市町村
12

29

15

185

6

0

4

(4.8%)

(11.6%)

合 計
23

66

(4.6%)

(6.0%)

(73.6%)

(2.4%)

(1.6%)

36

353

合 計

10

1

11

(13.2%)
(7.2%)

(70.6%)

(2.0%)

(0.2%)

249 (100.0%) 251 (100.0%) 500

(2.2%)

(100.0%)
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ア 通知 のや り とり

電算化終了の市町村

②(2.4%)
③(0.4%)

①(97.2%)

①登記所 と市町村が直接行う

②都道府県税事務所 ・税務署を経由して通知 される

③管轄の市町村が代表 して受け取る

電算化未了の市町村

②(0.8%)
③(0.4%)

①(98.8%)

①登記所と市町村が直接行 う

②都道府県税事務所 ・税務署を経由して通知される

③管轄の市町村が代表して受け取る,

合 計

③(0.4%)

②(1.6%)

①(98.0%)
①登記所 と市町村が直接行 う

②都道府県税事務所 ・税務署を経由して通知される

③管轄の市町村が代表 して受け取る
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イ 通知の収受方法

電算化終了の市町村

③(2.4%)

②(2.8%)

①登記所に行き受け取る

②登記所から送付される

③都道府県税事務所 ・税務署を経由して受け取る
①(94.8%)

電算化未了の市町村

③(0.8%)

④(0.4%)

②(8.4%)

①(90.4%)

①登記所に行き受け取る

②登記所から送付される

③都道府県税事務所 ・税務署を経由して受け取る

④登記所に行き、異動分を閲覧する

合 計

③(1.6%)

④(0.2%)

②(5.6%)

①(92.6%)

①登記所に行き受け取る

②登記所から送付される

③都道府県税事務所 ・税務署を経由して受け取る

④登記所に行き、異動分を閲覧する
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ウ 通知の頻度

電算化終了の市町村

⑦(2.8%) ①(4.4%)

⑥(0.4%)

⑤(1.6%)

④(67.5%)

②(14.9%)

③(8,4%)

①1週 間以内に1度

②10日 に1度

③2～3週 間に1度

④1ヶ 月に1度

⑤2か 月に1度

⑥3か 月に1度

⑦その他

電算化未了の市町村

⑦(1.6%) ①(4.8%)

⑤(2.4%)
②(11.6%)

④(73.6%)

◎(6.0%)

①1週 間以内に1度

②10日 に1度

③2～3週 間に1度

④1ヶ 月 に1度

⑤2か 月 に1度
/

⑦その他

合 計

⑦(2.2%) ①(4.6%)

⑥(0.2%)

@(2.0%)

④(70.6%)

②(13.2%)

③(7.2%)

①1週 間以内に1度

②10日 に1度

③2～3週 間 に1度

④1ヶ 月に1度

⑤2か 月に1度

⑥3か 月に1度

⑦その他
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エ 現在の通知の収受方法に関する問題点

通知の収受に関する調査結果をみると、市町村と登記所が直接通知のやりとりを行

い、1か 月に1度 、市町村が赴き通知を受け取るというのが一般的である。

9割 以上の市町村は、登記所に赴き通知を受け取っており、登記所からの郵送は全

体でわずかに5.6パ ーセントにすぎない。中には都道府県税事務所又は税務署を経

由して通知されるという市町村も見受けられた。

現在の収受に関する問題点として、回答のあった主なものについては以下のとおり

であった。

○ 登記所から直接郵送すべきである。

○ 郵送されないため、登記所に受け取りに行かなければならない。

○ 登記所が遠隔地にあるため、なかなか取りにいけないことから、郵送することは

できないか。

○ 登記所が行っている管内市町村分の仕訳に誤りがあり、通知漏れにつながる。

○ 収受件数が不明であるため、相互の収受簿が必要ではないか。

○ 登記所に行き受け取るだけなので、通知漏れが把握できない。

○ 都道府県税事務所又は税務署を経由して通知されるため、当該市町村への通知に

時間がかかる。
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(3)通 知漏れ

ア 通知漏れ防止の対策

登記所からの通知漏れを防ぐため、市町村は何か対策を講じているか否かについ

て調査したところ、以下のような結果となった。

①はい

②いいえ

合 計

電算化終了の市町村
62 (24.9%)

電算化未了の市町村
81 (32.3%)

187

249

合 計
143 (28.6%)

(75.1%)

(100.0%)

170

251

(67.7%)

(100.0%)

357

500

(71.4%)

(100.0%)

電算化終了の市町村

①(24.9%)

①はい

②いいえ

②(75.1%)

電算化未了の市町村

①(32.3%)

②(67.7%)

合 計

①(28.6%)

① はし・

②い いえ

②(71.4%)
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イ 通知漏 れ 防止 の 具体的 方法

上記 の結 果 のとお り、登 記所 か らの通知漏 れ を防ぐ ため に対策を 講じてい る 団体

はあま り 多くな く 、わず か全 体の28.6パ ーセ ント にすぎな かった 。

通知漏 れ 防止 の対 策を講 じて いる 団体 に対し 、その 具体的な 方法 について 調査 し

た とこ ろ 、回答 があっ た 主なも の についで は以 下の とおりであ った。

○ 登 記 所か ら通 知書 とそ の一覧表 を受 け取り 、これ らの照 合を行 っている 。

○ 登記 申請 書を マイク ロ撮 影し 、通知 書と の照合を 行っでい る。

○ 通知 書 の受付 番号 をリス トア ップ し 、登 記所の 申請書綴 りと の照合を行 って い

る。

○ 通 知 書 と登記 簿と の照 合を行 ってい る。

○ 区分 所 有のマ ンシ ョン 等 について は、登 記簿 の閲覧を行っ て いる。

○ 登 記簿 を閲 覧し 、課税 台帳 との 全筆照合 を行っ ている 。

○ 不 動産 取得税 の課 税 資料 との照 合を行っ ている 。

以上 のよ うな 照合 作業 をど のくらいの 間隔で行 ってい るか について は、 異動 のあ

っ た も の の照合 作業 は、 通 知ご と に行 ってい たり 、1か 月から1年 単位 で行 うな ど、

様々 な 回答 が市 町村 から 寄せ られた。 また 、台帳 と登記 簿との 全筆照合 を行 うとし

た 市町 村 につい て は、これ ら の作業 にかな りの 時間を要 するこ とか ら、3年 に1度

(特 に評価 替 え年度 の前 年度)や5～6年 に1度 といっ たある 一定期 間をおいて 行

って い ると いう 回答 が 多く見受 けら れた。

さ ら に 、調 査 結 果 か ら、 電 算 化終 了の登 記 所 か ら通 知を 受 けて い る市 町 村よ り

も 、 電 算 化 未 了の登 記 所 か ら通 知 を受 けてい る 市 町村 の 方 が、 通知 漏れ 防止 の対

策 を行 って いる 割 合がや や多 かった(電 算 化終 了24.9パ ー セン ト、電 算化未 了

32.3パ ーセ ン ト)。 これ につい ては 、電算 化終 了の登記所 か ら通 知を受 けてい

る 市 町村 から の次 のよう な意 見がみ られた 。

○ 登 記所 の電 算化 が終 了する まで は、通 知 と登記所 の 申請 書綴り との照 合を行 っ

てい た が、登 記所 が電 算化し たた め、今 後は 省略で きる と考えて いる。
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(4)登 記 所が進 めて いる 電算化 及びそ の終 了後の通 知

登記事 務 の 中には、 不動産 登記や 商業登 記とい う事務 があり 、これ らは法務 局、 地

方 法務局 、支 局、 出張所 とい うとこ ろが 、不 動産 登記法 上の登記 所とい うこ とで 事務

を取 り扱 ってい る。 これ らの登 記所 の登記 事務 の電算化 により 、市町村 への通 知が変

化し てきて いる 。こ こで は、そ の通知 内容 の変 更に 関する 調査結 果 にふれ る前 に、ま

ず、 登記所 が進 めて いる 電算 化につい てそ の概要を 説明す る。

ア 電算化 の経 緯

登記所 が電 算化 を行 うこ ととなっ たの は、戦後 高度経 済成長 により 、金融 取引、

不 動産 取 引が拡 大し、そ の結 果とし て登記 事務 の需要 が非常 に拡 大する こ ととな り 、

ま た、近 年で は地 価 の高騰 による 、土地 の細分 化 ・共有 化とい う事態 が生じて 、登

記 事務 量の増 加 に拍車 をか けたとい う経緯 がある 。他 方で、 国民の権利 意識 が非常

に高 まってい る、 また 、価 値観 自体が多様 化して いる というこ とで、 一つ 一 つの 申

請 事件 の 内容も 複 雑化 とい うような 状況 になって きて おり、こ ういった 登記事務 の

増加 に根 本 的 に対 処する た めには 、事務処 理の効 率化 を図る必 要があ る とい うこ と

で 電算 化 が着手 された。 昭 和58年 に東京 法務 局板橋 出張所 に実験シス テム が導入 、

開始 され 、そ の結 果を みて 昭和60年 に財 政面 という意 味で登 記特別 会計制度 が導

入 された 。そ の 後、電 子情 報処理組 織 による登記 事務 処理の 円滑化 のた めの措 置等

に関する 法律 が施 行 され 、 同法第5条 の 規定を受 け、 昭和63年 に不動 産登記 法、

商 業登記 法 等の 関係 法 令が 改正され 、登記 事務 の電算 化に対応す る法 的整 備 が行 わ
耳

れ た。こ れ らを受 けて 、同年 、板橋 出張所 に初 めて 電 子情報処理 組織(コ ンピュ ー

タ)が 導入 されて 以来 、全 国の登記 所の電 算化 に向けて移 行作 業が進 められてい る

ところで ある 。
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イ 電算化の現状

電算化が終了した登記所は、登記事務処理について従来の簿冊処理ではなく、ブ

ックレスによる処理となっている。これは、従来の制度と比べて登記記録の保存の

やり方が従来の紙から電磁的記録に変わったということであり、登記官が登記簿に

登記を行うという基本的な事務処理の形態自体が変更したものではない。

電算化したことにより、基本的な枠組みは変わらないが、登記事項の公開の方法

が若干変化してきている。一つは現在でも登記簿の謄抄本交付の制度があるが、こ

れが電算化が終了した登記所においては、登記事項証明書の交付という制度に変更

された(不動 産登記法の第151条 の3第1項)。 もう一つは登記簿の閲覧の制度

があるが、これが電算化が終了した登記所においては、登記簿の摘要を記載した登

記事項要約書の交付という制度に変更された(不 動産登記法第151条 の3第5項)。

具体的な登記事務処理の流れは、次のようになっている。

-139-



ブックレスシステムによる事務処理の流れの概略

登記申請事件処理の流れ

ブックレスによる処理 簿冊による処理

申請書 申請書 受付帳

受付帳
(磁気ディスク) 受付 受付

受付装置
(受付情報の入力)

登記簿
搬出

登
記
所
シ
ス
テ
ム
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ

調査装置

(調査票の印刷指示)

申請書類

調査

記入

調査票

申請書

申請書類

調査

記入

申請書

登記簿

登記簿

登記専用タイプ
記入用ワープロ

書

庫

記入装置

(登記事項の入力)

登記簿
(磁気ディスク)

申請書類調 査 票

校合

申請書類

校合

登記簿

登記事項
校合装置 確認票

(登記事項確認票の印刷
指示、校合実行の指示)

登記簿
搬入

登記済
証作成

登記済
証作成、

交付 交付
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登記事項証明書・登記事項要約書交付事務の流れ

ブックレスによる処理 簿冊による処理

申請書 書請申

受付 受付

受付装置
(請求情報の入力)

登記簿
搬出

登
記
所
シ
ス
テ
ム
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ

印刷装置

(証明書・要約書の印刷)

編集
印刷

証明書
要約書

申請書

複写

登記簿

登記簿
謄抄本 全自動謄本作成機

書

庫

登記簿
(磁気ディスク)

登記簿
搬入

認証

証明書

認証

登記簿
謄抄本

交付 交付

簿冊による処理では、登記簿の
謄抄本交付の制度のほかに、登
記簿の閲覧の制度がある。
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事務処理の流 れ

1登 記申請事件の処理

■受付の機能

1受 付番号は、コンピュータが自動発番するので、

通常は、入力不要です。

2大 量事件への対応措置として、複数台の端末装置

から受付情報を並行して入力することができます。

3直 前に入力した物件特定情報等を複写 して利用す

ることにより、迅速かつ正確に入力することができ

ます。

4受 付情報を入力すると、受付情報の受付帳(磁 気

ディスク)へ の記録、申請物件に対するキーロック

(証明書等の作成の停止)、登記実行順位の保全、調

査票の編集等が自動的に行われます。

5受 付帳に記録されている内容を、日又は月単位で

印刷することができます。

受付

受付

受付では、現行どおり申請書に受付

番号等の記載を行った後、受付装置か

ら、受付番号、物件特定情報(物 件の

種別、所在、地番 ・家屋番号等)の 受

付情報を入力します。

申
請

書

申
請
書

受付番号等の記載

受付情報の入力

受付装置盤面

受付帳

(磁気ディスク)
キ ー

ロック

登記簿
(磁気ディスク)

調査
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調査

■調査の機能

1調 査を行う事件の指定は、受付番号 を直接入力す

る方法 と、調査待 ちの事件の一覧表を画面に表示さ

せて、その中から受付番号を選択する方法があります。

2受 付番号の範囲を指定 し、調査票をまとめて印刷

することができます。

3調 査票の編集範囲は、現在事項(た だし、表題部 は

全部事項)又 は全部 事 項のいずれかを選択して指示

することがで きます。特に指示をしなければ、現在

事項が編集 されます。

4表 示登記において既に登記 されている土地又は建

物 と同一の地番又は家屋番号の指定が された場合に

は、画面 にエラーの表示をします。

調査では、調査票を出力後、印刷さ

れた調査票 と申請書類により申請の適

否の審査を行い、登記の目的及び登録

免許税額を入力し、また、表示の登記

の場合は、地番 ・家屋番号を指定 し、

調査完了の指示 を行います。

受付
調査票の印刷指示

調査票
登記簿
(磁気ディスク)

申
請
書
類

調査票

申請書類と調査票

に基づいて調査

調査票 登記の目的 ・登録

免許税の入力
(地番・家屋番号の指定)

調査完了の指示

記入

調査票には、申請物件の登記

事項のほか、受付で入力された

受付情報、各区の最大順位番号、

同一の物件に対して先順位の申

請事件がある場合はその受付年

月日・受付番号、処理状況等が

印刷されます。
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記入

■記 入の機 能

1記 入装置 には、 あらか じめ約100個 の 登記記載例

が登録 されてお り、 これ らの記載例 をワンタッチで

呼び出 して登記事項 を作成することがで きます。 こ

れ以外 にも任意の名称 を付けて記載例 を登録するこ

とがで きます。

2記 入装置の盤面には、あ らか じめ約2500個 の熟語

が登録 されていますが、 これ以外に もよく使用する

熟語 を登録 し、ワンタッ チで当該熟語 を呼び出 して

使用することがで きます。

3、 直前に入力 した物 件の登記事項 を複写し、これを利

用 して登記事項を簡 易に入力することがで きます。

4コ ンピュータは、順位番号の順番、登記事項間の

関連、持 分等のチ ェックを自動的に行い、誤 りがあ

れば画面にエラーの表示 をします。

5変 更又は抹消 した既登記事項入の抹消記号(下 線)

の記録 は、一部 を除いてコンピュータが自動的に行

い ます。

記入では、記入装置に登録されてい

る登記記載例を面面に呼び出し、何と

表示されている部分を埋める形で登記

事項を入力します。このデータは、校

合されるまで仮記録ファイルに記録さ

れています。

登記事項の入力

調査

仮記録
ファイル

校合
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校合

■校合の機能

1校 合を行うには、校合装置による登記官カードの

読取 り及びパスワー ドの入力が必要です。

2登 記事項の確認は、登記事項確認票を印刷して確

認する方法と、画面に登記事項を表示させて確認す

る方法があります。

3記 入された登記事項に誤りがある場合は、校合装

置で修正することができるほか、記入へ戻して修正

することもできます。

校合では、申請書類等に基づき申請

の受否を判断するとともに記入された

登記事項を確認し、登記簿への記録を

指示します。この指示により仮記録フ

ァイル上の登記事項は登記簿に記録さ

れます。

登記事項確認
票の印刷指示

記入

登記事項
確認票 仮記録

ファイル

申請書類と調査票、登記事
項確認票に基づいて校合

登記事項

申
請
書
類 調査票

確認票

校合実行の指示

登 記 事 項 確 認 票

記入 された登記事項を受付番号順に印刷する方法と、

物件を指定することにより、物件ごとに印刷する方法が

あります。 また、一度に複数の申請事 件の登記事項確認

票を連続 して印刷することもできます。

登記簿
(磁気ディスク)
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2登 記事項証明書 ・登記事項要約書の作成

■証明書`要 約書作成の機能

1登 記事項証明書は10物件まで、登記事項要約書は

100物件まで一度に処理できます。

2直 前に入力した請求情報を複写し、異なる部分を

修正することにより、請求情報を簡易に入力するこ

とができます。

3入 力した請求情報に誤りがなければ、登記事項証

明書等を出力 します。誤りがあれば、その旨を画面

に表示します。

4登 記申請事件と競合中の場合は、その旨を画面に

表示します。複数物件を請求し、その一部が競合中

であるときは、競合中の物件の請求の取消しをすれ

ば、他の物件の登記事項証明書が出力され ます。

交付請求に係る物件の情報(物 件の

種別、所在、地番 ・家屋番号等)、通

数、証明書の種類等の請求情報を入力

すると、コンピュータが登記事項証明

書又は登記事項要約書の編集、印刷を

自動的に行います。

請求情報の入力

申
請
書

登記簿
(磁気ディスク)

印刷装置による印刷

要約書

証明書
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登記事項証明書

登記事項証明書は、登記簿の謄本又は抄本に代わるもので、全部事項証明

書・現在事項証明書・区分建物全部事項証明書、区分建物現在事項証明書、

何区何番事項証明書及び所有者証明書の6種 類があります。

登記事項要約書

登記事項要約書は、登記簿の閲覧がなくなったことにより新たに設けられ

たもので、表示に関する事項及び所有権その他の登記の主要事項が記載され

るものと、表示に関する現在事項、所有権の登記の主要事項及びその他の登

記の現在事項の個数が記載 されるものの2種 類があります。

要約書には認証文等は記載されません。

(表示に関する事項及び所有権その他の登記

の主要事項を記載したもの)
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ウ 電算化が終了した登記所からの通知書の様式

電算化が終了した登記所からは、電算システムから打ち出された全国一律の様式

によって通知が行われるようになった。具体的な様式例は、次のとおりである。

① 表示に関する土地登記済通知書

表示に関する士地登記済 通知書

1 主

所

□□市△△1丁 目

10番5号 宅地 100

□□市▽▽5丁 目10番1号 持分1分 の10000

00 ③100番1、100番2

に 分 筆

平成10年3月1日

② 表示に関す る建物晋記洛涌知書1車 右)

表示に関する建物登記済 通知書(専 有)

1 主 □□市△△1丁 目

平成10年3月1日 作成

◇◇マンション

△△1丁 目10番1

敷

所

居宅

1

1

鉄筋コンクリー ト造陸屋根4階 建

□□市△△1丁 目10番1号

所有権 2分 の1

100

宅地

□□市▽▽5丁 目10番1号 持分1分 の10000

00 平成10年3月1日 新築

100 00

平成10年3月1日 敷地権

平成10年3月1日

平成10年3月1日
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③ 権利に関する土地登記済通知書

権利に関する土地登記済 通知書

1 所 在

地 番

権 利 者

義 務 者

受付年月 日

原 因

□□市△△1丁 目

10番5号

□□市▽▽5丁 目10番1号

□□市▽▽1丁 目1番1号

平成10年2月1日 受付

平成10年2月1日 売買

地 目 宅地

○OOO

○○○○

地 積

登記の目的

備 考

平成10年3月1日 作成

1分 の1

1分 の1

所有権移転

100 00

④ 権利に関する建物登記済通知書

権利に関する建物登記済 通知書(専 有)

1 所 在

家屋番号

種 類

権 利 者

□□市△△1丁 目

△△1丁 目10番1

居宅 構 造 鉄筋コンクリー ト造陸屋根4階 建

□□市▽▽5丁 目10番1号 0000

床面積

1分 の1

100 00

義 務 者

受付年月 日

原 因

符号

1

平成10年2月1日 受付

平成10年2月1日 売買

敷 地 権 の 目 的 た る 土 地 の 表 示

所 在 及 び 地 番

□□市▽▽5丁 目10番1号 宅地

地 目

登記の目的

符 号

1

備 考

所有権保存

敷 地 権 の 表 示

種 類

所有権

割 合

2分 の2

⑤ 発行済通知書一覧

発行済通知書一覧(権 利)

平成10年3月1日 現在

整理番号

20

22

受付年月 日

10.2.25

10.2.25

受付番号

20731

20790

土地

土地

発行番号 第 号

発行日 平成10年3月1日

物 件

□□市▽▽1丁 目1番1号

□□市▽▽5丁 目10番1号

頁

1

1

*名 義人一部編集不可 登記判別後記入要 名義人5名 以上

23

24

25

26

10.2.25

10.2.25

10.2.25

10.2,25

20672

20672

20682

20790

一般

一般

専有

専有

□□市▽▽2丁 目4番1号

□□市▽▽2丁 目4番1号

□□市▽▽1丁 目5番1号

□□市▽▽5丁 目10番1号

1

1

1

1

*名 義 人一部編集不可 登記判別後記入要 名義人5名 以上
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エ 電算化終了後の通知の変更点

本調査 団体のう ち249団 体は 、登記所 の電算 化が終 了して いう 団体を抽 出し て

いる 。こ れ らの 団体 に対し 、電算化 終 了後 に おける 通知 内容の 変更 につ いて調査 を

行 った ところ 、以 下のよ うな 回答が 寄せ られ た。

〇一 筆、 一棟 ご との個 票と 一覧表 が提 出ざれる よう にな った。

○ 電算 から の打 ち 出し とな ったた め、手 書き による誤 りがな くなった 。

○ 登記 権利 者ご と に通 知 され てい たが、 地番ご とに通 知される よう になった。

○ 土地 と家屋 の 通知 が分 別されて 通知 され るよ うにな った。

○ 共有 者 が6人 以上 の場合 、共有 者氏名 、住所 、持分な どが5人 まで しか通知 さ

れ な くなっ た。

○ 分 合筆 の場合 、 図面の 添付がな い。

.○ 区分所有建 物 の保 存登記 が抜 けている 場合 がある。

○ 職権 で訂 正し たも のの通 知がな い。
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(5)全 ての登記所で電算化が終了した後の通知

ア 登記所の電算化終了後の通知方法

将来、全ての登記所で電算化が終了した場合、どのような媒体で通知を受け取り

たいか調査したところ、以下のような結果となった。

① フ ロッ ピー デ ィス ク

②磁気テープ

③MO(光 磁気デ ィスク)

④現状(紙 ベース)の 通知

⑤オンライン化

⑥その他

合 計

電算化終了の市町村
132 (53.1%)
80

8

(32.1%)
(3.2%)

8 (3.2%)
6

15

249

(2.4%)
(6.0%)

(100.0%)

電算化未了の市町村
149 (59.4%)

60

6

(23.8%)
(2.4%)

5 (2.0%)
5

26

251

(2.0%)
(10.4%)

(100.0%)

合 計
281 (56.2%)

140

14

(28.0%)
(2.8%)

13 (2.6%)
11

41

500

(2.2%)
(8.2%)

(100.0%)

表中のその他の意見としては、以下のようなものであった。

○ 具体的な電算システムや内容がわからないので何ともいえない。

○ 市町村の課税事務自体が電算化されていないのでわからない。
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電算化終了の市町村

⑥(6.0%)

⑤(2.4%)

④(3.2%)

③(3.2%)

②(32.1%) ①(53.1%)

① フロ ッピーデ イスク

②磁気テープ

③MO(光 磁気ディスク)

④現状(紙 ベース)の 通知

⑤オンライ ン化

⑥その他

電算化未了の市町村

⑥(10.4%)

⑤(2.0%)

④(2.0%)

③(2.4%)

②(23.8%) ①(59.4%)

① フロ ッピーデ ィスク

②磁気テープ

③MO(光 磁気ディス ク)

④現状(紙 ベース)の 通知

⑤オンライ ン化

⑥その他

合 計

⑥(8.2%)

⑤(2.2%)

④(2.6%)

③(2.8%)

②(28.0%) ①(56.2%)

① フロ ッピーデ ィスク

②磁気テー プ

③MO(光 磁気ディスク)

④現状(紙 ベース)の 通知

⑤オンライン化

⑥その他
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イ 登記所の電算化終了後の通知内容

電算化された媒体で受け取る場合に、通知に必要な項目として考えられるものに

ついて調査を行ったところ、以下のような結果となった。

登記所 か らの通知 の 内容
『(項目)

①登記権利者の住所氏名

②登記義務者の住所氏名

③受付の日付

④登記原因とその 日付

⑤登記の日付

⑥土地又は建物の所在地番

⑦地 目

⑧地積

⑨家屋番号

⑩家屋の種類

⑪家屋の構造

⑫床面積

電算化終了の市町村

団体数(249団 体中の割合)

249(100.0%)

246(98.8%)

234(94.0%)

249(100.0%)

228(91.6%)

249(100.0%)

249(100.0%)

249(100.0%)

246(98.8%)

248(99.6%)

248(99.6%)

248(99.16%)

電算化未了の市町村 合 計

団体数(251団 体中の割合) 団体数(500団 体中の割合)

251(100.0%) 500(100.0%)

250(99.6%) 496(99.2%)

231(92.0%)

249(99.2%)

465(93.0%)

498(99.6%)

241(96.0%) 469(93.8%)

251(100.0%) 500(100.0%)

251(100.0%) 500(100.0%)

251(100.0%)
251(100.0%)

500(100.0%)

497(99.4%)

250(99.6%)

250(99.6%)

498(99.6%)

498(99.6%)

250(99.6%) 498(99.6%)

(注)そ の他 、通知 を要す る項 目と して市町村 か ら挙 げ られ た項 目につい ては、

以下 の とお りで ある。

その他の内訳

○公図の写 し(副 本)

○建物図面(各 階平面図)

○受付番号

○地積測量図

○土地又は建物の所在図

○共有者氏名、住所、持分割合

○登記権利者の住民票の写し(ふ りがな、生年月 日等)
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電算化終了の市町村(249団 体中の割合)

100.0%

80.0%

60.0%

40.0%

20.0%

0.0%

①権利者等 ③受付日付
②義務者等

⑤登記日付
④登記原因 ⑥所在地番

⑦地目
⑧地積
⑨家屋番号 ⑪家屋構造

⑩家屋種類 ⑫床面積

電算化未了の市町村(251団 体中の割合)

100.0%

80.0%

60.0%

40.0%

20.0%

0.0%

①権利者等 ③受付日付
②義務者等

⑤登記日付
④登記原因 ⑥所在地番

⑦地目
⑧地積
⑨家屋番号 ⑪家屋構造

⑩家屋種類 ⑫床面積

合 計

100.0%

80.0%

60.0%

40.0%

20.0%

0.0%

①権利者等 ③受付日付
②義務者等

⑤登記日付
④登記原因 ⑥所在地番

⑦地目
⑧地積
⑨家屋番号 ⑪家屋構造

⑩家屋種類 ⑫床面積
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(6)登 記所からの通知に関する要望・問題点

ア 要望 ・問題 点の 内訳

登記所 から の通知 に 関する 要望 ・問題点 を 寄せ た市 町村 は、調 査500団 体 中、

234団 体(電 算化 終 了249団 体 中107団 体、電 算化未 了251団 体 中127

団体)で あった 。

電 算化 終 了及 び未 了の 団体か ら 出された 要望 ・問題 点の 内訳 は、そ れぞれ 以 下の

とお りであ った。

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

⑫

⑬

⑭

⑮

⑯

⑰

⑱

⑲

要 望 ・ 問 題 点

通知の漏れは絶対なくしてほしい

共有者の氏名 ・持分等(6名 以上など)の 通知をする

記入誤 り、記入漏れをなくす

添付書類(図 面等)は 必ず付けてほしい

電算化された媒体(MT,FD等)に よる通知にする

市町村に直接郵送 してほしい

登記所が職権訂正したものの通知をする

登記所と市町村をオンライン化する

登記申請書の補正後の内容を通知する

ふ りがな、生年月日等を通知する

市町村への誤配をなくす

登記済通知書(登 記申請書)の 様式を統一する

早急な通知をする(特 に賦課期日前)

通知済のものを把握す るため、通知済一覧表等を添付する

主要な建物だけではなく、付属建物についても通知をする

電話やFAXに よる登記事項の確認を可能にする

常用漢字以外の略字等、誤った漢字での通知をやめる

受付番号を通知の内容に含める

表示登記だけでなく、保存登記についても通知をする

電算化終了の市町村

21(8.4%)

32(12.9%)

3(1.2%)

16(6.4%)

13(5.2%)

12(4.8%)

10(4.0%)

10(4.0%)

3(1.2%)

7(2.8%)

6(2.4%)

4(1.6%)

4(1.6%)

2(0.8%)

8(3.2%)

3(1.2%)

4(1.6%)

2(0.8%)

2(0.8%)

電算化未了の市町村

57(22.7%)

5(2.0%)

24(9.6%)

10(4.0%)

10(4.0%)

10(4.0%)

12(4.8%)

7(2.8%)

12(4.8%)

5(2.0%)

6(2.4%)

8(3.2%)

5(2.0%)

7(2.8%)

0(0.0%)

5(2.0%)

2(0.8%)

4(1.6%)

3(1.2%)

合 計

78(15.6%)

37(7.4%)

27(5.4%)

26(5.2%)

23(4.6%)

22(4.4%)

22(4.4%)

17(3.4%)

15(3.0%)

12(2.4%)

12(2.4%)

12(2.4%)

9(1.8%)

9(1.8%)

8(1.6%)

8(1.6%)

6(1.2%)

6(1.2%)

5(1.0%)

(注)表 中は同一項 目について5団 体以上か ら要望 ・問題点 として意見があった内容 について挙げている
。

表中の(%)は 、電算化終了、電算化未了、合計のそれぞれ の全団体数(249 、251、500団 体)

に対す る割合 を表 した ものであ る。
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登記所からの通知に関する要望 ・問題点(そ の1)

60

40

電算化終了

電算化未了

20

0

①通知漏れ ③記入誤り
②共有者通知 ④添付書類

⑥媒体通知
⑥直接郵送

⑦職権訂正 ⑨補正後内容
⑧オ ンライン ⑩ふ りがな

登記所からの通知に関する要望 ・問題点(そ の2)

60

40

電算化終了

電算化未了

20

0

⑪市町村誤配 ⑬早急な通知
⑫様式の統一 ⑭登記済一覧

⑯付属建物 ⑰誤った漢字
⑯電話等確認 ⑱受付番号

⑲保存登記
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イ 要望・問題点の分析

市町村 か ら寄せ られた 要 望 ・問題 点 につい ては 、

①電算化終了の市町村から意見の多いもの

②電算化未了の市町村から意見の多いもの

③共通して意見の多いもの

の3つ に分けられる。

上記3つ に分 類した 市 町村か らの 意見の うち、 代表 的な要 望 ・問題 点 について 分

析し てみ ると 、次 表のよ うな理 由が 考え られる。

ア 電算化終了の

市町村から意見

の多いもの

イ 電算化未了の

市町村から意見

の多いもの

ウ 共通して意見

の多いもの

要望 ・問題点

②共有者の氏名 ・持分等の通知をする

④添付資料(図 面等)は 必ずつけてほしい

⑤電算化された媒体による通知にする

⑧登記所と市町村をオンライン化する

⑩ふりがな、生年月日等を通知する

⑮付属建物についても通知をする

⑰略字等、誤った漢字による通知をやめる

①通知の漏れをなくす

③記入誤 り、記入漏れをなくす

⑨登記申請書の補正後の内容を通知する

⑫登記済通知書の様式を統一する

⑭通知済一覧表等を添付する

⑯電話等で登記事項の確認を可能にする

①通知の漏れをなくす

②共有者の氏名 ・持分等の通知をする

③記入誤り、記入漏れをなくす

④添付書類(図 面等)は 必ず添付する

理由等

②や⑰に関 しては、現行の登記所の電算化システムで

は対応できない事項(シ ステムの変更を要する)で あり、

⑩や⑮などもシステム上通知 されない事項であることな

どから、登記所の電算化が完了している市町村からの意

見が多かった と考えられる。

⑤や⑧に関しては、電算化が終了 しているため、将来

に向けての要望である

電算化が終了していない登記所か らの通知は、登記申

請書の副本や写し等、手書きによるものが多いため、①

や③、⑨、⑫等の誤 りや漏れに関する要望 ・問題点が多

くなった と考えられる。また、誤 りや漏れに関する事務

処理の効率化 ・軽減等のため、⑭や⑯等の要望 ・問題点

が多く挙げられたのではないか と考えられる。

①～④などの市町村から多い意見については、納税義

務者や固定資産の特定等、課税事務を行 うに当たって不

可欠な通知に関するものであり、これにより課税漏れや

課税誤 り等を起こすことになるため、多くの市町村から

要望 ・問題点 として意見が寄せ られたと考えられる。
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ウ 要望・問題点に関する法務省の意見

本委員会では法務省の担当者に出席いただき、市町村から寄せられた要望・問題

点について意見交換を行ったところ、法務省から以 下のような意見が出された。

○ 標準的な通知の方法について

不動産登記事務取扱手続準則に通知の様式が定められているが、これに準ずる

様式によって通知を行っても差し支えなく、各登記所において通知する様式が異

なっている場合もある。

○ 共有者等が6名 以上の場合、5名 までしか通知されないことについて

登記申請事件処理が完了すると、自動的に情報を編集し、ファイルに一時的に

格納するが、容量に制限 があるため、共有者が6名 以上の 場合には一覧表に「共

有者が6名 場上のため別途記載が必要である」旨のエラーメッセージを表示して、

職 員等 に対して 注意 喚起をす る よう にしている 。こ のエラ ーメ ッセージ により 、

6名 以上の 場合には 手書きで補記するといったことを登記所で行うこととしてい

る。

○ 職権で訂正したものや申請書の補正があったものの通知について

職権で訂正したものについての通知 、あるいは申請書に訂正があった場合の道

知についても本来行わなければならないものであり、再度徹底したい。

○ 図面等が添付されないことについて

登 記所 によっ ては、 表示 に関する 登 記の際、 申請代 理人等 の協力 によ り、 申請

書 の写し1部 を 余分 に添付し ても らい、こ れを通 知用 として 利用して いる ため、

地積 測量 図等の 図面類も 添付 されて いるも の と思われ る。た だ、電 算打ち 出し の

通知 につい ては 、そうい う 図面等を 添付す る とい うよ うな統 一的な 取扱い はして

いな い。
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○ 登記所からの通知を電算化された媒体で行うことについて

現段 階で は 、移行 作業 を極力 早 めに終わ らせな けれ ば、いろ んな意 味でネッ ト

ワ ーク が組 めな い という ことで 、 主力がそ ちら の方 に向い てい る。例 えば、フ ロ

ッピ ーディ スク に出力す る とい った ような システ ム 自体がまだな いよ うな状態 で

あ る。 今 回 の調 査 結果を みて 、逆 にこうい う要 望がある のか と感 じて いる。

○ 保存登記の通知について

コン ピュ ータ 化した 登 記事務 処理 の中で入 力した 事項(内 容)に ついて 、事務

処 理完 了後 、通 知 書の対 象となる も のについ ては、 自動 的に編集 を行い 、一時 的

にフ ァイル に格 納し てい る。

なお 、通 常、所 有権 の保 存登記 には登記 原 因はあり得 ない が、マン ション等 の

区分所 有建物 を原 始取 得者 から売 買によ って取 得した 場合 の保 存登記 について は、

登 記原 因を 「売 買」 として 登記す るこ とがあ り、こ の場合 はシステム 上も 通知の

対 象 として いる 。

○ 外字の問題について

現 在 の登記 情 報システ ム が扱 って いる漢 字 体系に存 しない 文字は、 外字とし て

登録 し ている 。他 方、 コンピ ュー タ化の 前提 作業であ る磁気 ディ スク 登記簿 への

移行 の 際、 可能 なも のについ て は、極力 、正字 に 引き 直す方 向でやっ ている。

○ 登記所からの通知に対する市町村の改善の要望に対して

当然やる べき こと をや ってい れ ば防げる ものもあ れ ば、その 内容 によってはシ

ス テム 面 を考 えてい かな けれ ばな らないも のも含 まれて おり、 一概 にどのよう に

する とい う話 はで きない が 、こう いう意 見は今後 、執務 の上で 参考 にさせてい た

だ く。
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エ 登記所からの通知のあり方に関する委員の意見

調 査結果と、法務省の意見を踏まえ、委員から以下のような意見が出された。

(現 行の問題点等)

○ 地 方税 法の規定 で は、 登記所 は表 示の登記 をした ときは 、その 旨を通知し な け

れ ばな らな いと されて いる が、こ の場 合、 「そ の 旨を通知」 という範 囲について 、

登記所 が 通知し な けれ ばい けない と 考えているもの と、市 町 村が要 望してい るも

のと は異な って いる 面があ る。

○ 通 知が 登記所 によ って は、3か 月 とか4か 月ず れ こんで通 知されるこ とがあ る。

市町村 にとっ て はも う少 し短い期 間で 通知を してく れた方 があり がた い。

○ 市 町村 の現場 で は、通 知 内容 について 登記 所に確認 の電話 をする と、「 忙 しい

とき に電話 照 会は 困る 。 通知で送 ってい るか ら、それ で対応 しでくれ 」とい うよ

うな話 にな る。 登記 所で は通知 を送れ ばそれだ けで 用が足り ている という ような

考え がある 。

○ 登 記権 利者 の名前 につい ても 、納税通 知書 を発送す るとき にどこ まで が姓で ど

こまで が名 前か わか らない 場合や 、 同姓 同名 の人に課税 する というこ とがある た

め、名 字 と名前 を1字 空 けるよう にして いただ きたい。

○ 通知 の漏 れは 絶対な くして ほし いとい う意見 は、電 算化未 了市町村 は電算化 終

了市 町村 の3倍 近くもあ り 、電算 化の効 果とい うも のがよく 出でいる 。

(磁 気デー タ による 通知 に関す る意 見)

○ す べて の登記 所の電 算化 が終 了した場 合 に、現状 の紙による 通知 のままで よい

という 意 見は約3パ ーセ ン トぐ らいである ので 、ほ とんどの 団体は 次の段階 とし

て、 何らか の形 では磁 気デ ータ による収受 とい うのを 望んでい るので はない か。
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○ 通 知 の磁気 フ ァイル 化 によっ て、例 え ば、図面 類 が通 知され なくな った ら十分

なも の では なく なる。 電 算化す る ので あれ ば、 図面も 何らか の形で 一緒 に収 受で

きる よ うな 形を 考えて い かな けれ ばな らな い。

○ 図面 類を 画像 処理 等 によっ て 通知 をする という のは 、現在 の電算化 シス テム で

は難 し い。 現行 のシステ ムを 前提で やる と、や はり通 知の部分 だ けになる ので は

な いか 。

○ デ ータ の変換 は技術 的 にはそん なに難し くな く、こ れは 予算 の問題であ る。各

メ ー カー コード を数種 類作っ てお けば簡 単 にで きる。 しか し、外 字の 変 換は難し

く 、外字 の部 分 は全部 ブラ ンク になって しまう 。外 字を どこまで 標準化 してい く

か とい うこ とは難 しい。

(今 後 の整 理の 方 向等)

○ 制度 とし て通 知をす る 項 目の他 に、現行 の電 算処理 システム の 中で 変更 可能な

も の につい て は別 個に打 ち合せ する 必要 があるの で はないか 。

○ 通 知漏 れは 基 本的に は改 善しな くで はい けな い。登 記漏れ についての パ ターン

化ができるのであれば、それを各登記所に要望するこ とで一部は改善できるので

はな いか 。

○ 自治省 と 法務省 で協議 した 上で 、 各登記所 に通知 を 出して も らえば 、あとの 細

かな 問題 について は 、市 町村でや って いける ので はない か。

○ 自治 省 と法務 省と の協議 で解 決の つくも のと、そ れ以 外で地 域ご とに折衝し て、

解 決 のつ くも のと がある ので はない か。

○ いろ い ろ問題 があ る と思う が、 自治省 と法務省 で協議 をし て大枠 が決 まった と

こ ろで 、各 地域 ご とに細 かく解 決 していく とい う方 向で 検討 してい け ばよい 。
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オ 要望・問題点の改善方策

市町村 から 寄せ られ た 要望 ・問題 点につ いて 検討し た結果 、今 後 の改善方 策とし

て、 以下 のとお り整理 を行 った。

(ア)現 行 制度 の運用 によ り改 善が 図られるも の

① 通知漏 れをな くす 、③ 記入誤 り、記 入漏れ をなくす 、④添 付書類(図 面等)

は必 ず添 付するな ど の要望 ・問題 点 につ いては 、市町村 として は、基本 的に登

記所 が責任 を持 って 通知 を行 う べき事項 である と 考えて いる。

こ れら の改 善方策 として は、 法務省 において 各登記 所に対し 注意 喚起を行 う

な どの措 置が 必要で ある と考え られる。 また 、そ の結 果を受 け市町村 において

も 、 各登 記所 との連 絡を 密にし て、通 知の 改善を 図る よう働 きか けを行う 必要

があ る。

(イ)登 記 所の 電算シ ステム の変 更を要す るも の

(2)共有者 氏名 、持分 等の通知 をする 、⑤ 電算化 された媒 体 によっ て通知す る 、

⑧ 登記 所と 市町村 のオン ライン 化を するな どの要望 ・問題 点 につい て は、現行

の登記 所 の電算 処理シス テムで は、 通知 書ファイ ルの容 量やシステ ム の問題 に

よ り 、すぐ に対応 が不 可能な 問題であ る。 これら の改 善方 策として は現行 シス

テ ム の変更 とい う技術 的な 問題 や後 に述 べる予算 の負担 といった 問題 があ り、

ま た 、基本 的 には登記 所のシス テムでも あ ること から、法 務省 の協 力は欠 かせ

な いも のであ る。

(ウ)法 改正 等の制 度改正 を伴 うも の

⑤電算化された媒体によって通知する、⑧登記所と市町村のオンライン化を

する、⑫通知書の様式を統一するなどの要望・問題点については、地方税法や

不動産登記法等関係法令や施行規則の改正等、登記所からの通知に関する制度

面での整備を行う必要がある。
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(エ)予 算措 置 を伴うも の

⑤電算化された媒体によって通知する、⑥市町村へ直接郵送する、⑧登記所

と市町村のオンライン化をするといった、登記所側及び市町村側において予算

措置が必要なものがあり、これらの負担のあり方や所要の予算の確保等につい

て検討する必要がある。
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3ま と め

本 年度 にお いで は、 アンケ ート 調査 の結果 、登記 所から の通知 に 関する 実態を把握 し 、

そ の 問題 点 等の整 理を 行った 。そ の結果 は、前 述し てきた とお りで ある が、登記所 か ら

の通知 の 内容 について は、 各登 記所で対 応 が様 々で あり、ま た、通 知漏れや 記入誤 り等

に対す る 改善 に関する 意 見が市 町村か ら 聞かれた ところで ある。

これ ら につい て は、現行 制度 の運用 によ り改善 が図られ るも の、電算シス テム の変更

を 要するも の 、法 改正等 の制度 改 正を要す るも の、予算措 置を伴 うも の等、 問題 点の解

決 を図る ため に種 々の 角度か ら検討 を行 う必要 がある と考 える 。

な お 、現在 進 められて いる 登記 所の電 算化 の経 緯 、状況 等について 調査を 行い、市 町

村 か ら要望 の 出されて いる磁 気媒 体で の通知 について 、そ の技術的側 面等か らの検討 も

行 った とこ ろであ る が、登 記所 から の磁 気媒 体による 通知 の実現 に 向けて 、多く の課 題

が残 されて お り、今後 とも 引き続 き検討 を進 めてい く必要 がある。
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